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平成 １８ 年第２回まんのう町議会定例会会議録（第１号） 

平成１８年９月１５日    開 議  午前９時３０分

日程第１

議   長 

町   長 

議   長 

川原議員 

 おはようございます。久元 豊議員より病気療養のため、加地 禎議員より所用のため欠席の届出がありましたので、ご報告い

たします。

 ただいまの出席議員は１９名であります。定足数に達しておりますので、これより平成１８年第２回まんのう町議会定例会を開

会いたします。

 招集者であります町長のご挨拶をお願いいたします。

 町長 栗田隆義君。

 おはようございます。本日はまんのう町議会第２回定例会をお願い申し上げましたところ、議員各位皆様方におかれましては、

ご出席を賜りましてありがとうございます。９月に入りまして秋雨前線、また台風の影響により全国的に被害を受けた地域もある

と聞いております。また、まんのう町におきましても災害が非常に心配されるところであります。また朝夕は、めっきり過ごしや

すくなったというよりは、少し肌寒く感じる今日この頃でございますので、体調には十分注意をされまして、くれぐれもご自愛し

ていただきたいと思います。本日お願いを申し上げております議案１４件、認定３件、決議１件、請願１件、慎重審議のうえご決

定賜りますよう心からお願いを申し上げまして、ご挨拶とさせていただきます。

 これより本日の会議を開きます。

 日程第１ 本日の議事日程等について、議会運営委員会の報告を願います。

 議会運営副委員長 川原茂行君。

 おはようございます。議会運営委員会のご報告を申し上げます。９月１１日第１委員会室におきまして、町長、助役、総務課長、

議長同席のもとに議会運営委員会の委員５名が出席いたしまして慎重に審議いたしました。その結果をご報告いたします。

 それでは、お手元に配布されております議事日程第１号について、ご説明申し上げます。

 日程第２ 会議録署名議員の指名

 日程第３ 会期の決定 ９月１５日本日より、９月２６日の１２日間といたします。

 日程第４ 議会報告

 日程第５ 町政報告
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川原議員  日程第６ 一般質問 １０名の申し出がございます。

 日程第７ 付託案件及び所管事務調査の委員長報告     総務常任委員長

 日程第８ 所管事務調査の委員長報告           教育民生常任委員長

 日程第９ 所管事務調査の委員長報告           建設経済常任委員長

 日程第 10 交通対策特別委員会の委員長報告        交通対策特別委員長
 日程第 11 水資源対策特別委員会の委員長報告       水資源対策特別委員長
 日程第 12 議案第１号 人権尊重の町宣言について     即決でお願いします。
 日程第 13 議案第２号 まんのう町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例    総務常任委員会に付託
 日程第 14 議案第３号 まんのう町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 総務常任委員会に付託
議案２号３号は関連がありますので、一括議題とさせていただきます。

 日程第 15 議案第４号 字の区域の変更について                   建設経済常任委員会に付託
 日程第 16 議案第５号 字の区域の変更について                   建設経済常任委員会に付託
議案 2号 3号は関連がありますので、一括議題とさせていただきます。

 日程第 17 議案第６号 まんのう町道路線の認定について               建設経済常任委員会に付託
 日程第 18 議案第７号 まんのう町道路線の変更について               建設経済常任委員会に付託
 日程第 19 議案第８号 まんのう町土地開発公社定款変更について           総務常任委員会に付託
 日程第 20 議案第９号 平成１８年度まんのう町一般会計補正予算           総務常任委員会に付託
 日程第 21 議案第 10号 平成１８年度まんのう町国民健康保険特別会計補正予算 教育民生常任委員会に付託

 日程第 22 議案第 11号 平成１８年度まんのう町老人保健特別会計補正予算       教育民生常任委員会に付託
 日程第 23 議案第 12号 平成１８年度まんのう町介護保険特別会計補正予算       教育民生常任委員会に付託
 日程第 24 議案第 13号 まんのう町国民健康保険条例の一部を改正する条例       教育民生常任委員会に付託
 日程第 25 議案第 14号 工事請負契約の締結について（平成１８年度地方道路整備臨時交付金事業町道江畑線災害防除工事）
                                           即決でお願いいたします。

 日程第 26 認定第１号 平成１７年度満濃町水道事業会計の決算認定について      教育民生常任委員会に付託
 日程第 27 認定第２号 平成１７年度満濃町炭所地区簡易水道事業特別会計の決算認定について 教育民生常任委員会に付託
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日程第２

日程第３

日程第４

川原議員 

議   長 

議   長

久留嶋 

事務局長

 日程第 28 認定第３号 平成１７年度まんのう町水道事業会計の決算認定について      教育民生常任委員会に付託
 日程第 29 決議第１号 交通事故防止に関する決議                    即決でお願いします。
 日程第 30 請願第１号 産業廃棄物中間処理場建設計画反対の請願書            教育民生常任委員会に付託
 議会運営委員会の報告をおわります。

 日程第２ 会議録署名議員の指名を行います。

 会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、議長において

  １０番 藤田昌大君、１１番 黒木 保君

を指名いたします。

 日程第３ 会期決定の件を議題といたします。

 お諮りいたします。本定例会の会期は、本日から９月２６日までの１２日間といたしたいと思います。

 これにご異議ありませんか。

（「なし」）

 異議なしと認めます。よって会期は１２日間と決しました。

 日程第４ 議会報告を行います。

 事務局長 久留嶋 一之君。

 ご報告申し上げます。始めに、お手元の組合議会関係の報告を申し上げます。

 平成１８年６月２２日、平成１８年第１回財田川防災組合議会定例会が開催され、議案第１号 組合長の選任についてから、

議案第１０号 平成１７年度財田川防災組合一般会計歳入歳出決算認定についての１０件の審議がされ、決定されております。

次に平成１８年８月２９日、平成１８年中讃広域行政事務組合議会８月定例会が開催され、認定第１号 平成１７年度中讃広域

行政事務組合一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定についてから、議案第４号 平成１８年度中讃広域行政事務組合瀬戸グリ

ーンセンター特別会計補正予算の５件の審議がされ、決定されております。

 次にお手元の監査報告でございますが、まんのう町監査委員より旧３町の平成１８年３月分、新町の平成１８年３月分から７月

分の一般会計収支、国民健康保健特別会計収支、老人保健特別会計収支、下水道特別会計収支、農業集落排水特別会計収支、簡易

水道特別会計収支、介護保険特別会計収支、診療所特別会計収支、浄化槽整備推進事業特別会計収支、訪問介護サービス事業特別

会計収支、及び旧満濃町の平成１８年３月分水道事業会計収支、炭所地区簡易水道特別会計収支、新町の平成１８年３月分から７
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日程第５

久留嶋 

事務局長

議   長

町   長 

月分の水道事業会計収支と平成１７年度水道事業会計、平成１７年度炭所地区簡易水道事業特別会計の定期監査と決算審査の報告

が参っております。お手元に配布の通り、いずれも適正であるとの報告であります。

 以上で議会報告をおわらせていただきます。

 議会報告をおわります。

 日程第５ 町政報告を行います。

 町長 栗田隆義君。

 それでは、第１回定例議会以降の町政の一端をご報告申し上げます。

 まず選挙関係では７月４日告示、７月９日執行のまんのう町農業委員会選挙につきましては、無投票によりまして２０名の農業

委員さんが当選されました。他団体推薦の委員さん７名と合わせて２７名で、今後の農業行政の先頭に立ってがんばっていただき

たいと思っております。８月２７日執行の香川県知事選挙は投票率が３６．５％と低調な結果となり、改めて投票率アップのあり

方を考えさせられる結果となりました。次に火災の状況でありますが、６月１日から８月末の３ヶ月間で６件の火災が発生をいた

しました。８月２５日の夕刻に落雷による山林火災が同時に２箇所２件発生いたしました。羽間山の水源地の排水地では大事に至

りませんでしたが、仲南地区の塩入温泉の奥での火災は夕方から消防団員の活躍や防災ヘリの消火活動に引き続き、２６日早朝５

時からの消火活動では、香川県の防災ヘリと徳島県から応援の防災ヘリの消火活動や仲南地区消防団員などの活動により、２６日

の午前１０時に鎮圧、２７日午前に鎮火をいたしました。消失面積は１ｈａでありました。多くの方々のご協力をいただき、大火

に至らず鎮火いたしたことに心から感謝を申し上げる次第でございます。

 次に８月１３日に成人式が行われました。新成人３１２名中１７２名の参加によりまして、華やかな中にも厳粛な雰囲気の中で

とり行われました。今回の成人式は、旧町の成人式、３つの町それぞれ日程や内容が違う中で、新成人などの実行委員会によりま

して挙行されましたことは、大いに意義深いものがございました。

 次に各種イベント関係では、７月９日ひまわり祭り、８月４日５日まんのうフェスティバル、８月１３日には琴南サマーフェス

タなどが行われ、町内外から多くの来場者がございまして、盛大に開催をされました。また８月２０日には仲南地区のバレーボー

ル大会が１２８チームの参加により行われました。秋以降にも文化祭など多くの行事を開催いたしまして、町内外の大勢のご来場

者を呼びかけていきたいと思います。

 次に工事発注状況でございますが、国庫補助事業関係の総合公園関連工事、道路改良工事、林道開設工事、学校改修工事など、

また今定例会で工事請負契約の締結の承認をお願いしております案件を含めまして、発注を完了いたしました。また県補助事業も
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日程第６

町   長 

議   長 

大岡議員 

今補正予算でお願い申し上げております道路改良工事を除き、大半の工事の発注を終えております。

 次に健康づくり関連では、乳幼児健診、がん検診など各種検診事業や、各地区において健康教室を開催いたしており、早期発見

や健康教室などを通じて、町民皆様方の健康づくりに寄与して参ります。

 次に、全国的に公務員の飲酒による交通事故が報じられております。改めて、職員に飲酒運転は絶対にしない、また厳正に対処

する旨周知を徹底いたしたところでございます。

 次に一般会計の平成１７年度決算見込み額が確定いたしました。これによりますと、繰越予定額７億１千万円のうち２億円を財

政調整基金に積み立てることといたしました。その結果、減債基金と合わせて、約１５億５千万円となります。続きまして、まん

のう町が合併したことによりまして、旧琴南町、旧仲南町の土地開発公社が解散し、精算人により清算を行っておりましたが、平

成１８年８月４日をもって、適性かつ滞りなく完了いたしましたことをご報告申し上げます。

 続きまして、まんのう町が発足いたしまして早６ヶ月が過ぎました。新町の指針となる計画書などを策定する各種委員会を順次

開催する予定といたしております。まんのう町総合計画、行財政改革推進本部、地域防災計画などは１０月に開催すべく準備を進

めております。また男女共同参画プラン策定委員会は８月に開催をいたしております。

 以上簡単ではございますが、６月定例会以降の町政の一端をご報告申し上げました。なお町政報告につきましては、お手元にご

配布申し上げておりますので、お目通しをお願いいたします。

 以上で町政報告をおわります。

 日程第６ 一般質問を行います。質問の通告がありますので、順次発言を許可いたします。

 １２番 大岡克三君。

 ９月議会におきまして、議長の許可をいただきましたので、通告に基づきまして３項目ほど一般質問を行います。

 まず最初に、町内商工業者の育成について質問をいたします。昨今の中小零細企業を取り巻く経営環境は、景気回復の裾野が広

がっているにも関わらず、好況感を実感できない厳しい状況が継続をいたしております。そのような折、本町へのコンビニエンス

ストアの進出、さらには３月オープン予定のマルナカ新まんのう店の出店と、ますます小売商店の激化が予想されております。ち

なみにマルナカ新まんのう店の延べ床面積は３，２３５㎡で、店舗面積２，２５７㎡、駐車収容台数１５６台で、営業は午前９時

から午前０時の届出であります。従来の大規模小売店舗法、いわゆる大店法によりますと、売り場面積、営業日数、営業時間等、

地元との調整の余地がありましたが、２０００年に廃止をされ、現行の大規模小売店立地法、いわゆる大店立地法では、駐車場の

確保と騒音、交通の緩和の義務付け程度で、すでに大店立地法第７条の定めによる地元への出店概要計画説明会が去る８月１９日
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大岡議員 まんのう町農村環境改善センターで行われたところであります。一方、まんのう町の小売業の現況ですけども、平成１６年度の商

業統計によります販売額は、琴南地区５億４３８０万、仲南地区２６億３３５６万、満濃地区６３億９８８４万円で、３地区合計

９５億７６２０万円であります。しかしながら、住民の方が町内で消費する割合は、琴南地区１６．５％、仲南地区５１．９％、

満濃地区４５．６％であります。しかしながら仲南地区につきましては、西村ジョイ琴平店、満濃地区においてはマルナカ、マル

ヨシの大型店での買い物がございますので、数字が少し上がっております。しかしながら６０％弱が町外へ流出している現状であ

ります。本年度当初予算で、商店街活性化促進事業補助を計上いただき、それに伴って商工会の部会におきましても、３町商工会

の合併をにらんだ事業を検討、推進中であります。しかし、先に述べたように、大型店進出に対する地元業者はなすすべがないの

が現状であります。一方、今日まで町内一円で営業してきた商工業者は、町の発展に対する貢献度は大なるものがあると思われま

す。そこで、町内商工業者の育成を図る観点から、先進地も事例がありますけれども、行政としてさらなる支援策は考えられない

ものかお伺いをいたします。

 次に、町おこし事業について質問をいたします。合併をして早くも半年が経過をしようとしています。本年度については、各種

行事は旧３町独自の催しは従来どおりの行事として行われております。また、町内の融和を図る観点から、交流参加もされ、盛大

に開催をされておるところでございます。先ほど町長の町政の報告のとおりでございます。また残す半年間も、それが継続されて

いくところでありますが、地域の活性化のためにはイベントや伝統行事は継承していかなければなりません。しかしながら、合併

の原点に戻り、行財政改革を考慮する時、現状のまま継続する事業と検討の余地がある事業等があると思われます。旧琴南町はイ

ベント協会が現存しているようですけれど、旧満濃町につきましては、過去には町おこし実行委員会が組織をされていましたが、

現在は消滅をいたしております。旧仲南町につきましては、各公民館を拠点として活動がなされておるようでありますけども、旧

３町間の調整の機関がないのが現状です。そのようなことから、各イベントを検討する組織作りが必要かと思われますが、いかが

お考えかお伺いをいたします。また、実施しているイベントについて内容を充実するためにも、町民の意向調査をするのも一案か

と思います。そこで住民に合併後の日常生活に対するアンケートや、各種イベントに対する意向調査を実施するお考えはないもの

か、重ねてお伺いをいたします。さらに町おこしには自治会の活動も欠かすことはできません。本年度当初予算で、自治会活動助

成１，１００万が計上されています。ちなみに旧満濃町の平成１７年度当初予算では１７７万円でありました。交付基準に則り交

付ということでありますが、旧３町単位自治会数はさほど大きな差はございません。活動の地域間格差はあろうかと思われますが、

昨今の経済情勢では、各自治会活動や各種行事に手弁当でも参加をするという基本姿勢が、これからの町づくりには特に必要でな

かろうかと思われます。そのようなことから、次年度については広大な町ではありますが、まんのうは１つという観点から、多少
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大岡議員 

議   長 

町   長 

の傾斜配分はやむなしとし、平等な自治会助成が望まれると思いますが、ご所見をお伺いいたします。

 次に安全安心な町づくりについて質問をいたします。旧議会でも同様の質問をいたしましたが、住民の生命と財産を守る観点か

ら、再度質問をいたします。県においては、本年７月防災対策基本条例を制定し、防災意識の啓発に努められているところであり

ます。去る１日には防災の日ということで、県消防学校で総合防災訓練が実施されたところです。その後各地区で防災訓練がなさ

れています。どちらかといえば、一昨年までは災害の少ない県ではありました。本町におきましても一昨年１０月の台風、また昨

年７月の大雨と未曾有の災害に遭遇したところであります。さらに最近では他県ではありますが、クレーン線の送電線接触による

大停電、これと類似の事件は過去にも本県でも鉄塔倒壊による中讃地区の大停電がございます。このように何が発生するか分から

ない昨今、さらには予想される南海地震と不安材料は山積をいたしております。そのようなことを考慮する時、自分の身は自分で

守るという観点から、自主防災組織が行政の方から結成を呼びかけているところでございますが、組織率は思わしくないようです。

組織ができていないところでも大半は自治会組織が結成されておりますので、早期になんらかの訓練を自治会単位に呼びかけ実施

をし、そのような過程の中で自主防災組織を結成していくのも一案かと思います。また自主防災組織をすでに結成されている自治

会に対し、順次何らかの対応が必要かと思われますがどのようにお考えか。また先の施政方針の中にありました、町全域での防災

訓練の実施は困難が予想されますが、定期的な訓練は災害時の特効薬だと思いますが、訓練は今後どのようにされるのかお伺いを

いたします。次に災害の備えとして、先進地の三木町では従来の防災要請無線は屋外放送だけで、窓を閉めていると聞き取りづら

いというようなことから、防災要請無線受信用ラジオを希望者に個人負担をいただき、先月配布をしたようです。このラジオの特

徴は、電源は乾電池と家庭用電源で、AMFM 放送を聞くことができ、災害時には防災要請無線を自動受信し音声が流れ、照明ラ
ンプとしても使用可能というものです。購入申し込み４，５００台のところ、すでに４千台を少し上回った配布がされておるよう

です。またこれとは別に少し高価格にはなりますが、携帯電話が充電できる乾電池式ラジオも開発されているようです。施政方針

の中では、毛布、発電機を配備していくということでございましたが、費用対災害時の効果の観点から本町にとってはどのような

防災機器、用品が有効なのか、また充実についてもさらに検討する余地があると思われますが、いかがお考えがお伺いをいたしま

す。以上、本定例会で３項目ほど質問をいたします。

 町長 栗田隆義君。

 大岡議員さんのご質問にお答え申し上げます。まんのう町商工業者の育成について、また購買力の町外流失防止対策はというご

質問でございますが、今お話がありましたように平成１９年４月１日には琴南町商工会、仲南町商工会、満濃町商工会が合併して、

ひらがなのまんのう町商工会がスタートいたします。合併後のまんのう町におきましては高齢化が進行する中で、自動車に乗れな
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町   長 い高齢者対策として地域の高齢者が安心して来られるような店作りが必要かと思われます。福祉商業を進めるうえでも地域商業活

性化は必要不可欠であると思います。このような社会環境の変化の中、町行政の合併、商工会の合併に対応するために新町の小売

商工業の活性化を図る有力な手段として活用していただき、地域商業者の共同事業でもありますカード事業を推進してまいりたい

と考えております。また県内先進地等の事例も参考にしながら、商業力を高める調査研究をし、今後の指針としていきたいと考え

ております。また町内にもこんな素晴らしい店もあるということを行政、商工会、事業主が一体となって PRの方策を研究し、連
携を深めていきたいと考えております。

 質問の第２点目でございますが、町内の各種イベントに対するご質問と受け止めてお答えさせていただきます。今年度は合併

協議会の取り決めに基づいて、旧３町時代のイベントをそのまま継承して開催をいたしております。まちづくり政策課から行事の

主催先へ諸団体ごとに声を掛け合ってお互いに招待しあうことを推奨してまいりました。本年は役員が顔見知りになり相互に見聞

しあうことを目標にいたしております。それぞれの行事は、長年の蓄積を反映した円滑な運営がなされており、安定した人々の集

まりをみせております。各々が各固有を発揮したかけがえのない持ち味があり、長短併せ持つものの取捨選択や統廃合を行う判断

基準の設定が困難であるのが実情であります。その一方で旧町時代からの合併を期待して新たな企画により、新町の誕生を演出す

べきとの声も大きなものがございます。概ね夏の行事を終えた今の段階で来年に向けて次のように対応する準備をいたしておりま

す。一番目に、県内の行事の実態調査を行います。２つ目、主催者側の反省や提言を集約いたします。３つ目、参加団体の意見を

集約いたします。以上３点を踏まえて検討委員会を開催する予定でございます。以上申し上げました手法により意向を集約し複数

案を作り上げて、徐々に具体案を絞り込む手順にいたしたいと思います。原価の財政事情にも配慮するとともに運営を担う方々の

負担や町全体としての日程も視界に入れてと思っております。アンケート意向調査は、配布から集計までが煩雑で時間がかなりか

かると思います。回答率も懸念されますことから、来年度に開催するそれぞれの主催会場での回答を求める方法をとってまいりた

いと考えております。議会議員の皆様方には、まず運営を担う方々の意向を尊重した検討を行い、それを参加者がどう評価するの

か点検する対応にさせていただきたいと思っております。議会の皆様方には今しばらくこのような具体案を作成する段階をお見守

りくださいますようお願いを申し上げます。自治会の助成金の交付についてお答えを申し上げます。自治会の活動助成金は２種類

を交付することとなっております。１つは地区連合自治会運営補助金で、地区連合自治会に対し交付するものであります。琴南地

区で９、満濃地区で５、仲南地区で１７に分けて総額３８万１千円を７月末に交付済みでございます。均等割５千円に加えて、基

礎となる１自治会あたり１千円を基準に算定しています。これは合併協議に基づくものであり、根拠となる要綱は例規集に記載の

とおりでございます。もう１つは自治会運営補助金で、自治会単位に交付するものであり、これは旧町間に大きな差異があるため
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町   長 

議   長 

大岡議員 

に合併協議が整わず、新町で調整することになっておりました。その交付基準の統一は段階的に行い、今年度から調整を行い、３

年目となる平成２０年度には、全町統一した基準で交付する方向性を持っており、調整に努めております。３年目の統一基準は１

戸あたりの交付基準を設けます。そして次のような補正を盛り込んでまいります。まず小規模自治体の補正として１戸あたりいく

ばくかを上乗せします。ついで辺地地域補正として１戸ごとの上乗せを行います。さらに中山間地域補正として１戸ごとの上乗せ

を行います。これらは人家が拡散していたり、傾斜地で地域活動に経費がかかることに配慮したもので、国の地域指定を活用する

ことにより、明確な対応が可能となります。今年度の活動補助金は以上の２種類の交付であり、追って自治会組織が確立した時点

で活動実績を反映させる補正措置の検討も視野に入れております。なお自治会設立補助金は１箇所で、杉の上ウッドネスまんのう

自治会に交付しております。さらに自治会集会場整備補助金は中村自治会へ近々交付の予定となっております。自治会への活動助

成金の交付は地域社会の維持発展のために相互扶助を日常的に行い、災害時には機能的に活動できるように人々の絆を育むように

配慮して行うものであります。議員各位には地域の足腰としての自治会の育成にご理解を賜り、地域を振興する視点からご支援く

ださいますようお願いを申し上げます。

次に３番目に安全安心の町づくりについてであります。防災訓練の実施につきましては、全町民を対象にした訓練は、今年度で

の計画は考えておりません。ただ来年度に向けて検討をしております。内容は未定でございます。未定でございますが、町内全域

でなくできれば人口密集地を対象に自治会長さんとも相談しながら訓練を実施したいと考えております。また個別で自治会とも協

議し、訓練が実施できるものについてはその都度対応してまいりたいと考えております。また消防団では、各地区に分かれて訓練

を行っていく予定でございます。防災機器の充実につきましては、人口の約１割を対象にして毎年度充実を図ってまいりたいと考

えております。今年度は保存飲料水１人５００ｍｌを３本として２００本分を、毛布を２００枚分、応急セットを１２セット購入

予定であり、１０月中にも各支所にも配分完了で進めております。また投光機と発電機９機を県へ申請しており、年度内に設置予

定でございます。予算的には小額でありますが、毎年予算を計上し、順次備蓄を進めていく所存でございますでどうぞよろしくお

願いいたします。

大岡 克三君。

まちおこし事業についてですけども、検討委員会ということで質問いたしたんですけども、県内の実績を調査したり、反省、参

加団体等の意見を聞きながらということで検討委員会を前向きに検討されるということの答弁でございました。私は旧３町のイベ

ント全体を周知しているわけではないのですが、イベントは地域の活性化に大いに貢献しておると思われます。しかしイベントに

よっては旧３地区を順次ローテーションしてできるイベントがあるのではないかなとも思っております。また旧３町の方が新しい
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大岡議員 

議   長 

町   長 

議   長 

大西豊 議

員 

スタートの時点から取り組めるようなそういった内容のものも検討すべきであり、ぜひとも検討委員会を立ち上げていただきたい

と思うわけですが、琴南町のほうでイベント協会が現存してると聞いておりますので、それを拡大したような形の検討委員会も一

案でないかなと思っております。それと質問の中で合併して住民のアンケートということで、半年しか経過はしておりませんけれ

ども、やはり将来の町おこしについてはそういった合併についての住民のアンケート調査というのも今後必要かと思われますの

で、再度お伺いをいたします。

それと安全安心なまちづくりについてですけれども、防災用品は先ほど町長さんが述べられましたように順次配備をしていくと

いうことでございますので了解したわけでありますけれど、本町は旧仲南、満濃はオフトーク放送がされております。琴南地区に

ついては防災行政無線が各地区に配備をされております。先ほどの三木町は屋外放送だけでありますけれども、しかしながら満濃

はオフトーク放送が８年ほどの経過のようであります。仲南、琴南は配備して１４年ほど経過をいたしております。今の放送自体

も均一でなく、料金も均一でないようであります。そのようなことから、三木町の防災行政無線ラジオが一番いいというのではな

いんですけれども、そのようなことから防災上の観点からそういった防災の機器も整備がこの際必要でないかと思われますので再

度質問をいたします。

町長 栗田隆義君。

大岡議員さんの再質問にお答えをいたします。各地区で行われておりますイベントでありますが、それぞれの町で開催されたと

いうことでありますが、先ほどもお話をさせていただいたような３点の観点から検討委員会を立ち上げて、そしてその中でイベン

ト協会的な中心的な組織もまた作ってまいり、全町的に行えるような行事も今後考えてまいりたいとこのように思っております。

それとご指摘がございました町内の情報通信網でございますが、お話がありましたように仲南と満濃はオフトーク、また琴南に

おきましては防災行政無線ということでそれぞれの形があるわけですが、これにつきましてもオフトークにつきましても、相当設

備機器が古いものであると聞いておりますので、早い段階でまんのう町全域の情報網についても検討をしていきたいとこのように

思っております。

引き続き一般質問の通告がありますのでありますので、これを許可いたします。

１７番 大西 豊君。

ただいま発言の許可をいただきましたので通告に従いまして一般質問をいたします。

まず１番目に町税等の未収金及び不能欠損額について、２番目 規則にない支出金（各種団体に対しての助成金）について、

３番目 町有財産（施設等）の適正な管理運営についてを質問いたします。
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大西豊 議

員 

議   長 

町   長 

まず１番目、町税等の未収金及び不能欠損額について、平成１６年度の町税未収金は２億３７３２万７３７０円、平成１６年度

町税不能欠損額は１８２８万６７５４円と増加していますが、平成１７年度の町税未収金及び町税不能欠損額はどのような金額に

なっているのでしょか。また、それに対する改善計画をもっているのでしょうか。詳細なご答弁をお願いいたします。

２番目 規則にない支出金（各種団体に対しての助成金）について、６月定例議会において予算計上されておりました職員会へ

の助成金３００万円は予算執行されているのでしょうか。執行されているのであれば金額及び支出先について報告をお願いしま

す。また平成１７年度において職員会への助成金の支払い総額、支払先、支払い内容について具体的に答弁をお願いいたします。

３番目 町有財産（施設等）の適正な管理運営について。１番目として、町の一部の施設において指定管理者制度を導入して、

町と指定管理者（有限会社仲南振興公社）、町と指定管理者（財団法人ことなみ振興公社）と協定書を結び事業展開しているが、

協定書及び関連する法などを忠実に順守され、指定管理者制度の趣旨に沿ったより効率的な事業展開ができているのでしょうか。

問題点はないのでしょうか。２番目、町には公用車を１３４台保有しています。そして、この中には住民福祉のためのマイクロバ

ス、通学バス、乗合バス、ワゴン車などがありますが、それぞれの利用状況はどのようになっているのでしょうか。

以上、具体的にご答弁をお願いいたします。

町長 栗田隆義君。

大西議員の質問にお答えをいたします。まず最初に、町税等の未収金及び不能欠損額についてでございます。平成１６年度の町

税の未収入額については２億１５４９万９２９８円で、不能欠損額については７２０万６１３４円であります。徴収対策として滞

納額の増加を防ぐために平成１７年度から現年度課税分の未納者に対しても文書による催告状を出し、納税相談や年度内納付をし

てもらうようにして、新たな滞納者を出さないように努めております。また過年度の滞納者につきましても催告状を出し、税務課

職員により集中的に隣戸徴収を行い、管理徴収係が年間を通じて徴収にあたっております。それでも未納がある場合は中讃広域行

政事務組合の租税債権管理機構に移管し、不動産、預貯金、給与、生命保険等の差し押さえを執行しております。また平成１７年

度から香川県滞納整理機構が設置されており、県職員が併任して高額の個人町民県民税滞納者に対し、滞納整理事務に従事してお

ります。税負担の公平さからも、常に収納状況を管理し、中讃広域、県と連携を図り、収納率の向上に一層努力してまいる所存で

ございます。

２番目に、規則にない支出金についてでございます。まず各種団体に対する補助金、助成金につきましては、補助金規定や補助

金交付要綱により支出行為を行っております。旧町時代には策定されずに慣行に従い支出していた部分もございます。例えば愛育

会、婦人会など、これらは順次洗出し等行い、要綱等の整理をしております。新町条例では、まんのう町基準により補助金交付規
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町   長 則により根拠付けを行っております。職員に対する助成金でありますが、地方公務員法第８節 福祉及び利益の保護 第 1款 厚
生福利制度の４2条におきまして、町として職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項を定め実施しなければならない、と規
定されております。これにより職員の福利増進と服務能率の向上を資するため実施をいたしております。平成１７年度では、旧ま

んのう町では職員会へ２５０万円を、旧琴南町では琴南町親睦会へ７０万を、旧仲南町では１７年度は支出いたしておりません。

１６年度では６２万４千円を職員親睦会へ支出いたしております。職員の福利増進と服務能率の向上のための内容といたしまして

は、旧満濃町では職員の研修旅行、スポーツ大会の費用として、旧琴南町では職員親睦としてそれぞれ使われております。平成１

８年度では予算額３００万円を計上いたしておりますが、支出はいたしておりません。これは、３町職員が２６０名となり、組織

体制や目的達成のための準備ができておらず、早急にこれらを確立し、福利増進と服務能率向上のために支出いたしたいと考えて

おります。

次、大きな３番でございます。町有財産の適正な管理運営についてのご質問でございます。町の設置した公の施設を指定管理者

に運営させていることの問題点について答弁させていただきます。地方自治法に基づく指定管理者の仕組みは、次の政策目的のた

めに制度設計されました。一番に地方公共団体の効率を上げる。２番、民間に公のビジネスへの参入機会を与える。３番、住民へ

の説明責任を果たせるように公平で透明なものにする。４番、創意工夫を凝らし、住民へのサービスを向上させる。そして地方分

権の時代を反映して法は基本に留めて、地域の実情に合うように地方公共団体が資金を定めるという方針から政府は政令で細かく

規定せず、条例のお手本も提示しませんでした。仕組みは町村や都道府県ごとに違ってよいとの主旨でございました。指定管理者

による運営はより効率的で水準の高いサービスを提供できるかどうかが判断基準です。誰がどういう方法で運営するのが住民のた

めになるかというのが基準です。直営の方がいい場合もあるし、どの程度を外部に委ねるか、その選定は地方公共団体自身が主体

的に決められるのであります。民間企業である必要はないし、自由公募にしなければならない理由もありません。そして指定管理

者となった法人には全くまかせっきりにするのではなくて、条例が定める設置目的を達成しているか、議決された指定条件を守っ

ているか、協定書に沿った運営ができているかどうかを常に点検していかなければなりません。収支採算性も無視できないことで

すが、直営であろうと指定管理者であろうが公益を満たす施設経営であるか事業内容であるかが問われております。指定管理者の

仕組みは出資法人、公の施設、そして財政制度が複雑に絡みますので、簡単に説明しきれない恨みは残りますが、本町の指定管理

者の制度は法令上全く問題がございません。それに沿った運用を行っております。本町では４半期ごとに公社役員から報告を受け

て、関係課が連携して協議を行っています。最も重要視すべきは来場者の意見であり、それを汲み上げる対応ができているかどう

かでございます。指定管理者である公社との意見交換は、具体的な課題について定期的に議論をしております。また差し迫った課
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題として町内４つの温浴施設の地域社会への貢献度合いの運営効率について点検を行い、今後の方向性について行政評価の手法を

行っております。よりよい施設経営ができるよう議員各位皆様方にはお気づきの点があればご忌憚のないご意見をお伝えくださる

ようお願いを申し上げます。ただし、本町の指定管理者の仕組みは旧町の３つの制度が並存しています。これを１つに統一するこ

とは最も急ぐべき課題でございます。町内関係者が制度理解を深めながら主旨の協議を進めておりますので、関係課の意見調整が

整うまで議員各位には今しばらくお待ちくださりますようお願いを申しあげます。

３番の２つ目でございます。公用車の利用状況についてのご質問でございますが、まんのう町の公用車はご指摘のように多数保

有しております。当初１３４台で現在２台廃車し、１３２台ございます。これにはバイク等も含んでおります。内訳は、消防自動

車３０台、教育委員会での学校関係で１０台、バキューム車、霊柩車など環境衛生関係が２５台、建設現場でのダンプ、タイヤシ

ョベルなど４台、本町職員利用車両３１台、仲南琴南支所に１４台、水道課で６台、その他で身障者運搬車、オートバイやかりん

温泉のマイクロバス、各支所においてマイクロバス、大型バス等がございます。事故のことも考え、職員の利用する公用車はもち

ろん町外出張はもちろん、現場、町内利用もすべて公用車を利用するように指示をいたしております。また当初は各課に配置して

おりましたが、現在は１階２階で利用できる体制といたしております。続きましてマイクロバスの利用状況でありますが、まず旧

満濃町のマイクロバスでありますが、かりん温泉の送迎用といたしまして毎週火水木運行しております。昨年までは金曜日に１日

人間ドックの送迎にも利用しておりましたが、これは現在は病院側が送迎を行ってくれるためにしておりません。次に琴南支所管

理では、８月３１日現在でふるさと交流バスは、４月から以降でありますが４７回運行しております。これは月平均９．４回であ

ります。ワゴン車は琴南小学校の低学年児童の送迎として８１回、保育所通園バスは９７回運行いたしております。次に仲南支所

管理ではマイクロバス３４回、ふれあいバス、これは旧の仲南町巡回バスでありますが、延べ２１０便、福祉バス、これは温泉へ

の送迎バスでございますが１７４回の運行状況でございます。仲南小学校への通学バスの利用状況は塩入線３７名、山脇線３６名、

佐文線５０名、計１２３名。まんのう中学校利用者は１８名の利用状況でございます。

大西 豊君。

再質問を行います。ただいま町長の方から詳しく答弁がありましたけど、再度質問をいたします。答弁は、旧満濃町時代と同様

な模範解答のような答弁でありましたが、新生まんのう町となったわけでありますから、１歩前進した改善策を考慮すべきではな

いでしょうか。また財政面から見ましても、県下８市９町の中で一番財政力が弱い町であります。昔よく言われていた三割自治に

逆戻りの財政力状態であり、特効薬がない状況であります。この現状の中で住民の声を町政に反映させるのが議会であり、そのた

めの一般質問でありますので、真摯に受け止めていただきご答弁をお願いいたします。まず１番目の、よく耳にすることでありま
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すが、それは「３ナンバーの高級車両を乗り回しながら税金や公共料金を未納している人がいるけどどうなっているのだ。」とい

うことであります。このようなことは事実なのでありましょうか。そして大口の町税、水道料金の未納者の件数及び金額について

の税務課長、水道課長よりより詳しくご答弁をお願いいたします。

次に規則にない支出金、各種団体に対しての助成金について。今町長の方から大まかにお話がありましたが、再度質問をいたし

ます。平成１６年度、１７年度、町長が申し上げてくれましたが平成１６年度の県下の助成金を見てみますと、まず三豊市、１６

年度の決算を見てみますと助成金を出してない町は山本町、三野町、豊中町、詫間町、仁尾町の５つの町と多度津町、宇多津町、

牟礼町、池田町であります。一方、職員数から検討してみますと、県下の職員数の平均は、人口１万人あたり１１０人であります

が、まんのう町は正規職員が２６０名、臨時職員が８３名であり、正規職員数だけ見ても県平均より４０名以上多いことが分かり

ます。こういう状況の中で、４月のまんのう町の選挙での争点は、大きく言って行財政改革の中での箱物と職員数であり、これを

公約として掲げ、栗田町長が誕生したわけでありますから、歳出には最大限の注意を払い、助成金の総点検を行い、改革すべきで

はないでしょうか。この件につきましては再度、町長にご答弁をお願いいたします。

次に町有財産の適正な管理運営について。議会、住民に対して、法や規則等に従って、まずはきちんと情報公開をし、問題点を

共有することが大事であり、またこのことが改革の近道であると信じるところであります。まず問題点として挙げますと、財団法

人ことなみ振興公社の職員の人件費等の書類が議会報告に詳しく盛り込まれていないこと、そして公社の職員に対して、職員給与

と役員報酬の２重払いされていることであります。この法人の主旨及び第３章 役員 第１８条を見ても、報酬は無給とすること

としております。また決算書から見ても、町の委託料１０３万３千円、助成金１３２２万５千円の補助を受けているにも関わらず、

１２４７万円の損金があること。そして平成１７年度の予算を見ると、委託料１５００万円ほどの助成を見込んでいますが、予算

書のとおり黒字となるのか、具体的にご答弁をお願いします。次に、有限会社仲南振興公社の協定書並びに覚書について。監査に

ついては、町の監査の対象となっているにも関わらず監査報告がありません。どのようになっているのでしょうか。また仲南特産

品センターの使用料規定なしは、問題はありませんか。例えばこれと同様の施設である JAの夢ハウスでは、年間２億５千万円前
後の売上げを挙げ、手数料として１５％を取り収益を上げ効率的な運営をしています。しかるに仲南特産品センターの使用料規定

なしという状況では、指定管理者制度を導入し、有限会社仲南振興公社に委託した目的が達成されておりません。ですからノウハ

ウを持った JAなどの成功例を参考に、指定管理者を決定すべきではないでしょうか。このように質問することは、旧満濃町時代
の第３セクターの失敗を教訓に、まんのう町の将来を考え真剣に取り組んでほしいと願い、一般質問を行うものであります。担当

課長に答弁をお願いします。
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２番目、町の公用車等について質問いたします。まず、香川県下では７８万台の車両を、またまんのう町では１７，４６５台の

車両と２４０７台のオートバイ、そして福祉セニアカーなどをプラスすると相当な数となります。県下８市９町の中でまんのう町

が一番の保有台数となっております。こういう状況で１世帯あたり３台の保有車両があり、数字的には住民の足が賄えるが、住民

の声として巡回バスや乗り合いタクシーの要望があるのは事実でありますし、私も必要性は認識しております。きめ細かな住民の

意向調査を行い、過去の巡回バス等の失敗を反省し、より費用対効果の上がる効率的な取り組みをすべきではないのでしょうか。

担当課長に答弁をお願いします。以上、再質問をおわります。

町長 栗田隆義君。

大西議員の再質問にお答えをいたします。行財政改革の観点からみての状況でございますが、出るを制して入るを図るというこ

とでございますので、今後一層各補助金、助成金等につきましても厳正に審査をして、今後の金額を決めてまいり、できる限りの

行財政改革に取り組んでいく決意でございますのでどうぞよろしくお願いいたします。

税務課長 吉原孝一君。

大西議員さんの再質問でございますが、ご質問のような支払い能力といいますか納税能力がありながら滞納者には厳正に差し押

さえを執行して納税の公平に努めていきたいと思っております。

水道課長 和泉仁志君。

大西議員さんの質問に分かる範囲でお答えさせていただいたらと思っております。実は合併をいたしまして、まんのう町水道課

と申しますのは上水道会計並びに簡易水道事業が３箇所ございますけれど、それで平成１７年度の上水道の徴収料並びに未収金を

精査いたしますと、収納率が８９．５％となってございます。これにつきましては３月１９日合併をいたしておりまして、３月１

日調定の部分が入ってございます。そういうことで３月２７日の収納日が翌年度とこういうことになってございますので、収納率

が下がってございます。なお同じ条件で炭所簡易水道についてもそういったことが発生してございまして、８０．６％の収納率と

なってございます。それから仲南の簡易水道でございますが、これが収納率９８．８％でございます。琴南の灌水これが９７．８％

でございます。以上が収納の状況でございまして、本年度、後で認定をいただきます決算書の方においてですね、不能欠損処分と

いうものが出てまいろうかと思いますけれども、その部分について不能欠損処理を１４２万５６６０円を不能欠損処分とさせてい

ただいております。なお未納の大口需要家といいますか、その件数でございますが、実は大口件数自体は調査してございません。

ただ１０年度と全体の件数としまして、上水道で４０９件ほどございます。まだ未納になってございますのが５５９万１６７６円

というふうになってございます。簡易水道が８６６件、それから金額が５３０万８０５０円となってございます。水道におきまし
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て合併時、今までの滞納を食い止めようということで、規則に基づきまして通告を行い、停止処分を行っていく、そういうような

取り扱いも今後行ってまいりたいと思っております。そういうことで今後収納率を上げていきたいと思っております。よろしくお

願いします。

企画情報課 齋部正典君。

大西議員さんのご質問にお答えいたします。ことなみ振興公社の件、仲南振興公社の件ございますが、まずことなみ振興公社。

この報告、６月議会で報告させていただきました決算の中に、人件費等が十分分からないということでのご質問だったかと思う

んですけど、これに私どもの方でご提出をさせていただきましたのは、総括表といたしまして収支の報告書すべて出させていただ

いております。その中の事業費の中に人件費等が含まれておりますので、それはご質問いただければご説明をいたす所存でござい

ました。続きまして委託料、ことなみ振興公社の中での委託料が発生しているという件についてでございますが、これはことなみ

振興公社の中に現在、エピアみかど、美霞洞温泉、大川山キャンプ場、それと健康ふれあいの里、いきいき館を振興公社が管理、

運営をいたしておるわけでございますが、その中の大川山キャンプ場とふれあいの里、いきいき館、これは非生産部門でございま

す。直営で町が経営したとしても、草刈とかその他の維持管理等で必然的に費用が発生するものでございます。これを振興公社の

企業努力によりまして、少しでも税金を使わない効率の良い管理をしていただくということで、振興公社に依頼をかけております。

その部分に関しましての委託料ということでございます。それと、役員報酬が出ているという話でございますが、これは使用人兼

務役員という形での対応、取り扱いということになっておりまして、使用人にも給料は払いますし役員にも払うことは可能でござ

います。続きまして仲南振興公社、監査ができていない、仲南特産品センターにおける収益、町に入る収益、使用料等がゼロとい

うことになっておるのはどういうことかというご質問だと思いますので、この件につきましてはまちづくり政策課の方からお答え

をさせていただきたいと思います。最後に循環バスのことにご質問があったと思います。循環バスにつきましては現在、私どもの

方で、交通網の策定をやっております。また委員会の方でも議会の方でも委員会が立ち上がっておりまして、交通網の策定委員会

ですか、私どもの方といたしましては、近隣の市町、また情報を集約に行きまして、皆さんにお示しできる資料を揃えましてから

またいろんな効率の良いバス事業、また住民の足となるものを構築していくかということを考えていきたいと思いますので、また

よろしくお願いしたらと思います。失礼します。

まちづくり政策課長 竹林昌秀君。

仲南振興公社の監査ができていないということについてお答えいたします。監査委員さんには提出させていただいております。

監査委員さんの判断は、これは会社の監査がやっていることであって、監査の対象にしないと、こんなお話しを伺ったことがござ
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います。監査委員さんの判断による対応とご理解ください。それから特産品センターの使用料うんぬんという話ですが、使用料は

地方自治法上は公共施設の利用料金でございます。条例で入場料がいくらと定めるものが使用料であります。議員さんがご質問の

使用料というのは、不動産の賃貸料に相当するものと思われます。不動産の賃貸料は民法商法上の言葉でございます。指定管理の

場合は本来的には町が設立し、町の責任において町の経費において運用する、これが公の施設であります。そしてたまたま道の駅

とか温泉の施設は、収益が上がる事業を行っております。ほぼ商行為と同じようなものでございますけれど、その公共の施設にお

いて行う産直市であったり、温浴施設といいますのは、あくまでも公益性を果たすものであり、収益を目指すものではないという

ことであります。当然、町の経費負担を軽くし、運営効率を上げ、収支均衡を目指すべきものでありますが、そのようなものとご

理解いただきたいと思います。指定管理という制度でありますが、これは町が行うべき運営を法人または団体に行わせるという行

政処分であります。議会の同意を得て行った命令であります。従って民法商法上の賃貸契約とは法的性格を異にするものでありま

す。世にたくさんある指定管理の制度は、地方公共団体が指定管理料を払って民間に運営を任せる、その指定管理料が民間に払う

よりも安い場合に効率がいいとされる、このような性格のものであります。特産品センター、道の駅交流センターなどは公の施設

で行う商行為に類する事業によって町費負担を行わないですんでいる極めて例外的な運用形態であります。よって特産品センタ

ー、道の駅交流センターから賃貸料に相当する料金を受け取らないことは至極当然のこととご理解いただけるかと思います。細か

な法制度の仕組みは、本会議で論議するには馴染まないかと思います。大西議員さんには細かな説明はまた別途させていただけれ

ば、ご納得いくまで説明させていただきたいと思います。よろしくお願い申し上げます。

大西 豊君。

最後の質問をいたします。ただ今までの質問に答弁漏れもあったように思います。もし各課長で心当たりがありましたら私はも

う答弁最後になりますので、議会は言論の府でありますのでよろしくお願い申し上げます。さきほど水道課長のほうからパーセン

トが悪いことについてのご説明がありました。しかしながら琴南仲南地区に比べて満濃の上水道会計、炭所簡易水道の未収金が多

いのは事実であります。やはりこのようなことはきちんとしていかなければいけないと思いますので、私が一般質問前にもらって

いた資料では８０％台で、本当に悪い数字があって答弁をお願いしたわけでございますが、そういう中で私からの提言を申し上げ

ます。例えば県及び高松市が取り組んでいることなど参考にすべきでないかと思います。事業は各課にまたがって行っているので、

町全体の課題として全課の管理職や支所と連携して取り組み、納税率アップに努力すべきであって、また合併前の資料を見ますと

不能欠損処理が多額であります。また個別の地区を見ましても全体に見ると減っとるんですが、反対に増えとる地域もあります。

また未収金が多く、これは再度質問したいんですが、地区によっては８０％台の徴収率となっております。それは何か原因がある
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と思いますので、どういうものであるか報告いただきたいと思います。それと現行の５年毎の不能欠損処理をするのはいかがなも

のでしょうか。また町発注の業者に対して毎年資格審査を行うことなども検討課題ではないでしょうか。あわせてご答弁をお願い

いたします。

次に、まんのう町の財政事情を振り返ってみますと、基金の残高は毎年減少し、数年前に比べ１３億６千万円と取り潰し半減し

ていることも事実でありますし、一般公債残高についても９５億円と１８年度予算額以上に膨れ上がっていること、また地方交付

税も昨年度より１億円も減額となっており、今まで以上に財政のより効率的な運営が望まれるので、合併協議会での決定事項につ

いても見直し、歳出カットが必要ではないかと思いますが、この件についても町長に答弁をお願いいたします。

３番目ですが、財団法人ことなみ振興公社、有限会社仲南振興公社の統廃合を早急に行い、土地開発公社のように一本化し、役

員数合わせて２０人体制も半減し、効率的な運営を行うべきでありますが、先ほども答弁がありましたが、再度答弁をお願いしま

す。

次に公用車等についてでございます。この件につきましては、今までの教訓に事前に利用者数を把握して予約制などを導入し、

また福祉バスなどを効率よく活用するべきだと考えますがいかがでしょうか。そして、公用車に関しても先ほど答弁がありました

が、本当に公用車が１３４台必要なのでしょうか。次々と車両を増やし続け、平成１８年３月合併前後に新車を購入したようであ

りますが、何台購入し、何に使用しているのか担当課長にご答弁をお願い申し上げます。以上です。

水道課長 和泉仁志君。

再度の質問でございますので、先ほどの収納率８０％となってございます地区の具体的な説明をさせていただいたらと思いま

す。この地区につきましては炭所地区簡易水道となってございます。炭所地区簡易水道は、合併以前は２ヶ月検針を行っておりま

した。２月に検針した部分を３月の１日に調定をあげてございます。ただしそれの収納日が３月２７日と決めてございます。そう

いったことによりまして、２７５万円ほどの収入金が翌年度の決算に回ると、こういった会計処理をしておった関係で８０％とな

ってございます。その２５７万円を差し引きますと、２０数万円という未収金になりますことから、ちょっと計算はしてございま

せんけれども９６から９７％の収納率になってくるんではないかと思ってございます。ですから平均的には炭所簡易水道におきま

しては１４年１５年１６年をちょっと調べておりますが、平均して現年収納率といたしましては９６％から９７％といった数字に

なってございます。いずれにいたしても集能率アップに努めますのでよろしくお願いいたしたいと思います。

町長 栗田隆義君。

大西議員さんの質問にお答えをいたします。本町としては厳しい財政事情の中で行財政改革に取り組んでおるところでございま
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すので、合併協議会で決められましたことは尊重はしていきますが、改めるところは改め、見直すところは見直していきたいと思

っておりますので。また公用車につきましても改めて再度洗い直しをして、できる限りの所有台数の減に努めてまいりたいと考え

ております。また指定管理者に行っております第３セクター、仲南、琴南、そして満濃にもグリーンパークまんのうがございます

が、この３つの第３セクターも統一につきましては、今それぞれの成り立ちがあります。また形態もそれぞれ違っておりますので、

将来的には１本化にしていきたいというふうに考えておりますが、今しばらく時間がかかるのでないかというふうに考えておりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

税務課長 吉原孝一君。

大西議員さんのご質問でございますが、県下管理職の取り組みを行われておるということでございますが、本町におきましては、

今、徴収につきまして差し押さえ等により効果が上がっておるということもありますし、県の今、滞納整理機構、これが今設置し

たばかりでございまして、もう少し様子を見て考えていきたいと思っております。それから、地区によって８０％ということでご

ざいますが、これは個人の破産がありまして、法的に措置をして差し押さえ等、長期間の差し押さえ等がありましてずっと続いて

おりますので、それで収納率全体がちょっと下がっておるということでございます。それと不能欠損でございますが、法の第１５

条の７地方税法です、１５条の７、それから１８条によって行っております。最終的に行方不明、死亡者、自己破産等、やむを得

ず最終処理を行っております。安易にすることないようこれからもしていきたいと思っております。

総務課長 栗田義郎君。

大西議員さんの公用車の台数のご質問でありますけれど、合併当事１３４台ございました。今ここに明確に何月何日に何台何を

買ったかというのは、今確実に答弁できません。ただ旧の満濃町では軽を１台購入して事業課の方で今、使用をしております。

大西 豊君。

議長にもお願いしたわけですが、今時間も残っておりますし、答弁漏れがありますので、許可をいただきたいと思います。

その件については３回おわっとんでないですか。

今、議長に許可をもらいよるわけです。答弁漏れがあるので、再度質問させていただきたいいうことで許可を求めております。

３回になっとるからもう、あの。

議場の時計で１１時１０分でございます。１０分間の休憩をいたしたいと思います。         休憩 １１時１０分

休憩を戻して会議を再開いたします。引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可いたします。再開 １１時２０分
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失礼いたします。議席番号２番 小亀重喜です。発言の許可をいただきまして、通告書のとおり一般質問を行わせていただきま

す。どうか誠意あるご回答のほどよろしくお願いいたします。

過日の６月定例会以降、ようやく新町まんのう町が稼動し始めたわけでございますが、この地方においても社会情勢の変化はま

すますスピードを増しております。町長はじめ執行部の皆様の奮闘に敬意を表しつつ、合併初年度という錯綜した中でも、一刻も

早く整合性を整え、併せて住民ニーズを汲み上げ、次世代に対応できる先行施策の確立が急がれているものと感じております。今

回の私の質問は２点。日頃の議員活動の中で町政に関して、町民の皆様から様々な疑問や要望を投げかけられているわけですござ

いますが、緊急度が高く町民の生活への影響が大きいと考えられる課題に絞り込んでまいったつもりです。まず１点は、６月定例

会の質問に対するご答弁に対する進捗情況及び関連事項。もう１点はまんのう町の土地利用計画、この２点について質問させてい

ただきます。 

最初の質問、６月定例会の質問に対するご答弁に対する進捗情況及び関連事項についてお伺いします。６月定例会において当方

から、地域コミュニティの支援の具体的内容とは、とお尋ねした際、執行部、町長からは自治会と関わる基本原則を打ち立てるた

め、町内全域の意向を集約することに専念しているとのご回答を得ました。合併から早や半年が経過しました。この間どのように

各地域の意見を汲み上げ、集約してこられたのか意向集約の現況をお聞かせください。また意向集約は町政に反映すべきためのも

のであるはずです。集約した結果を町政改善へどのように繋げていくおつもりか、ご回答ください。 

次に執拗な質問にはなりますが、公式ホームページについての質問です。６月の定例会以降、真っ白だった暮らしのカレンダー

にはたくさんの行事が掲載されるようになり、また申請書の内容もダウンロードできるよう整備され、特に町内の若年層の皆さん

からは便利になったと好意的な意見を耳にすることが多くなりました。質問者としてたいへんうれしく感じておりますが、さらに

力をいれ改良改善に努めていただきたく感じております。前回の質問でも力説したつもりだったのですが、ホームページの生命線

は情報の更新と情報の蓄積につきます。再度強く求めたいのが「Q＆A」のページです。前回のご答弁では、ホームページを通じ、

５８件の質問要望が寄せられているとお聞きしましたが、現在掲げられた「Q＆A」は、当初のまま 8項目となっています。住民か

らよく寄せられる質問が、8つだけ、ということは、まずありえないと考えます。各課の担当者が住民の皆様から日々さまざまな

質問を受けていると思われますが、確かに個別的な質問もあるでしょうし、ケースバイケースということも十分に理解できます。

しかし町民お一人から質問があるということは、その何倍もの方々が同様の疑問を感じているとお考えいただきたく存じます。ま

た個別的な質問を契機に、課内・関係課が協議し、共通解として昇華し、回答していくプロセスそのものに、大きな意義があるこ
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小亀議員 とはご理解いただけるはずです。住民の要望に応える重要なツールとしてホームページを捉え、情報をどのように蓄積し発信して

いくか、今一度、打開策をお聞かせください。また情報ネットワークに関連した質問として、業務管理システムについても触れた

いと思います。今、庁舎内のどの課を訪ねても、デスク上のパソコン画面にスケジュール表が表れている光景をよく目にします。

各職員が自分のスケジュールをインプットすれば、該当職員と連絡が取れずとも、他の職員がスケジュールを把握できるという優

れた管理システムとお見受けいたします。ただ危惧しますのは、各人がインプットした用件、公的業務がどれだけ重要な用件なの

か、またその用件に費やす適正な時間とは、成果は明確なのか、そのあたりのマネージメント性が加味されなければ、「この日は

別件が入っているので無理です」といった最悪の“業務の拒絶/ブロックシステム”に変わり果ててしまいます。私自身、業務管

理制度の全体像を掴みきれてはおりませんし、先進のシステムに異論を唱えるつもりはありませんが、現在欠落していると思われ

る、業務評価、事前評価、事後評価等のマネージメント機能をどのように備え稼動させていくおつもりか、お考えをお聞かせくだ

さい。 

 ６月定例会のご答弁に対する進捗及び関連質問は以上とさせていただき、これより新たな質問「まんのう町の土地利用計画」に

ついてお伺いします。長尾地区の産廃中間処理施設、アミューズメント施設跡地への養鶏場、建設会社及び関係者が所有していた

残土処分地、グランドの転用など、まんのう町内で倒産、廃業となった企業の遊休地を対象とした周辺住環境に馴染まない施設、

いわゆる迷惑施設の立地についての問題が町政を揺るがしていることは論議を待ちません。またたとえ現在の各事案に対し、調整

を終えることができても、今後高い確率で同種同様の問題が発生することが予測されると考えます。ただ当町から迷惑施設を一律

的に排除するための方策へと傾注することは、決して適切とは言えません。豊かな緑、のどかな田園都市を標榜する当町において、

里山の森林や田畑の保全、住環境を維持することが必要とされる一方で、社会経済状況の変化により、産廃施設誘致のように都市

生活に不可欠であるが、市街化区域に立地が困難で、その対象地として郊外郡部が目されやすいケースやにおいや汚水の影響を危

惧されやすい牧場、養鶏場等の付帯施設建設も、広域レベルの環境保全、産業振興という視点から見れば、全面的に排除できるも

のではないと思われます。現在把握されている事案への適正な対処はもちろんのこと、併せて重要なことは上述のような社会生活

や生活様式の変化に伴い、多様化する土地利用に対応し、適切に規制または誘導する必要性を認識し、まんのう町としての「土地

利用計画」を早期に策定することだと考えます。また迷惑施設の配置計画という点に焦点を絞るならば、最重要課題は周辺住民の

合意形成であり、そのためには住民参加、情報公開、アカウンタビリティ＝説明責任という政策決定における三要素が必要とされ

るわけであります。しかし当町に限らず、現状では多くの場合、政治的判断に頼り、計画者自らが理論的な最適解を用意できず、

住民に明確に説明できないところに紛糾の根源があると考察いたします。緊急を要する土地利用計画にあたり、最初に取り組むべ
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きは、施設立地に伴う自然・社会環境条件を考慮した施設配置問題の新たな解法、いわば｢立地適正評価法｣の確立にあると考えま

す。地域内の影響の総量の最小化と地域内の住民が被る影響＝迷惑の公平化を柱に、候補地比較を行える計量的な評価法を用意す

ることにより、土地利用計画の実効性を高めることができるものと考えるわけです。以上、「土地利用計画策定」の必要性・緊急

性、並びにいわゆる迷惑施設等の立地に際し、論理的な最適解を導き出す手法について町長並びに執行部のお考えをお聞かせくだ

さい。以上で質問をおわります。ご回答のほど、よろしくお願いします。 

町長 栗田隆義君。

小亀議員さんの一般質問にお答えを申し上げます。まず、各地区自治会等の意向集約の現況についてですが、地域社会と町がど

のように意思疎通を図るかは町政のもっとも重要な課題であります。私は地域のすみずみの意見を尊重する行政を行いたいと政見

を掲げて町民の信託を得ました。地域の意向は婦人会、PTA、体育協会、土地改良区、水利組合、農業協同組合など各種団体の役

員会を通じて町内の所管課を経由して町の施策に反映されてゆくはずでございます。こうした社会組織の中で、最も広範に住民の

意向を集約しているのが自治会ではないでしょうか。日々の生活に密着した問題が相談され、他方面の地域課題を最も自発的に統

括しようとしているのは自治会活動ではないかと存じます。私は町と地域社会の意思疎通を図る手法として、自治会長会に管理職

を伴って出席し、町政の要望を賜り、町の施策の理解を求めてその浸透を図ることを目指しております。出席者全員が発言できて、

実質的な意見交換ができるのは１５～２０人の会議が理想であり、概ね２５人の出席が限度であろうと考えております。自治会長

会は率直な意見交換のために出席者にこの程度に限る規模での開催を期待をいたしております。そのために、琴南町全体、仲南町

全体、長炭、吉野、神野、四條、高篠の合計７箇所を巡回する方法で意見交換を重ねてまいりました。この方向性を打診するため

に地区ごとの自治会を巡回して、ほぼ一通りの巡回を終えております。この９月２９日には、旧満濃町全体の連合自治会長会が予

定されております。仲南、琴南ではすでに開催しており、こうした会合以外にも支所が自治会の意向集約に積極的に取り組み、先

に述べた大枠の了解を得ております。後は満濃地区全体の意向がまとまれば町と自治会との意思疎通の仕組みが成り立ちます。ま

た新まんのう町全体での仮称大連合自治会長会の結成も併せて打診を重ねてまいりました。大連合自治会長会の運営は、原則次の

ようなことを提案してまいりました。１番 町と地区連合自治会との連絡調整を目的とする、２番 多数決の採決は行わない、３

番 地域社会を包括する事項について可能な範囲の申し合わせを行う、４番 各種の委員会等への自治会代表を選出する。大連合

自治会長会への代表の選出は厳密な配分が不可能であり、地形を反映した自然発生的な地域割りにならざるを得ません。そこで採

決が必要な案件は議会審議に委ねる原則をお伝えしてまいりました。このように自治会長会へ訪問する地区割りと大連合自治会長

会の編成がまとまれば、新町の足腰が固まります。自治会の編成は自然発生的なものもあり、その長い伝統を尊重するべきですが、
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町   長 町が合理的に組織するものではありません。町としての意向を伝えながら、自治会長方が合意できる水準で構成すべきではないで

しょうか。そして、自治会長会と大連合自治会長会を基盤として研修会や事例交換会を開催して、精神的な取り組みを紹介し、意

欲的な役員の構成と創意工夫に満ちた活動の促進に努める方針でございます。今年度は活動の内容の遺憾を問わず、町との関わり

方の原則を設けて、意思疎通を図れる組織の編成を行うのが目標でございます。これがまとまり次第、７つの自治会長会に出席し

て平成１９年度春には新町全体から出席する大連合自治会長会の発足を促して、本町の地域社会構成の基本を構築したいと考えて

おります。議員各位におかれましてはこの組織体制の推進を注意深くお守りいただいて、円滑な合意形成がなされるようご支援く

ださいますようお願い申し上げます。

次の質問でございますが、公式ホームページの改善についてです。本町のホ－ムページに掲載をしております「Q＆A」について

のご質問でございますが、小亀議員さんのご指摘のとおり新町が発足して半年が経とうとしておりますが、「Q＆A」につきまして

は追加及び更新が行われていないのが現状であります。当該システムは各担当課での入力が可能であるため、日常的に問い合わせ

がある基本事項については各課内で調整を行い、行政情報を住民が気軽にネットから取得できるよう内容充実を図っていきたいと

考えております。 

次に業務管理システムについてでございます。ご指摘の件は業務管理システム機能に職員が振り回され、柔軟性が乏しくなって

いるのではないかということですが、本町の業務管理システムについては、執行部及び職員の業務スケジュールを一目で確認及び

設定をすることが可能であります。これは複数課にわたる会議や特定の職員の予定、業務内容の情報を速やかに把握することがで

きるため、連絡調整機能が飛躍的に高まっているのが現状であります。また当管理システムは重要度選択及び業務内容を記載する

箇所もありますので、より一層の利用活用を進めていきたいと考えております。この業務管理システムはスムーズな業務管理シス

テムのアイテムであるため、業務評価のマネージメント機能をどのように稼動させるかについては今後行政評価の中で必然的に検

討することになるものと考えております。 

次にまんのう町の土地利用計画策定についてのご質問でございます。市町村における土地利用計画は都道府県計画を基本として

作成するものであり、地方自治法第２条第４項に基づく基本構想＝総合計画でございますが、に即し住民の意見を十分に反映させ

つつ策定することとなっております。この土地利用基本計画は、都市計画法農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然公園

法、自然環境保全法等個別規正法に基づく諸計画に対する上位計画として行政部内の総合調整機能を果たすと共に、土地取引に関

しては直接的に開発行為については個別法を通じて間接的に規制の基準の役割を果たすものであります。本庁では旧琴南町が昭和

５６年３月１２日、旧満濃町は昭和５７年３月２０日に土地利用計画策定を行ってまいりましたが、現在は失効しているのが現状
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でございます。なお現在、第３次の県計画を基本とした計画策定期間でありますが、県内の市町で策定しているところはございま

せん。国においては、来年度に新しい第４次計画を策定するという機運があり、本町も県の計画策定状況を見定めながら検討をい

たしたいと思います。ただしこの土地利用基本計画策定により、無秩序な施設立地には歯止めが掛かりますが、合法的に申請が提

出されると迷惑施設等の建設防止策にはなりません。現行の個別規正法と町条例をより一層厳格に執行し、住民に対していかなけ

ればいかないと考えておるところでございます。以上でございます。 

小亀重喜君。 

ご答弁ありがとうございました。再質問を幾分かと、要望事項的になってしまうかも知れませんが、お聞きいただけたらと思い

ます。 

まず一番初めの地域コミュニティの現況についてなんですが、詳しい説明ありがとうございました。この中で気になりましたの

が、１つは自治会の役割ということ自体が変わってきつつあると思うんです。昔の、先ほど言われました自然発生的に確かに谷で

あるとか川であるとかいうことで自治会というものが発生したのは当然だと思うんですが、今たとえば先ほどの質問にもありまし

たが、自主防衛等のことから考えますと、たとえば吉野と神野部分ですね、その間にまたがるところはそしたらどちらがやればい

いんだということで、地域の特性を見ながら連携していかなければいけない部分というのもご説明いただかなければならないんじ

ゃないかなということが１つございます。それからもう１点が地域づくり、自治会の拠点となる大きいグループでの拠点となるの

が公民館なりの拠点だと思います。今現在、公民館活動というのが教育委員会管轄になっておられます。ただまちづくりというこ

とになりましたら、まちづくり政策課ということになろうかと思うんですが、実情は公民館という拠点で教育委員会的なことと町

づくり政策課的なことをされているのが実情です。そのあたりを住民にとっては全然区分がないんです。やはり住民活動の拠点な

んです。ですから行政の区分をそこに持ってくるのではなくて、いかに行政内部、本庁が連携していただいて、住民の拠点として

の公民館であるというところをぜひ今後ともお考えいただきたいと、今もし連携が取れていないのであれば是非連携を取っていた

だきたいと思います。それからもう１点ですが、ホームページの方なんですが、今回もアクションの方がちょっと遅きを失してい

るのではないかなと。その根源にありますのが専門業者への委託ということでございます。WEB の生命線というのは、質問内容で

も言いましたとおりやはり迅速性なんです。確かに専門高度化しておりますので、外部委託をせざるを得ない部分がございます。

ただ先ほどの防災等の、何か起こった時に業者さんが休みだった、その場合どうするんですかいうことが起こります。ですから何

とか自前のサーバー云々ありますが、自前レベルでどこまでできるんだということを再度協議いただいて、業者さんに任している

から、今日は休みだからできないということでは困るわけでありまして、専門的な部分はしょうがない、でもデザインを描いてい
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く、シナリオを書いていくという部分については、ぜひとも庁舎内担当課内でその機能を持たせるように奮戦をお願いしたいと思

います。それから業務管理システムなんですが、非常に優れたシステムだと思います。私、職員の皆様とお話したこともございま

すが、ただ今現状のところは、これまであった無駄とかむらとか無理とか、いわゆるそのマイナス面を戻してくるためのツールに

過ぎないかなと思うんです。これから生産性をいかに上げていくか、先ほど町長の答弁にもありましたが、プラス面をどれだけ発

生させていくかということが、このシステムに要求されることだと思うんです。ですからご答弁いただいたとおり、これより価値

の高い仕事をやっていくために、無駄をなくして価値の高い仕事をやっていくために、ぜひ活用していただきたいというのがござ

います。それが 1点です。 

それから、最後の今回の大きな質問になりましたが、土地利用計画なんですが、とりあえず 1番大きな問題は合意形成だと思う

んです、住民の方への。その合意形成のルール作りというのが、どうしても行政のこれまでの施策とみますと、固まってしまって

から地元住民の方へもってくる、ですから紛糾する。そのあたりで少し時間的な余裕を検討できる余裕を持たせるということと、

選択肢は常に一つではないと思うんです。代替案をいくつも作成いただいて、住民の方がその中から選べるような、もう決まって

るからこれを了解してほしいというんではなくて、そういう形での選択肢の提示ということを是非お願いしたいと思います。それ

から合意形成には、先進の自治体のほうでいろんな例があります。静岡県の掛川市の生活生涯学習まちづくり土地条例とか、真鶴

町のまちづくり条例、これなんかは美の原則というのを考え出した非常に先進の事例だと思います。そういった先進の、小さな町

でも新しい先進のことをやっている条例区分等をぜひとも執行部のほうで、議会のほうでももちろん勉強しなければならないんで

すが、執行部のほうで研究調査いただいて、この町にフィットする町をよくするための先例というのをぜひ勉強していただいて、

持っていただきたいと思います。要望になってしまいますが、そういうことでよろしくお願いします。ご答弁はすいませんが、町

長に概括でいただいたらと思います。   

町長 栗田隆義君。

小亀議員さんの再質問にお答えをいたします。いろいろなご提言どうもありがとうございました。条例につきましては、各種先

進地の条例も参考にして、地域住民の皆さん方が迷惑のかからないような、またそれを機先を制するような条例ができるのであれ

ば、できる限りの条例をして、その迷惑施設の町内への立地等も未然に防いでいけるような条例をつくってまいりたいとこのよう

に思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは小亀重喜君の一般質問は終わりました。

議場の時計で１時まで休憩といたします。                            休憩 １１時４６分
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休憩を戻して、会議を再開いたします。                             再開 １３時

引き続き一般質問の通告がありますのでこれを許可します。

１６番 三好勝利君。

午前中は非常に高度なレベルの高い質問ばっかり続きまして、少し頭を柔らかく考えていただき、私の質問はどなたが考えても

なるほど納得という言葉がありますけど、そういう簡単な非常に簡単な事柄ながら、まだまだ実行されてないというのが実情であ

ります。今、中央では非常に大きな戦いをやっておりますけれど、５年７ヶ月ですか、政権をとられて地方潰しに専念された総理

がやっと替わり、次はまたその潰れかけたまちを何とか掘り起こそうという、またおもしろい法律を考えていただいておるそうで

ございますから、紆余曲折にはなりますけど、３人がおりながら後の２人の候補はどうせなれんのだから、思い切ってええ餌を撒

けというて、いろんなええ餌ばっかり撒いておりますけど、トップの方はなるほど冷に考えております。そういう中で我々の町は

町ながら、何とかしてきり抜き、生き抜いていくことを考えなければならないと思い、あえて２点ほど質問させていただきます。

１点目といたしまして、おざなりな質問でございますけれど、町の公用車、毎月出ております町の広報誌ですね、こういうもの

にスポンサーを採り入れてはどうか、という質問でございます。昨今、構造改革、構造改革、経費節減、経費節減といっておりま

すけど、その中でもやることはやらなければいけない、やれないことはやれないといっておりますけど、一時のように電車バスの

中で、高齢者に席を譲れば美段につながると、最近は高齢者が若いものに譲らなければややもすれば殺されるというような時代で、

非常に恐ろしい時代になっております。そういう中で町の場合も、ほんとにもう少し世間体とか云々とかいうのは脱ぎ捨てて、思

い切って町の広報車、広報誌にスポンサーをとって、その経費を少しでも捻出してはどうかと。ただし町長の公用車は除かしてい

ただきます。

２点目といたしまして、町職員の方々、ほんとに数が多いんじゃないか云々というようなこともありましたけど、やはりそれを

今さら今日明日中にということは、公務員法の法律上できないそうでございます。そうなれば町職員一人ひとりの個性を伸ばし、

よりよい効率を図り運用をやっていくと。以前もそういうような質問を投げかけたことはありますけど、甘ったれるなと、雇われ

たら雇われたもんの言うことを聞けと、やっぱりトップが人員配置して、職場を命令出すわけでございますけど、その場合はその

場において十分自分なりに勉強して効率よい仕事をやれということでありましたけど、今はご承知のとおり３町合併して、これは

全国的なものでございますけど、どこも職員が張り釜になっとります。そういう中でややもすれば能力に欠ける職員といったら失

礼ですけど、厳しい試験をパスして入ってきた職員ですから、私はすべて素晴らしい能力のある職員だなと思っております。でも

どの課に行ってもうだつが上がらんというか、仕事があまりパッとしないなという職員もおり、どの課に行ってもバリバリやる職
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員もおります。やる気の問題とこれはやはり潜在能力の問題ではないかなと思っております。そういう中でまだ数ヶ月でございま

すので、まだ十分まだ職員の個々の能力が十分把握できないと思いますが、やがて１年、１年半と経つうちにやはりこの職員はこ

の課では無理だなと、この職員はこの方に向いておるなと、喋らしゃ一流やけど、じっと自分の事務所の机の上で１日ではあくび

が出て辛抱できないと、俺は事務処理は下手だけど、金を数えさせて計算させたら絶対に誰にも負けんぞという職員、いろいろお

ります。最近また地方のほうでも県の方でも、子育て支援策云々とやっと重い腰を上げながら、足元に火がついて少子化に歯止め

がかからないということでやっておりますけど、本町においてもやはりそういうような専門職の支援ができる職員を配置してもい

んじゃないかなと、そういうふうに思っております。そういう点がありますので、同じ１日仕事するのでは、やはり思い切り自分

の個性にあったような仕事、また思い切り力が発揮できる仕事、また人間関係がよりよくいくという方法は、一番私は同じ使うん

だったら、同じ給料払うんだったら、最高の能力を引き伸ばせばまた経費も安くつくのではないかな、そのように思っております。

ただ多いから何とかせい何とかせいではなくして、よりよい職員の個性を伸ばし、十分に力を吸い上げて１５０％ぐらいの力を発

揮していただくというのが、やはり担当課長なりまたトップの仕事ではないかなと思って、この質問を出しております。ほんとに

非常に簡単なですけど、今までやったかやらないか、どっちかいうたらやらないのがおざなり、何とかやれば辛抱せずに辞めずに

毎日通っておるということを繰り返しておりますので、できましたら新しい町になったわけですから、エリアも違い場所も違い面

積も違います、そういう中で他町に負けないような生き残りをかけるにはやはりその場その場に適材適所にやっぱりやっていくの

が一番いい方法ではないかなと思ってこの質問を出したわけでございます。非常に簡単ですけど、やるかやらないかは担当課長ま

たトップの裁量に係っておりますのでどうぞその点をよろしくお願いいたします。以上です。

町長 栗田隆義君。

三好議員さんのご質問にお答えをいたします。町の公用車、マイクロバス等また広報誌などに経費捻出のために宣伝広告を掲載

してはどうかというご質問ですが、国の行財政改革により、地方自治体はたいへん厳しい運営を強いられております。独自の自主

財源確保も迫られておるわけです。三好議員さんのご提案にありますように、本庁におきましても広報誌に宣伝広告掲載を行うこ

とについては、広告掲載の基準を明確にすることにより問題はないと考えております。本年度中に対応を検討してみたいというふ

うに考えております。また公用車につきましては、町所有の定期路線のマイクロバスであれば広報を募ることは可能と思われます

が、今後研究課題とさせていただきたいと考えております。

２番目に職員の適材適所の配置についてのご質問であります。町の体制は町長部局で１０課、３室、２支所と議会事務局、水道

課、教育委員会に分かれて事務を行っております。これは先の合併協議会の確認事項を踏まえて、それぞれ職員を配置いたしてお
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ります。その職員配置は原則、旧町で事務を行っておりました職員を各課に配置いたしたものでございます。合併して６ヶ月が経

過し、町長として全課を見渡したとき、若干の職員数の増減が必要であります。また９月１期には住民課で総合窓口を設けて、来

客者に対する対応をいたしております。三好議員さんご指摘の職員１人１人の個性を伸ばし、よりよい効率化を図るために、適材

適所の職員配置のご意見でございますが、職員異動は３～５年ぐらいで異動さすのが適切であると考えております。また異動に際

して職員の適正もある程度見極めて行うことも重要であると考えております。そのことがやる気を起こさせることでもあるという

ふうに考えております。来年３月には退職者もおりますので、ある程度職員の意見も聞きながら対応していきたいと思っておりま

す。また県で行っておる職員研修等を活用しながら、職員の資質向上を図ってまいりたいと考えております。よろしくお願いいた

します。

三好勝利君。

非常に明確な分かりやすいお答えをいただいたわけでございます。ほんとに私がいったように、非常に簡単な質問で、また答え

も簡単だった、そういうふうに思っております。ただ町所有の公用車ですけど、相当多いのはどういうふうにやっておるかという

のが問題に出ておりましたけど、私は私なりに考えるのに少し問題が違うんですけど、やはり人口とエリア、香川県でもご承知の

とおり３番目のエリアです。そういう中で果たしてそれが多すぎるのか、また人口だけですべて割り切れるものかいう非常に難し

い問題がありますけれど、例えばもう少し飛躍して、例えば車を購入する場合に、ある会社では、先般も四国新聞に載っておりま

したけど、四国全部の税収、固定資産から給与すべて総収入を入れても１兆６００億、片やある会社において１兆６千億、来年度

の決算では何％伸びの１兆８千億もの税収があるような、１社でそういう力のあるような会社もございます。そういうな会社とお

そらくコマーシャル提携を申請するのも１つの方法であろうし、また片やリコールをひた隠しで潰れる寸前までなりながら、試行

錯誤しながら、株も最近少し伸びてきております。また新車のデザイン、性能の転換ということでやる会社もおります。そういう

会社もありますので、その辺と打診するのも１つの方法でないかなと。なぜならばテレビとかそういう電気機器においては、われ

われの自治体、温泉とか公民館、あるいはホテルとか大衆の方が出入りする場においては、おそらく何割かの規定があるはずです、

申請を出せば。ただしそれはメーカー直じゃない、地方の電気屋さんを通じて A と B という業者、たとえば１００万円するテレ

ビであれば約５０万で入るという割引の規定があるはずでございますから、もしまだ調査してなければ、車においてでも公用車に

おいてはできるかできないか、可能か可能でないかやってみ、また一般の地方の自動車屋さんと交渉するのでなくして、ここまで

くればメーカーと思い切ってタイアップしてやってみて、全国の自治体第１号でやったというような策もあるのではないかなと、

私はそのように思っております。もうとにかくええかっこは抜きにして、なりふり構わずという言葉がありますけれど、そういう
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ような体制でやらなければ絶対に生き残れません、絶対に、今の状態でいうならば。中央のほうで地方再生じゃいうきれいごとは

言っておりますけど、あれは言うだけで、一遍潰れかけたものを商店街とか町がそう１日で再生することはまず難しいと思います。

それは自分自身、地域のものが努力して、ほんとに死にものぐるいでやらなければ、よりよい町はできないと思っております。

それともう１つ、２点目の職員の配置でございますけど、だいたい２～３年ぐらいというのは非常によく分かります。ただ最近

ですけど、町民の方いわく、ある窓口に行くと｢最近替わったばかりで何も分かりません。」何も分からんものが出てきてもしょ

うがないんですから、出るんだったら分かるもんが職員が出なさいと。ほんで勉強して半年、１年経ってどうしても分からんとい

うんであれば適材適所に替える。３年おればやれないものはやれないものがおるわけです、中には。そういうのは十分に把握して、

一般会社のように整理するわけにはいかないんですから、それに合ったような場所にする。もう１つは、水道課なら水道課、建設

課なら建設課、やはり全部が人事交流して、最後に全員が町長目指しておるわけではありませんので、その課において、たとえば

水道課なら水道課、建設課なら建設課において、とにかく水道課にかけては生き字引ぐらいよくわかるというような職員も必要で

はないかなとそのように思います、効率を良くするために。その点ももう少し考えてみてください。ただ３年に１度人事交流して、

ただ人事交流したのが果たして成果に繋がるかどうかというのは、大きな疑問でございますので、その辺を十分配慮して、おそら

く助役さん、町長はんがその辺の配置換えはやると思いますけれど、その中には直属の担当課長がおるわけですから、やっぱり自

分の課の掌握ぐらいはおそらく全部できると思いますので意見交換して、なおそれに希望と上司が見た場合とを十分考慮して、よ

りよい町民からも信頼されるような職員配置を希望しときます。以上です。

町長 栗田隆義君。

三好議員さんの再質問にお答えをいたします。町所有の公用車に広告を載せてはどうかと再度のご質問でございますが、これに

つきましては、厳しい財政事情の中でございますので、十分検討をさせていただきたいとこのように思います。また２番目の職員

の適材適所の配置についてでありますが、今それぞれの課で一生懸命がんばっていただいておるわけでありますが、議員さんご指

摘のとおり、やはり向き不向きもあろうかと思いますし、人間関係等もあろうかと思います。そういったことでまず一番には、職

員の方が一生懸命がんばろうとやる気を起こしてがんばっていただくことが一番大事でなかろうかというふうに思いますので、い

ろいろ職員の皆さん方のご意見も聞かせていただきながら、来年３月の人事異動を行ってまいりたいと思っておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。

それでは三好勝利君の一般質問を終わります。

引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可します。
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それでは２点の質問をさせていただきたいと思います。

第１点は、幼稚園の統合の問題でございます。ご存知のように仲南町は、３つの小学校を１つに統合してまいりました。そして

中学校は満濃中学校へと、それから３つあった幼稚園を２つに統合して、来年度これを１つの幼稚園にするということで、住民の

理解を得ております。この小学校、中学校の統合は、学校の維持費とかそういう意味では相当の経費節減になっておるわけでござ

いますが、幼稚園の統合におきましては、直接、人事の経費節減ということも生まれてくるわけでございます。もし、この幼稚園

の統合が、来年きちっとスムースに行かなかった時、それは旧仲南において非常に大きな問題を引き起こしてくるだろういうこと

が想定されておるわけでございます。今、北の幼稚園の距離はちょっと遠いところで５km に近い、それを毎日送り迎えしておる

わけでございますが、それは何をさておいても仲南は１つの幼稚園にするということで、きちっと父兄の了解があるわけでござい

ます。仲南はなぜこんなにスムーズに学校統合が進んだかといいますと、やはりそれは仲南の町長が非常に学識経験豊かなそうい

う教育者であった、それをきちっと教育長がサポートし、また中学校の会長も非常に識見豊かで、イギリスのほうでも相当滞在し、

本当に豊かな世界の中でこれからの教育の理論をきちっと煮詰めてきたがゆえに、小学校中学校そして幼稚園、スムースにこの統

合が進んでまいったという状況でありますので、まあこれいろいろ財政難の事情もありましょうが、今役場の仲南支所も空いてお

ります。私も仲南で言ったことがありますが、議会だって幼稚園に使えますよと、かくれんぼするにはいっぱい机があって、その

中で誰が隠れようが、議場も幼稚園に使えますよと、そういった経緯もいろいろ話してきたわけでございますが、この幼稚園統合

につきまして、ひとつ町長さんのご答弁をお願いしたいと思います。教育長は私と同罪でございますので、教育長にも言おうかと

思いよったけど、時間割愛で結構です。

それで第２点目でございますが、昨年西条が水の都といわれた西条の伏流水が枯渇いたしました。非常に厳しい状況でございま

した。これは何でかというと、伏流水の問題があって、この伏流水いうのはやはり私が考えるには、琴平、善通寺、丸亀、うちは

伏流水があるあるとはいうけれど、これは満濃池から水を引いて田んぼへ水を張って、そして出てきた水が大半じゃないかとそう

いうふうに考えられます。これは深い、本当に富士山みたいな、そして北アルプスみたいな、ああいう山があっての伏流水では断

じてないだろうとそういう中で私が考えられることは、先だって水資源の中で非常に素晴らしい資料をいただきました。これは本

当に簡潔で、今私の手元にもありますが、このまんのうの森林の５７％これが天然林だと。非常に進んだ林業地は８０～９０％が

杉や檜で植えられている。これは非常に大きな問題だと。ちょうど私も若かりし頃、東京でいろんな林学の勉強をさせていただい

てた時、京大のひでい先生、それから東大の渡辺すけなか先生、これが日本の林学の双璧と言われておりました。ひでい先生は山
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末武議員 を丸裸にしない、必ず植えた木から切る木まで１つの畑に立っとるような、そういう水質の補足ができる山を作りなさいと。俗に

言う拓伐林、滋賀県のたね、岐阜の今津、それが有名な拓伐林の林業地でございました。そういう意味でひでい先生は非常にそう

いう拓伐林の経営を考えた方でございます。一方、渡辺すけなか先生がおっしゃったことは、これから２１世紀は広葉樹の時代だ

と、広葉樹を大切にしなかったら日本はだめだと、非常に強くそれを力説されました。私もそういう意味で非常に感化があったも

んですから、愛媛の山に帰ってから広葉樹を残そうと、そして広葉樹の森を育てようと、今も一生懸命山に木を植えとるわけです

が、その中でやはり考えなければならないのは、日本の学者がぶな林ぶな林とぶなだけが水資源の親玉というふうに考えておるわ

けですが、日本古来からのある木、それはここに持ってきたこの水木であります。この水木はおそらくぶな以上に、私は水を含む、

本当に水を作り出す木であろうと思います。そういう中で今この香川県の森林関係はやしゃぶしと檜、杉を移植しておるわけでご

ざいますが、このやしゃよりはもっといいはんの木という木があります。はんの木はどういうことかといいますと、こんりょう菌

がつくと。そして土は肥沃にすると。この木と水木をそれから欅、栗、桜、そういう生産性の高いそういう木を混植してこれから

の水資源、この広葉樹の天然林を６０００ｈａある中のどれからでもいいから順次整備していく、そのための資金は私はずっと前

から言いたかったんですけど、仲南だったから言えなかったわけでありますが、今天下晴れて言えることは、満濃池のこの水に水

源税をやっぱりかけなさいと、そしてその水源税によってその奥地の仲南とか琴南の奥、そういうとこの天然林の整備をしていく

必要があるんでないんでしょうか。そして今、水の問題がしっかり出ておりますけど、飲料水のいろんなもんを返還しなさいとか、

しかし山をきちっとこさえていった時、いろんなそういう問題は消えていくんでないでしょうか。そういう意味で、一挙にはでき

ないけど、５年１０年かけて水源税をいただいて、そしてきちっとこの天然林の整備の必要があるんじゃないでしょうか。そうで

なかったら、伏流水がうちはある、これこれあるんだといって井戸を掘ってても、私はその井戸水は枯渇するときがくるだろうと

考えて、この水木を山へ行って切ってまいったわけで、しかしこの水木は非常に成長が早い、私なぜこんな大きなもんをもってき

たかというとこの水木の成長の早さを見ていただくために持ってきたと。こっからこれまでが１年、そしてここまでが２年、今年

こっから上、だいたい３年でこれぐらいになっております。ものすごく成長が早いこれとはんの木を混植さし、そして後は欅とか

桜、栗、そういう木を一緒に囲んで林業を考えていく必要があるだろうと、そしてまた先日言われたことに、ある方が言われまし

た、「満濃池のかさ上げやったらどうだ。」と。水道水を上げるために 1ｍ上げたら１３０丁あるんだから、2ｍ上げたら３０万

ぐらいあるやろう。それを 3 回転させたら１００万ｔぐらいはあるんでないか。だから満濃池のかさ上げの四国整備局ときちっと

やって、このかさ上げを真剣に考えていく必要があるんじゃないかという提言も受けておりますが、そういう意味で本当にこれか

らまんのうの豊かな水と緑、それを守っていく施策を今すぐそういうわけには行きませんけど、５年１０年かけてそういう思いを
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もって次の代に受け継いでいく必要があるのではないでしょうか。そういう意味で２点のことに関してご見解を賜りたいと思いま

す。

町長 栗田隆義君。

末武議員さんのご質問にお答えを申し上げます。まず始めに、仲南町におきましては、中学校小学校を１つにし、中学校は満濃

中学校へということで統廃合が進んでおります。これに関しましては旧の仲南の町議さん、また町民の皆さん方のご理解のもと、

この統廃合ができたと。今の私にとりましてありがたく感謝をいたしておるところでございます。そして合併前の旧仲南町で、仲

南幼稚園の一元化及び３歳児教育の実施ということで、保護者住民への説明がなされておるというふうなことは承知をいたしてお

ります。委員会でもこの検討事項について協議を行いまして、現在の少子化や核家族化の進行、女性の社会進出、近年の社会構造、

就業構造の変化を受け、就学前の教育保育を一元化として捕らえた取り組みを進めることが求められておるところでございます。

こういうことから乳児から幼児、児童まで一貫した教育保育を実施することで、子育て支援および女性の自立支援などの推進を図

るためにも必要であるとの認識であります。しかし旧仲南町の計画案では、新たに用地を取得し、そこへ統合した施設を建設する

計画になっておると聞いております。このことは、現在の財政状況を考えますと非常に厳しいものがあるというふうに考えますし、

また新たに土地を取得し、新設ということになれば、今ある保育所幼稚園が残ることとなり、これらの跡地利用も同時に考えてい

かなければならないわけでございます。次に、本町の小中学校施設にはまだ耐震補強工事が完成してない学校もございます。この

ことから、まず危険校舎の改修を図ることを最優先に考えまして、この改修をまず進めていきたいというふうに考えております。

以上のことから町といたしましても、現在の東保育所を中心として、付近一帯の小施設をも巻き込んだよりよい施設としての整備

を目指し、教育委員会だけでなく役場全体で計画を検討して、その中で財政とも十分協議を行い、よりよい施設の完成を目指して

いきたいと考えております。

また２番目の水源税についてのご質問でございますが、末武議員さんご指摘のとおり、川上の広葉樹を守るために水源税の導入

については非常に重要であろうかというふうに思います。今日の水道水等の生活用水はダム等に依存しておりますが、天候不順に

より渇水や洪水等の災害が背中合わせの状態になるわけであります。これらを根本的に解消するために、ダム等の人為的なものも

大切でございますが、自然の保水力等を生かすことも必要になってまいります。まんのう町には国有林を含め、１３４５９ｈａの

森林面積があります。全体の６９．３％を占めておるわけであります。これらの森林は県内の貴重な水源となっております土器川

や財田川、金倉川等の源流でもあり、本町の生活水のみならず中讃地域の水がめとなっております。林業及び農業の衰退により、

山林及び農地が荒廃し、保水能力が低下をしてきております。これらを保全し水源として復元していくことを地域関係者に求める
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ことは、農林業者の減少により非常に困難な状況になってきております。町有林の管理事業や造林事業等の町上乗せ補助等の施策

もいたしておりますが、根本的な解決にはいたっておりません。森林の保護を実施するためには本町だけでなく下流域での生活水

の恩恵を受けている市町ともどもに取り組んでいかなければならない問題と考えており、水源税の導入に関しましては県全体の問

題であり、これからも要望してまいりたいと考えております。よろしくお願いします。

もう１つ、ちょっとお伺いしておくんですが、私が考えておるのは、幼稚園の問題ですけど、新たに取得して建物を建てるので

なしに、今役場の仲南支所が半分は空いておると、もう耐震構造もできてるし、あそこを下の事務所を２階に追い上げて、下にや

っぱり幼稚園をこしらえるとかそういう方法をとって早期の統合を、私はしていただきたいと。これをもし反故にしたときには、

おそらく仲南の幼稚園の統合はおそらくもうできなくなるだろう、そういうふうに考えております。真っ先に私も反対をしますん

で、その点はどうかきちっと念頭に置いていただきたいと思います。

町長 栗田隆義君。

末武議員さんの再質問にお答えをいたします。幼稚園の一元化の問題についてですが、末武議員さんご指摘のとおり、新しい用

地を確保することは２の次といたしまして、今現在保育所があります、また仲南支所があります今の位置全体の計画を見直して、

また例えばひとつの例といたしましては、末武議員さんご指摘がありましたように旧の仲南庁舎を幼稚園に改修する方法、また今

あります中央公民館等が相当老朽化しております。まだ耐震改修もできておりませんので、その古い施設を取り壊してその後へ建

設するか、また今現在あります小学校のプール等の問題もございまして、総合的に全体的な計画を再度いたして、今後の検討課題

といたして、早急に幼稚園の一本化も進めてまいりたいとこのように考えておりますので、どうぞご理解ご協力よろしくお願いい

たします。

ありがとうございました。おわります。

末武弘道君の一般質問はおわりました。引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可します。

１８番 川原茂行君。

私は、まず１点目に有限会社仲南振興公社の件をお聞きしたいというふうに思っております。２点目には財政改革について、３

点目に行政機構の再編と簡素化についてをお伺いします。

まず１点目、有限会社仲南振興公社の件についてでございます。これは、当然設立するときに、協定書並びに覚書等が交わされ

ておるのが実情でございますが、この時期の問題をまず伺いたいとこのように思っております。私が調べましたところ、この協定

書、議会の事務局のほうですが、１７年の１２月１９日で、このまえに申し遅れましたが実質の仲南振興公社の運営開始年月日が
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川原議員 １７年の４月１日でございます。町長さん、よくそこんとこ認識お願いいたします。で、この町と振興公社の中に指定管理者にか

かる協定書なんですが、これが出てきたのが報告第１号といたしまして、公の施設の指定管理者にかかる協定書第１号として、締

結の承認について、別紙のとおり締結したので仲南町法人設立出資等に関する条例第１３条の規定により報告し、議会の承認を求

める、これが出てきたのが平成１７年１２月１９日でございます。実質運営が４月ですから、８ヶ月あまり遅れて出てきました。

この協定書の軸をご存知いただいたらと思いますが、協定書と覚書はセットで出てくるべきだと私は思っております。で、その今

度覚え書きです。原案可決１８年３月８日、議案第９号、指定管理協定書に基づく覚書の締結承認について。仲南町法人の設立及

び出資等に関する条例第１３条及び仲南町公の施設管理者の指定等に関する条例第１１条により仲南町が有限会社仲南振興公社

と締結した指定管理協定書に基づく覚書について議会の承認を求める、これが平成１８年３月８日提出でございます。こうなりま

すと実質運営が１７年の４月１日です。その管理者に関わる協定書が議会に提出されたのが１７年の１２月１９日、協定書と同時

に出てくるべき性質の覚書が１８年の３月８日、こうなりますと私どもは理解に苦しむわけでございます。公社の設立運営はこう

いう形になってきておるわけですから、これは地方自治法違反のまま運営されておったのかどうかということ、私はまずそこをお

聞きしたいと思います。

２点目について、財政改革についてでございます。財政は公共民間問わず。先ほどの町長さんのお言葉にもございましたが、「入

るを図りて出るを制す」が基本になっておるわけでございます。特に公共団体の場合は、不足分を起債、いわゆる借金で補ってき

た、そしてその借金の償還金が町税のほとんどを占めておるわけでございます。そのような状況になっている中で、将来的に人口

は若者を中心に減少し、超高齢化社会が到来し、このままでは町税は伸びないのではないかという心配をいたしております。そし

てこの深刻な自主財源不足をもたらす状態が状況が予測されますが、歳入のうち自主財源の増加対策と歳出の公債費の抑制対策を

どのようにされておるのか、この点をお聞きいたします。３点目でございます。３点目に行政組織の再編と簡素化についてでござ

います。現在の行政組織は、行政側からする場合は私は分かりませんが、町民からいたしますと複雑多岐にわたっているという意

見を耳にいたします。私も細分化し過ぎておると。これは３町が合併した時に、職員の感覚でこの組織がされておる、住民本位の

課ではない。今、室を入れますと１２課、そして２支所、１出張所、こういう形になりますと、非常に住民が用件があって参った

時に、１ヶ所ではいかん、ここへ行くとこれから先は次の課ですよ、そこで７割方済んだ、もう１つ隣の課へまた行かないかん、

こういうことをやっておったんでは、住民の方に申し訳ない、そういうためにも職員のための課であってはいけないんです。私は

住民本位の課であるべきだと、こういう認識のもとに町長お伺いいたしておるわけですから、この複数にまたがって、どの課が責

任を持つのかとこっちへ行ったら３割済む、２つ目の課へ行ったら６～７割済む、最後は３ヶ所目に行かないけない、どこが責任
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をもし持つのか、そういうことになってきます。漠然としたそういう課でなくて、本来ほんとうにまんのう町民の課であってほし

いんです。これは言い換えれば職員の定数、これにも問題があると思います。きちんとした課をこしらえて少なくしなければ、職

員数もなかなか減りません。そういう意味で私は、行政改革、人件費の削減につながっていくことが、将来どうしても必要です。

６月の議会にも私お伺いしましたが、６月は合併して何ヶ月も経っておりませんので、いろんな職員の感触また住民の感覚という

ものを町長さんも分かりにくい点があっただろうかと思います。しかし今半年過ぎた中で、そういう行政組織の再編、簡素化をや

らないと職員の定数にはつながっていかないだろうというのが住民の考えであり、私の考えでございます。職員の定数についても

やはり課が減ることによってはじめて出てくる。私は、町長さんに１つ強くお願い申し上げたいのは、町長さんの任期は４年でご

ざいます。１０年の計画を立てるのも結構です。しかし４年間の中に、１８年度はどこまでやれるんだ、職員の削減はどこまでや

る、もう退職者は総務課長のほうでおそらく分かっておる、これは当然提出すべきとこへは提出しなきゃいけないので分かってお

ると思います。１９年度はどんだけ退職者がおる、２０年はおる、２１年はこんだけおると、こういう中で、町長さんの任期の中

でこれはやれる時からやっていくべきだ、そういうことによって住民が栗田町長を信頼し、これからのまんのう町のために一致団

結して立ち上がってくるわけです。あまり時間がないわけです。私に言わすと、１８年度の３月まではこうなりますよと、１９年

度はこうなります、２０年はこうなりますとこういうものを打ち出していただきたい。

最初の有限会社の件、自治法違反になるかどうかこの点も十分ご答弁の中に入れていただきたい、このように思っております。

よろしくお願い申し上げます。

町長 栗田隆義君。

川原議員さんのご質問にお答えをいたします。まず第１番目の有限会社仲南振興公社の問題につきましては、担当のまちづくり

政策課の方からご答弁させていただきます。川原議員さんご指摘のように、運営開始日、指定管理者に関する協定書の議決日、ま

たそれに伴う覚書の議決日の開始年月日とか、またその議決年月日にずれがあるのは、地方自治法に違反をしておるんじゃないか

というご質問でございますが、開始をしたのが４月１日ということで、その後８ヵ月後に町議会の方で協定書、また覚書について

の承認をしたということでございます。これは議会のほうで後になりましたが、事後承認をしたということで、今そのままいって

いるということで、私としては地方自治法には違反はしていないんじゃないかなという見解でありますが、その辺はまだ詳しく調

べておりませんので、また十分精査をしてご報告させていただいたらというふうに思っております。次に財政改革についてのご質

問でございますが、その中で特に自主財源の確保対策と公債費の抑制対策のご質問についてですが、まず自主財源の確保対策につ

きましては、地方財政のうち自主財源といわれるのは地方自治体が自主的に収入しえる財源をいい、分担金及び負担金、使用料及
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町   長 び手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金等がこれに該当いたします。これらの中で分担金及び負担金、使用料及び手数料に

ついては受益者負担の傾向が強く、また財産収入、寄付金、繰入金、繰越金等は確保について対策を講じる等の馴染まない事項で

あります。ここでご質問の自主財源の確保対策とは、地方税すなわち町税の確保対策というと考えられますが、町税は地方公共団

体の根幹をなす財源であり、本町といたしましても特に重要な財源であり、町税規模の拡大、徴収率の向上等を図っていきたいと

考えております。しかしながら町税規模の拡大は、本町の担税力の向上を図ることであり、産業の活性化、労働人口の増加策の実

施等、長期的視野に立った施策を実施しなければならない問題であります。また徴収率の向上につきましては、国民の義務でもあ

ります納税義務にかかるものであり、町税率の低下は町に財政に直接影響を与えるとともに、町民の不平等感を助長し、ひいては

納税意識の低下をもたらすものであることから、従来行ってまいりましたように、中讃広域行政事務組合へ滞納整理業務の委託、

税務課職員による徴収事務の向上を図ってまいりたいと考えております。

また２番目、公債費の抑制対策につきましての問題でありますが、満濃町には平成１７年度起債残高は一般会計で約９５億円、

特別会計これは水道事業、簡易水道、下水道等でありますが、これで５４億円、合計で１４９億円となっております。また平成

１７年度一般会計の実質公債比率は１６．８％となっております。実質公債比率は本年度からできた指標であり、公営企業、これ

は特別会計を含みますが、一般会計に企業会計も含めて町として公債費の比率を出したものであり、これが１８％を超えると起債

発行に一部制限が加えられております。また地方が発行する起債については、減税補填債、臨時財政対策債等の一部を除いて国が

発行する赤字国債とは趣を異にする建設事業に伴う借金であり、何らかの財産を生むための借金であります。また過疎債、辺地債、

合併特例債、災害対策債のように地方交付税により償還金の大部分が補填される等の措置がとられております。議員ご指摘のとお

り、公債費の抑制対策は当然必要であり、不必要な投資的経費の削減をより一層努めるととともに、国県の補助金制度を有効に利

用し、また交付税措置を勘案したうえで財源措置にあたっては容易に起債に頼らずに財政運営が図れるように努力をしてまいりた

いとこのように思っております。

次に行政機構の再編と簡素化についてであります。まんのう町は本年３月２０日に誕生いたしました。現在の行政組織について

は旧３町の協議によって作成されたものであり、当然新町でいろいろな事項を考慮して決定されたものではありますが、実際の新

町での行政運営を通して、やはり修正が必要な事項、また新たに検討を加えるべき事項など、いろいろ問題があろうかとは思いま

すので、それらを踏まえて検討してまいりたい、このように思っております。それと一般職員の採用、適正配置については現在、

本町の職員数につきましては、本年４月１日現在で一般職、技術職あわせて２６０名となっております。一般的に住民１００人あ

たり１人とも言われておりますが、本町のように大変広い町域を有する町と、例を挙げて申し訳ないのでありますが、お隣の町で
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あります琴平町のように町域が極めて狭い町、場所を一緒に論じることはなかなかできないように思います。行政の効率化を図り、

職員規模の削減を図っていくことは私の重要な使命であるというふうに考えております。職員の適正化にあたっては即式機構に起

因するもの、学校教育、住民サービスに起因するもの、複合的に検討を加えていく必要があるというふうに考えております。した

がって新町の新しい方向性を今後お示ししたいというふうに考えております。しかしながらまんのう町の職員構成を考えた場合、

現在の職員構成につきましても適正な姿であるとは当然言えません。したがって長期的な職員構成の適正化を考慮した場合には、

職員採用につきましては毎年計画的に行い、この年は退職者がいないから職員採用はゼロであるとか、この年は退職者が多いので

採用者もそれに合わせて多くする。またある程度職員の削減ができるまで職員採用をしないと、いろいろ方法はあろうかと思いま

すが、現在と同様にそういうことをやりますといびつな職員構成となることが目に見えておりますので、長期的に望ましい姿とは

考えられません。ということで８年間の計画を立てまして、毎年毎年若干名づつの採用は行っていきたいと。そして８年後の適正

化を目指して定期的に職員採用をしていきたいとこのように考えております。また有限公社の問題につきましては詳しくまちづく

り政策課の方から説明をさせていただいたらと思います。

川原議員。

この有限会社仲南振興公社について、これまた議決年月日、仲南町特産品センターの設置及び管理に関する条例の全部の改正に

ついて。いわゆる町として特産品を管理しておったのは、こういう振興公社を設置するために町の中から外していこうという条例

の改正が、平成１５年の１０月１４日、同時の日に仲南振興公社の設立及び出資についてがこのうえ加わって出てきます。だから

振興公社に移行とする、だから町がやっておる特産品センターの条例は外しましょうと、こういうのが１５年の１０月１４日です。

ですから特産品センターといわゆる、どういう表現していいのかちょっと、皆さんに分かりやすくいうには、特産品センターもし

くは道の駅等が先出来て、南の方にあります塩入温泉施設、ロッジ、健康施設等がこの管理者制度に乗っかったと、こういう形に

なっておるんです。私は、町長さんが後で精査するとおっしゃいましたので、この点については触れませんが、町長さん、栗田町

長さんがこういう内容で今後いかれたんでは、私議会人として今後納得できない、議会に承認を求めないで先やると。これは町長

さん、今後あり得ることですか。この点をお聞きいたします。

２点目には、公債費なんですが、財政再建についてだいたい１６．８％が公債費比率、１８％になっておるのが、香川県の中で

３、４市町あったと思います。２０％になりますと当然自立再建法の指定を受けるわけですので、１６．８っていうのは非常に厳

しい状態にあるわけですね。１８％にやや手が届こうか、こういう状態の中です。ですから私は先ほど、ある課長が説明答弁され

た中で、この管理者制度のもんについてはあまりプラスにならなくてもいいんだというものの考え方、これ必ず町の財産ですから、
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町が借金、公債費をしまいするわけです。そういう管理者制度にする場合にはそこが少なくとも努力していただいて、赤字経営を

できるだけなくしていたら。努力せんといたしかたないんだ、管理者制度ってそんなもんですよというものの言い方に聞こえてな

らなかった。

もう１点、監査委員が、公社の監査委員だけ１名なんですね。町の監査委員はなぜかというある議員の質問に対して、これは町

の監査委員がみるもんでない、こういう答弁をされたように私は聞いております。こういうことを踏まえて、町長さん今後、課長

さんもそういう考えでものを捉えられたら我々住民が困る。我々議会人はあくまで住民の代弁者として、住民が安心して暮らせる

まんのう町にしようと思って、我々同士２１名はがんばっておるんです。しかもその中で本会議にそういう答弁をされた、こうい

う問題を踏まえて町長さんにご答弁をお願いいたします。

３点目の行政機構の再編と簡素化について、私は当初言い忘れましたが、私はすべてここに通告で出しております。それ以外の

ことを言うておりません。一般職員の採用の凍結っていうのを言いたかったんですが、これはちょっと町長さんのお考えを聞いて

からとこういうことで申し上げなかったんですが、この点については少なくとも４年間、先ほど８年間と言いましたが、４年間に

退職者は分かるでしょう。採用する方は分からなくても年齢によって、この年度には何人おりますよというぐらいはお示しいただ

きたい。それが私は正義だと思っております。で、もう１点、年功序列式の給与体系の見直し方、これはいちど総務課長の方から、

こないだもお聞きしたように思っておりますので、ある程度の認識はもっておりますが、もう少しあの回に言い忘れたことがあれ

ば、加えさせて答弁をしていただきたい。その３点よろしくお願いします。

町長 栗田隆義君。

川原議員さんのご質問にお答えをいたします。まず第１番目の有限会社の設立とその後の議決のずれということでございます

が、私はまず議会承認が 1番大事であるというふうに考えておりますので、私は今後、議員さんの議決を経てからすべてのことに
取り組んでいきたいと考えております。

また２つ目の公債比率が１６．８％になっており、１８％に近い数字であるとご指摘のとおりでございます。そういったことで、

この新しいまんのう町も非常に厳しい財政事情の中で町政運営をしておるわけでありますので、この公債比率も少しでも低くして

いかなければならないわけであります。そのような中でいろんな行財政改革に取り組んでおります。その中の１つ、職員数の削除

という問題もありますし、それぞれ町が出資しております第３セクターであります公社、株式会社、有限会社等これらもすべて含

めて改革をし、支出を減少していく決意でございます。また職員採用につきましては、平成１８年度には４名の方が退職をいたし

ます。また１９年度末には７名の方が退職されます。そして、２０年度の末には１１名の方、４年後の２１年度３月末には８名の
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方が退職されるということになっております。また年功序列式の給与体系の見直しにつきましては、本９月議会にまんのう町職員

の給与に関する条例の一部改正の条例を提案いたしておりますが、これが年功序列式の給与体系の見直しというわけではありませ

んが、国が進めております職員の勤務評価を組み込んだ改正案となっております。年功序列式の給与体系、終身雇用体制は、日本

型雇用体系として、一定の評価すべき点もありますが、民間においても試行錯誤がなされておりますが、行政が取り入れる方法と

しては一定の制約があり、国、県、近隣市町の情勢を勘案しながら、将来にわたって適正な対応を図ってまいりたいとこのように

考えております。

川原議員さん。

２点目の、町長さんはこういう点についてこれからも議会の承認、議決なしには私はやらない、とこうおっしゃっておられる。

私はこれが正解であろうと思います。じゃ、すでに起きました件について精査すると、仲南公社の年月日がもうすでにずれが完全

にあるわけですから、議会の承認なくしてやったわけですから、これは十分精査していただいて、後日お答えを出していただきた

い、このように思っております。自治法に触れるのかどうか、この点は町長さん、ひとつよろしくお願い申し上げます。

２点目の財政改革でございますが、人口増の対策、昨年の国勢調査で、まんのう町２万人を割った、これは国勢調査ですから、

実際は２万何百おるかもわかりませんが、少なくとも国勢調査で２万人を割っております。その国勢調査が地方交付税のいろんな

基準がございますが、いちばん対象の比率になりやすい、交付税が。いろんな項目ございます、ございますが、人口増に伴うもの

がいちばん多くなってくる。じゃ、人口増にこれを考えたときに何か対策をお持ちですかと。もう１点、起債、毎年起債はいろん

なことやれば起債があります。起債の毎年制限した予算の何％を上限とするのか、ひとつこれから公債を払ていかないかんわけで

すから、起債をするのもひとつ毎年制限して、予算の上限、何ぼまでやと、これを決めておく必要があるんじゃないかと。でない

となかなか公債費を下げるわけにはいかないと思うんですが、この点はいかがでしょう。まずこの点をお聞きいたします。

町長 栗田隆義君。

川原議員さんのご質問にお答えをいたします。まず１点目の公社の運営開始日と協定書の議決のずれ、このことについての法に

違法しておるのではないかというご指摘でございますが、このことにつきましては、詳しく弁護士さん等も相談をさせていただい

て精査をしていきたいと思っております。また２番目の地方交付税の基礎となります人口増加対策についてでありますが、現行の

地方交付税制度はいろんな要素により複雑に産生されており、人口のみに決定されるものではありませんが、現在地方交付税制度

の簡素化議論の中で人口面積により、簡易に地方交付税を算定する方法の検討が進められておるとの情報もありますが、まだまだ

これは検討段階でないかなというふうに思います。しかしながら、議員さんご指摘のとおり、地方交付税算定におきましては、人
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口が大きなウェイトを占めているのも事実でございます。人口の増加対策につきましては、交付税対策としてでなく、新町建設計

画の中でもふれられておりますとおり、誰もが住みよい住み続けたい町を目指していく、こういうことがひいては少子高齢化対策、

人口増加対策にも繋がるものというふうに考えております。なお具体的な施策につきましては、まんのう町総合計画等、現在検討

中の計画の中で、町民の皆さん、また議会の議員の皆さん方とも十分な議論を踏まえて策定してまいりたいとこのように考えてお

ります。

公債費につきましては、川原議員さんご指摘のように、やはり全体の予算の中の何％以下に抑えるという目標は決めておく必要

はあろうと思いますので、今後検討してまいりたいとこのように思っております。川原議員ご指摘のありました起債を予算の何％

におくか、これはやはりきちんとした目標を決めて行っていく必要があると思いますので、今後検討をしてまいりたいとこのよう

に思っております。

以上で、川原茂行君の一般質問を終わらせていただきます。

引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可いたします。

２１番 谷森哲雄君。

それでは一般質問をさせていただきます。

少子化対策と子育て支援について。少子化対策の第１歩は、婚姻の成立が第１歩です。そのために、あえて結婚相談事業を提起

いたします。旧琴南町では結婚相談事業を提起いたします。旧琴南町では結婚相談事業を昭和５７年度より実施、当初は３名で、

３、４年間実施いたしました。そして以後、農業委員会へ委託しましたが、さまざまな事由で成果が上がらなかったわけでござい

ます。そういう中で近来の少子化の実態を考えた場合、非常に憂慮すべき事態ではないでしょうか。出生率１．２５％、また計算

の仕方によれば１．２４％とか、それで香川県でも先般の新聞によりますと未婚率５０％超ということが報道されていました。非

婚、晩婚化が少子化の一因ということで、猪口少子化担当相が政府の責任でお見合いパーティーなど独身男女の出会いの場を設け

る案を閣内で話していたという報道もあったかと思います。こういうご時世ですので、結婚相談員の募集を行って、結婚おすすめ

事業を展開してはどうでしょうか。きっと理解と熱意のある人がおられると、私は確信を持っておりますので提起いたします。

次に子育て支援事業ですが、合併協議の中で中学校卒業までの医療費無料化、保育料の軽減措置を決定し、それを実施されてい

ることには高く評価いたしますが、一人でも多く産んでくださるご家庭への応援として養育資援、第４子以降小学校入学まで月５

千円程度の養育資金を出す制度を作ってはどうか。全国的には、それぞれの県としての支援策、また市町村がさまざまな支援を実

施しておりますが、今回私が提起した事案は、福岡県みずま郡大木町が実施しておりますが、この町は小学校６年間、月５千円支
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援しています。さらに他の支援策もあります。子育て支援については一時金ではなく手当として継続性のあるのが本当の子育て支

援となるのではないでしょうか。

小学校休校、廃校（琴南１、仲南３）後の有効利用について。これらの施設は、それぞれ保全管理費、４施設合計で８７０万を

出していますが、これらの施設の有効活用について種々意見があります。これらの施設の有効利用については、もうそろそろ考え

なくてはならないと思います。地域でのあり方、地域の声、さらに町としてどう活用、位置づけるのか、町としての長期的視野で

検討すべきだと考えます。簡単に考えれば、地域の方への利用開放、例えば老人の憩いの場など、次に考えられるのは都会の子供

たちへの林間学校としてご利用いただくのもよい方策かと考えられます。特に旧琴南東小学校、また仲南西小学校は適切ではない

かと思う次第です。このことにより、都会の子供たちとの交流が生まれよいことかと思います。次に仲南の保育所、廃所後若干の

年数が経っているかと思いますが、いかがされているのかお尋ねいたします。ついでと申し上げれば失礼をいたしますが、琴南役

場２階へ設置しておりました職員用のトレーニング機器は、今どうされていますかお尋ねします。いずれにいたしましても遊休施

設や、使われていない備品も種々たくさんあろうかと思われますので、大略の説明をお願いいたします。

町長 栗田隆義君。

谷森議員さんのご質問にお答えをいたします。結婚相談等の実施についてのご質問でございますが、今日少子高齢化による後継

者不足と結婚問題は、農業を問わず全種、地域において最重要課題となってきております。本町も合併前の今年３月までは、農業

後継者といいますか農業従事者の嫁・婿の不足を解消する観点から町と農協が共同いたしまして協栄地域農業後継者育成推進協議

会を設立し、若人交流会等男女の交流の場となる諸事業を開催してまいりました。その間には後継者に結婚が整い、生涯の伴侶が

見つかり、子宝に恵まれたとの話も聞いております。しかし今日の社会構造の変化により、少子化と晩婚化が進み、結婚しない男

女が増えるとともに、ボランティア的要素の強かった仲人等結婚紹介活動がビジネス化するなど職種の多様化が進んでまいりまし

た。また昨年個人情報保護法が成立したことによりまして、住所氏名など個人プライバシーの使用に制限がかかるようになるなど、

交流会の参加者募集にも苦労するようになりました。そのような中で３町の合併にあわせて育成協議会も解散したように聞いてお

ります。若人の結婚問題は、町にとっても重要問題でありますが、先ほど申し上げました状況を踏まえた市町の取り組み等も調査

を行うことで今後よりよい成果のあがる施策を研究してまいりたいとこのように考えております。

次に子育て支援事業についてのご質問でございますが、現在地方をとりまく大きな問題のひとつが少子化問題でございます。本

町におきましてもご指摘のように合併協議会の中で、少子化対策の一環として中学校卒業までの児童の医療費の無料化、保育料の

軽減措置等他の市町村に先駆けて、少子化対策に積極的に取り組んでおるところでございます。その他にも広く町民の声を聞きな
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がら実施施策の検討をいたしたいと考えております折、議員ご提案の制度につきましても検討していきたいとこのように思ってお

ります。しかしながら、財政的な制限もございます。また県下の経済情勢を考えた場合、補助金として個人給付を行うことが行政

として将来にわたって適正かどうかということも検討してまいりたいと思います。

次、３番目の小学校の休校、廃校の有効活用についてでございます。現在廃校となっておる施設は、旧琴南東小学校と旧仲南東・

西・北小学校と仲南西・北保育所の６施設でございます。そのうち旧仲南の３小学校の体育館につきましては各体育クラブ等への

一般開放を行っております。また旧仲南北小学校ランチルームにつきましては、文化団体への貸出となっております。また仲南北

保育所については現在休所としておりますが、この北保育所を現在北・東幼稚園の預り保育所として数年前から使用しておるとこ

ろでございます。いずれも体育館やランチルームを使用であり、校舎棟については利用がない状況でございます。今後は利用がな

い校舎棟の活用を図るため、地域や各種団体、各文化団体等への働きかけを行ってまいり、活用を図ってまいりたいとこのように

思っております。なおこれらの働きかけを行いつつ、空き施設の利用につきましては検討会を近く立ち上げて協議を平行して進め

ていきたいと考えております。検討委員会は教育委員会、議会議員、地元自治会等を考えておるところでございます。

次に、旧の琴南町役場２階へ設置してありました職員用のトレーニング器具は今どうされているのかのお尋ねであろうと思いま

す。いずれにいたしましても、遊休施設や使われていない備品も種々たくさんあろうかとは思われます。そこで、琴南町役場２階

へ設置しております職員用のトレーニング器具及び給湯施設や使われていない備品についてでありますが、議員さんもご承知のと

おり旧琴南町役場は合併後も地域住民の行政サービスの窓口として支所を設置し、町行政の推進を図っておるところでございま

す。職員につきましても１６名を配置しておるところであります。職員の福利厚生、また健康管理の一環として、旧町時代に設置

したトレーニング機器については、現在も利用しておるところであります。また遊休施設についてでありますが、旧琴南町につい

ては東小学校のみというふうに認識をしております。本施設についての活用については現在検討中であります。また使われていな

い備品についてでありますが、小学校の統廃合に伴い、東小学校の備品類を琴南小学校、もとの西小学校へ移動した以外のものが

残っておりますが、教育委員会及び西小学校で管理をいたしております。また琴南支所の庁舎内においての備品について、２階の

議会スペースにおいて机、テーブル等が現在使用していない状況でございます。以上でございます。

谷森議員。

 町長の丁寧なお答えをいただいたわけでありますが、少子化対策と子育て支援、これは全国の市町村、特に山村部においては血

眼になっておると。例えば愛媛県の山間の村ですが、家を建ててあげてぜひ住んでくださいと、こういうような村もあります。そ

してまた先ほど町長のお答えにもありましたが、保育料を全額免除する、これはそれぞれ条件があろうかと思いますが、それから
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また子育て支援についても、いわゆる一時金でなくして継続的に支援していくのがほんとの支援策ではなかろうかとこういうこと

であります。そういう中で私は特に最近思うんですが、非常に非婚晩婚、いわゆる結婚しない方が非常に多いと。そういう中で一

般的には町やったら町が、あなたとあなたお願いしますよとこういう形ではなかなか前向いて行きません。だからやはり私は町内

の中で、結婚相談員についての募集をしていただいて、そしてその方に熱意を持ってやっていただきたい。そういう中で私は個人

的にある人が、そういうことについて一生懸命やりたいがとこういう声も２、３聞いておりますので、こういうことを申し上げた

わけでございますので、いわゆる町の方が婦人会とか農業委員会とかあるいはＪＡの協栄とかそういう中でしたのではなかなか片

手間になりますので、そういう中でぜひ募集していただいて、熱意のある方、この方にこういう方をぜひお願いしていただきたい

とこういうことでございます。それから子育て支援については、特に若いご父兄が最近、老人のいろんな面での支援がいっぱいあ

るがと、若い人にもっとしてくれと。そういう中で私がどうして第４子ということを言いましたかと申し上げますと、いわゆる第

４子まで産んでもらえる家庭を支援する、こういうことも非常に大事ではなかろうかと。なかなか第４子まで産む夫婦が少ないの

で、そういうなんでぜひお願いしたいと。

それから次の遊休施設の活用でございますが、いわゆる特に学校の後については、一部には年寄りのために何とかしてくれとか、

改築するには相当なお金も要りますので、いずれにいたしましても学校とか運動場、非常に広いスペースがありますので、町長が

検討委員会作ってというようなことお答えありましたので、そういう中で速やかにしていただきたい。琴南にもその他若干の施設

があるんですが、私たちも合併するまで琴南でおったのでこの分については申し上げませんが、ひとつだけお願いしたいのは役場

の２階においておったトレーニング機器、これは今役場の職員非常に減っておりますし、そしてまた一部上がっていくところを塞

いでおりますので、役場の職員の方もご利用されてないと思いますので、私は今支所長もお見えになっておりますので、農改セン

ター等移動していただいて住民の方にもご活用していただきたいとそういうなことで遊休施設や備品についてほんとに有効活用

していただきたい、そういうことでございますのでよろしくお願いいたします。これで質問終わります。

それでは谷森哲雄議員の一般質問は終わらせていただきます。

議場の時計で２時５０分まで休憩をいたします。                        休憩 １４時４０分

引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可いたします。                再開 １４時５０分

４番 白川年男君。

４番 白川です。通告を許されたので図書館について１点、地元のほうからもまた知り合いからもいろいろ話がありましたので、
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一言お願いなり要望なりさせていただいたらと思います。

本町には図書館らしきものがまだ整備されておりません。そこで四條とか地元の方からも気軽に行って、新聞とか、そうそう専

門的なものは専門の部署へ行ったらいいんですけど、ちょっとした調べもの、適当な図書館等、新しい町になったもんで各地域に

そういうのがあったらどうかという要望が多々あります。旧満濃町議員も前々回、兵庫県の市川町の図書館、文化ホールの視察、

見学へ行きました。その施設はたいへん立派なものだったと覚えております。この辺でいうならば綾歌のアイレックスと丸亀駅前

の猪熊美術館の下の図書館を合わせたぐらいの立派な規模かと思います。そして人々とも話はしますが、建物が立派なのに超した

ことはないがまず中身が使い勝手がいいのが第１だと。そこで次のように提案いたします。旧満濃町においては旧村５町ですわね。

それと仲南、琴南ごとの公民館にて、また中央公民館の一角を整備するとともに、長炭であれば長炭の小学校が中心になるので出

かけていって新聞や週刊誌あるいはそこそこの調べたい本がみられると。四国新聞あたりは家庭家庭によって違うとは思います

が、私事にはなりますが、四国新聞ぐらいしか目を通しません。やはり全国紙もたまには見たいときもありますし、そういう意味

合いにおいてもそこそこの新聞、あるいはそこそこの週刊誌、ある程度の調べものができると。丸亀の猪熊、高松の県立になると

やはり立派な図書館等も見受けられるし。さらに私の家にも古い本がいろいろあります。さらに各家庭に眠っている本も活用する

ことも大事だと思うし、また本に、こういうことを調べたいんだと、そうするとなかなか本屋さんへ行って調べてもなかなか見当

たらんと。そういう意味で簡単なコンピューターソフトで検索システム的なのは十分あると思うんです。そういうソフトもそんな

に最近高いものでないと思いますので、各小学校を含めて、何でも構築していくのが手間隙かかるもんで、町には優秀な人材がた

くさんおいでると思うんで、そういう人たちにお願いして、公民館単位で検索できるようにして、最後にたしかにセンター図書館

とか文化ホールとか、そういうなんを先々でいいんでないかと思うが、文化ホールについては仲南の公民館、琴南の公民館、階段

式の、あそこでそこそこできるんでないかとして、図書館についてはまず各旧村の、長炭の公民館ももうひとつ手狭になっておる

んで、この辺を６月の時に、町長のほうも地元の人にいろいろ相談して、来期ぐらいにはこの辺を考えていくという話を承ってる

んで、それに加えてそんなに大きい図書の器でなくともまあまあそこそこの本が入る旧村ごとのミニ図書館を設置し、やはりそれ

には手間隙かかるがパソコンでネットワーク化する人材もいる。人も余ってはなかろうとは思いますが、町の仕事というものは、

どの仕事でも同じですが、やはり忙しいくらいが、その人たちに責任を持たして、これをコンピュータ化するプロジェクトチーム

をつくって、これには某かの建物、設備等費用は掛かると思いますが、それをやはり前もって次年度の予算とかその辺にも裏打ち

するような手立てが必要でないかと思うんです。そういう住民の文化的な声を私も地元、四條からも承っとんで、ここでぜひとも

来期に向けてお願い、要望としてここに申し述べたらと思います。その辺含めて執行部のご意見賜りたいと思います。以上です。
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教育長 尾鼻勝吉君。

ただいま白川議員さんからの質問に対してご要望がありましたが、お答えをさせていただきたいと思います。図書館兼文化ホー

ルの整備についての構想、そういったことについての質問であったと思いますが、現在の高度情報化あるいは高齢化が進む中であ

らゆる資料や情報の提供の窓口であると、すべての町民の日常の生活に潤いと豊かさをもたらす図書館の役割はますます大きくな

り、生涯学習社会を支える最も中核的な施設としてその整備が重要であるということは、皆さん方とともに、私もそういうふうに

思っております。当然、合併協の中でも町民の声として図書館の建設とかいう希望も挙がっていたかと思いますが、住民の声だろ

うというふうに思っております。しかし現在の町の財政状況を考えますと、早期に図書館、文化ホールを整備することは非常に厳

しいのが現実であるというふうに感じて思っております。このことからまず図書館においては各公民館にある図書を有効に活用す

るよう図書検索システムの導入を早期に行っていきたい。また県立図書館との連携・協力を図り、不足図書の補充も進め、住民の

ニーズに対応できるような改善を図っていきたいと思っております。現在、先ほど出てきました旧満濃町の５つの公民館、それか

ら琴南、仲南の公民館の図書、あわせて２万５千冊ほど保有しております。そのうえに児童用図書が大方６千冊ほど、合わせて３

万余りの図書を保有しております。それに県立の巡回図書なんかも活用しておるということで、現状はそういうことでございます。

また文化ホールについては、旧町にそれぞれ小規模ではございますが、ホールを有しております。これらの活用を図るべく、住民

の方々や各種団体の意見を拝聴しながら、活性化していきたいと考えております。将来の図書館、あるいは文化ホールの整備に向

けては、まんのう町の将来を見通した中で、構造として考えていきたいと思いますが、私自身の中で図書館というものは、相当維

持経費が大きく掛かります。人口２、３万ぐらいではほんとうの意味での図書館というのは経営が難しいだろうと、何十万の人口

に対する１館、大きくいえば中讃管内、あるいは中西讃で１館になるんでなかろうかなという気もいたしますが、いずれにしても

まんのう町の町民の潤いとなる施設の建設、そういったものについては将来を見通しながら構想を練っていかなければならないと

思っております。以上で答弁とさせていただきます。

白川年男君。

今おっしゃっじょった検索システムを各部署にパソコンなりその辺で調べると、そういうのは費用は相当かかるもんでしょう

か。そんなにかからんのであれば、来期といっても早々に手立てをしとかんと次の４月から即しますよいうんでもままならんと思

うんで、そこらの構想を再度お聞きして私のお願いなり、答弁をお願いしたらと思います。

教育長 尾鼻勝吉君。

ただいまの再質問ですが、ソフトの導入が３０万ぐらいかかるんでないかと思いますが、詳しくははっきり分かりません。ただ
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その入力に対する人的な問題、相当の冊数でございますので、そういったものにある程度かかるだろうと、これはそのほうに向け

て検討していくということは、たぶん来年に向けてそういった予算的なことも当然財政当局と検討・調整せないかんと思いますし、

そういう方向に向けて今後皆さん方が、仮に長炭であれば長炭の公民館で検索していただければ、自分の希望の分がどこそこにあ

るとかいうのが分かる形のものを構築することに向けて検討していきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたらと思いま

す。

そういうなかでぜひとも実現の方向に向かってお願いしたらと思います。以上です。

それでは白川年男君の一般質問は終わりました。

引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可いたします。

３番 本屋敷 崇君。

３番 本屋敷 崇です。議長に発言の許可をいただきましたので、通告に基づいて一般質問を始めさせていただきます。

３月２０日より早いもので半年が過ぎました。こと町執行部におかれましては合併に伴うさまざまな調整に追われ、この３町合

併が円滑に進んでいくよう日頃から尽力を尽くされていることに感謝申し上げます。しかしながら未だ我がまんのう町には、早急

に対応していかなければならない問題が山積みされている状態であろうと思います。そこで今回の一般質問では、山積みする問題

から３点ほどお聞かせいただいたらと思います。まず１点目は、６月議会の一般質問において質問させていただいた廃校利用につ

いてです。さる６月議会におきまして、町長は黒木議員が質問された際に、今後早急に町内で新たなプロジェクトチームを立ち上

げ、有識者の方、一般の方々にも参加をいただくとのお答えでしたが、その後どのように進捗されているのかをお聞かせいただい

たらと思いますという通告でしたが、先ほどの谷森議員の答弁を聞く限り、目新しい進捗は見受けられないように思います。そこ

で、ひとつ考えていただきたいのですが、現在廃校となっている４校の小学校は大切な町の財産であるとともに、防災面から見て

も各体育館は避難場所にもなっております。建物というのは、人が使わなくなると老朽化が進むものです。現在各小学校に年間管

理費として約２００万円ほど計上している状況も踏まえ、プロジェクトチ－ムではなく、管理してくれるものを早急に募るか、各

地域の地域振興の拠点として地域のほうに管理していただくような早期の利用を進めるのが好ましいようにも思われます。

２点目は、小中学校の耐震問題についてであります。本来この事案は教育民生の立場にある私の方からお聞きすることではない

のかもしれませんが、町長の施政方針でも触れられ、なおかつ住民の関心も高く、合併特例債も絡み、急がなければならない事案

ではないかと思い、あえてお聞きさせていただきます。本来、教育は行政と一線を画するものであったはずで、国民に認められて

いる大きな権利であろうと思います。しかしながら、現在の国内の状況を見れば、財政難を理由に教育とはかけ離れた部分での統
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廃合及び耐震工事の遅れが生じているように見受けられます。我がまんのう町においても現在、満濃中学校及び長炭小学校が耐震

工事が行われておりません。おそらく、この２校は建て替えも視野に入れての遅れであろうと個人的には推測しておりますが。そ

う思いますのも、４月に行われた町長選挙におかれまして、町長は、満濃中学校の統廃合及び建て替え、長炭小学校の建て替えに

ついて、合併特例債を用いて行いたいとおっしゃっておられたと思います。合併特例債においては、合併に伴い生じたものにおい

て適用されます。ということを考えれば、今後学校の統廃合も視野に入れられておるのだと思います。統廃合となれば、どこをど

う統合するのか、また統合する理由は何なのか、統合に伴う、生徒児童に関係してくる弊害にはどう対処していくのか、などなど

多くの問題が提起されてくることと思います。実際、そうした多くの問題を解決していくのには、時間を要するものであろうと思

います。しかしながら現在、耐震の済んでいない学校において、毎日未来ある子供たちが授業を受けているのも事実です。そこで

まず、町長の考えられる教育に対する姿勢をお聞かせいただいたうえで、この問題をどう考えておられるのか、さらに急を要する

であろうこの事案について、今現在どのように対応しているのかをお聞かせください。

３番目の質問は、役場町職員の職員数についてであります。これは先ほど来の質問と重複することもありますが、６月議会の町

長の施政方針におきまして、合併協議会の中で出されていた、２０１６年までに職員数を現在の２６０名から２１６名に減らすと

いうのに対して、それをさらに２年前倒しにして、２０１４年には２１６名に減らすということが盛り込まれておりました。確か

に今年度からの年度別退職者を見ていけば、採用者がなかった場合において２０１４年には１９０名ということになるようです。

しかしながらこの退職者の中には、教諭や保育士、調理員、用務員も含みます。この職種の方の補充をすべてすると考えれば、そ

れ以外の一般行政職が２０１６年までに４９名の方が退職して２０９名となります。単純に考えれば、後８年で７名の採用となり

ます。少し単純に考えすぎの面もありますが、大雑把にみたとしても、これからの職員採用数は少なくなると考えらます。そうし

た中で懸念されるのは、当然今のままでは住民サービスの低下に繋がるのではないかというところです。一般的に職員数は住民

１００人につき１人が基本といわれております。確かに我がまんのう町は山間地域を多く含むために、都市部と同じようにいかな

いことも分かります。しかしながら現在、予算における職員人件費は２６．７％と４分の１以上を占め、臨時職員を合わせればさ

らに増えるのも事実です。そんな中、今の住民サービスは十分であるのかというところも疑問ではあります。そこでお聞きしたい

のですが、これから小さな政府、地方分権と叫ばれる中で各地方に振り当てられる仕事は多くなってくるように思います。そうい

った中で２０１４年に２１６人とするためには、どのような施策をとるのか、また住民サービスの低下を防ぐためにも、これから

の職員に求められることは何であるか、町長のお考えをお聞かせいただけたらと思います。

町長 栗田隆義君。
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町 長 本屋敷議員さんのご質問にお答えをさせていただきます。

まず第１に、私の教育に対する考え方、姿勢についてお答えをいたします。地域を担う子供たちの教育育成は非常に重要であり、

無限の可能性を秘めた子供たちがふるさとを愛し、自ら学び、自ら考え、心豊かでたくましく育つように、生きる力を育成すると

同時に、それぞれの個性や能力を十分に引き出せるような教育環境作りに努めてまいりたいとこのように考えております。

まず第１点目の廃校の利用活用についてのご質問でございますが、先ほど谷森議員さんの質問にもお答えいたしましたように、

学校跡地の利用につきましては現在、旧仲南町の小学校、体育館３校の利用についてはほぼ毎日使用されておりますが、校舎棟及

び琴南東小学校については、現在のところ利用はございません。これらの利活用につきましては、委員会でも検討してまいり、ま

ず地域での活用を１番に考え、それぞれの各種団体やクラブ等にも利用の呼びかけをしていこうと考えております。ところで、そ

の後これ以上での地元の希望がないということであれば、他の公共施設等への利用も考えなければなりませんが、そのためには検

討委員会を立ち上げることにしています。いずれにいたしましても、補助金適正化がございますので、準備期間等十分に協議いた

しまして適正に対応いたしたいと考えております。またそれぞれの今休校になっております学校の利用については、旧町のそれぞ

れの町でいろいろ検討されたやに聞いております。その結果、これが一番いいんだと方向は見出せなかったというような話を聞い

ておりますので、今後いろいろまた検討してまいりたいと思っております。それと小中学校の耐震問題についてであります。現在

町内の小中学校で耐震補強工事が実施されていない学校は、満濃中学校の校舎、体育館、琴南中学校の校舎、体育館、仲南小学校

の校舎、長炭小学校の校舎、体育館、２中学校、２小学校であります。このうち仲南小学校につきましては１８年度に耐震診断を

行いまして、１９年度に耐震補強工事を行うよう作業を進めています。次に満濃中学校につきましては、先日の善通寺市の耐震診

断で、東中学校校舎などが著しい強度不足と指摘されましたことを受け、県教委のほうから本町の満濃中学校について、早急にコ

ンクリートの強度を確認するよう指導があり、総務課とも協議のうえ、現在そのための作業をすすめておるところでございます。

また 3 番の町役場職員数についてのご質問でございますが、議員ご指摘のとおり現在の地方をとりまく情勢は、たいへん厳しい

ものがございます。国県の行政改革は、行政改革に名を借りて市町村への事務への押し付け、三位一体改革として補助金の削減、

従来国が地方独自財源であるといっていた地方交付税の実質的な総額規制等による地方財政の締め付けが進む中、税源委譲は口ば

かりで遅々として進んでおらず、都市と地方の均衡をどう図っていくのか、もっと根幹となる部分の説明がなされないままでござ

います。しかしながら、地方に対する住民ニーズは増え続けてくるのが自明でございます。したがって財政の健全化のために職員

のひいては人件費の削減に努めるとともに、住民ニーズを的確に把握して、行政として求められる住民サービスを向上させなけれ

ばいけません。それは２つの相反する命題に取り組んでいかなければならないわけであります。そのためには１番には職員一人一
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人の資質の向上と意識改革が必要でございます。２番目に住民ニーズの的確な把握により、行政がやらなければいけないもの、民

間にやっていただけるもの、住民に協力をお願いするもの、住民が自己の責任において取り組むべきもの等を明確にし、限られた

人員、限られた財源で誰もが住みよい、住み続けたい町づくりを図っていかなければなりません。今ここでばら色の将来をお約束

することはできませんが、町民の皆様方、議会議員各位、町職員の英知を結集してよりよい町づくりにまい進してまいりたいと考

えておりますので、皆様方のご協力を心からお願い申し上げます。

本屋敷 崇君。

町長の方から答弁をいただきまして、それに対して再質問させていただきます。

１番目の廃校利用のほうですけれども、旧の琴南町のほうでも検討委員会がつくられたようですけれど、それでもやはり対策と

して何も出なかった状況ですね。それなのにまた今からまんのう町として対策委員会を募るのでは浪費するばかりで、建物の老朽

化が進むばかりになると思います。そこを考えていただいて綾川町のほうではＮＰＯのほうに貸出したりとかそういうこともして

おります。財源のほうも補助金適正のほうも特例のほうが小泉内閣のほうでゆるくなった部分もあり、廃校利用のほうは特例対象

になりやすいという現状がありますので、そこも踏まえたうえで、遅々として進まない検討委員会をするのではなく、公募するな

り地元に貸すなりなどの検討をしていただいてはどうかと思います。

２番目の小中学校の耐震問題についてですけれど、やはり今の町長の答弁の中には統廃合の問題が含まれてませんでしたけれ

ど、やはり住民の声として回っておりますと、私の住んでる琴南町でも、いつ琴南中学校は合併するんだとそういう話が聞こえて

まいります。後２、３年のうちには合併するんでしょとか、それはどうにかならんのかとか、そういう話にもなってきます。そう

いった時にひとつ考えていただきたいのは、まず財政難で合併ありきで話を進めないでいただきたい。いろいろ全国的には人数が

減った学校には山村留学の適用であるとか、小規模特認校制度、近隣だとさぬき市で前山小学校というところがしているんですが、

あと新居浜市とかではですね、併用して中学校選択制度ですか、そういうのも適用しております。また１９９７年には文部科学省

のほうからですね、公立小学校の通学区域制度の一層の弾力化ということで、署名も回ってきているかと思います。そういった中

も含めてですね、住民に説明するときには、こういった選択肢もあります、この選択肢を選んだ場合にはこうなりますというのを

まず説明していただいて、その中で住民の中で議論していただく、こういう形をつくっていただきたい、それでですね、納得いっ

たうえでの統廃合というものにしていただいきたいと思います。それでですね、Ｑ＆Ａ方式としてホームページ上に載せている、

学校の統廃合を載せてる自治体もたくさんありますので、そういった外にみえる話をしていただけたらと思います。

最後３番目の職員数の話ですけれども、先ほどの川原議員の話とも関わりますが、起債を下げて財政を抑えていくという話をし
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ていくうえで、やはり今３分の１の人件費がかかっております。その中で話をしていますと、３分の１の人件費があるうち、また

こっから予算を下げるとなれば住民サービスが低下するのではないかという話になりますけれど、そこをカバーするのが今の職員

さんの力だと思います。どちらかといえば職員さんは内向きであって、職場内の中での話が多いんですけれども、それを外に外に

向けていただいて住民へ住民へ向けていただいたらと思います。先進的な町では、朝役場に来なくてもいいと、役場に来なくても

いいから地域を回って不具合を調べて来いというような地域、町もあります。そういったことも考えてですね、財政難になる中で、

職員として何ができるのかということを町長はじめここにおられる執行部の方がうまく統率をしていただいたらと思います。以上

です。

町長 栗田隆義君。

本屋敷議員さんの再質問にお答えをさせていただきます。廃校の利用につきましては、ご指摘のようにＮＰＯ法人とかまたいろ

んな団体等で使用したいというような話がありましたら、すぐにいろいろ相談をさせていただいておりますし、現にＮＰＯ法人の

ほうからぜひ利用させていただきたいというような話も今きておるので、前向きに検討してまいりたいと考えております。また学

校の統廃合の問題につきましては、まず満濃中学校と琴南中学校の統合ということがいろいろ言われておるわけでありますが、現

在琴南中学校の生徒数は、６２名であります。今後５年後の平成２３年度ぐらいまでは、何とか現在の生徒数とほぼ同じか緩やか

な減少でありますが、それ以後につきましては減少が著しく、平成２５年度には生徒数も３６名になる見込みでございます。将来

的にはその人数では経営が成り立たないということは十分予想されるわけであります。また満濃中学校は建築後４０年以上が経過

し、早急に建て替えの必要があるというふうに考えております。これらのことを踏まえまして、満濃中学校の建て替えに併せて、

琴南中学校の統合を考えていかなければならないなというふうには思っております。今、本屋敷議員さんご指摘がありましたよう

に、いろんな方のご意見をまず聞かせていただきたいと思いますが、このまえ仲南のご父兄の方に聞きますと、「町長さん、最初

は満濃、仲南の生徒を満濃中学校にやるのは反対でした。ところが実際行ってみたら、やはり同じ町内で中学校の頃ぐらいですか

らすぐに仲良くなれて、やっぱり統合してよかったな」とこのように言われております。どうも聞きますと、琴南ではいろいろ反

対という声も出ているようですが、そういったことは父兄として本当によかったということを、できたら町長さん、私行って、琴

南町の父兄の方にも相談してあげますよというような方もおいでたわけであります。琴南中学校の統合に関しましては、生徒の通

学による負担を軽減するために最良の方策を、今後も統合にあたって保護者の皆さん方とも話し合いの中で見出し、最重要課題で

あるというふうに考えておるところでございます。

また職員数の問題でございますが、これは財政上は職員数を削減していかなければいけない、そうするとどうしても住民サービ
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スの低下につながっていくんじゃないかと、これが１番大きな問題でございますが、そのためにはやはり先ほども申しましたよう

に、職員一人一人の資質を向上させ、そして職員の目線が住民と同じ目線、また住民のほうへ向いておる、まず行政は最大のサー

ビス産業であるというふうに言われておりますので、そのことは１番に考えて今後もがんばってまいりたいと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。

本屋敷 崇君。

先ほど中学校の話の時ですね、仲南の方と琴南の方とではちょっと地理的に違う部分もありますので、そこも検討していただい

てですね、やはり教育というのは児童・生徒に与えられた権利であって、国民が受けるべきものです。僕個人の考えとしましては、

１人でもその学校で受けたいというのであれば、そこに先生を配賦するのが当然教育の権利の中の１つだと思いますんで、そこは

もう一度、教育とは何なのかというとこから考えていただいてですね、していただいてもいいんではないかと思います。ですから

皆さんと協議のうえでですね、円満に話が進むようにしていただいたらと思います。

あと最後の町職員の話のところですね、これから減っていくという話になりましたけれども、１つ町長のほうでご提言していた

だきたいのが岩手県などの先進地では財源委譲に伴い、人員も派遣として末端自治体のほうに降ろしてきている事例もありますの

で、町長会とかのほうで県のほうにですね、お金だけもらってもしょうがない、そのお金をもらうのに人がおらんのではしょうが

ないので、県のほうから専門職なり事務職なりそういうのを降ろしてもらって、地方末端自治体が円滑に進めるように提言してい

ただいたらと思います。答弁は結構です。

それでは本屋敷議員の一般質問はおわりました。

引き続き一般質問の通告がありますので、これを許可いたします。

１０番 藤田昌大君。

議長のお許しをいただきましたので、通告に基づき、地域防災組織の現状と今後の考え方、そしてもう１つは郵政公社民営化移

行に伴う地域安全協定の今後の対応について質問いたしたいと思います。新しいまんのう町が発足し６ヶ月が過ぎようとしていま

す。大きくなったゆえに、私たちは行動する度に責任の重大さを痛感し、町民の期待の大きさに身が引き締まる思いであります。

こうした日常活動の中で合併により生じた２点について問題提起をし、町長のお考えをお伺いしたいと思います。

１つは合併協議会で先送りとなっております、まんのう町防災組織の現状であります。協議会決定については旧満濃町議会の反

対により先送りとなっておりましたが、現状はどのようになっておるのか、消防団員が心配しておりますのでお尋ねしたいと思い

ます。また各地区の避難場所についての現状はどうなっているのか、ただいまの廃校跡地利用で明らかになりましたので、１箇所
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だけ仲南、琴南の東小学校だけで結構です。そしてその場所の住民周知、表示方法、その建物がふさわしいか、現状についてお答

え願いたいと思います。また先般、県の四国新聞に載りました災害ハザードマップはどうなっているのか、もう１つは土石流災害

指定地域の対象地区について、そっくり民家が指定地域になっております。その指定場所についてどのような指導をしているのか

お尋ねしたいと思います。今般オフトーク放送では９月の災害月間を意識して放送しておりますが、実質的な対応についてお伺い

したいと思います。

次に小泉内閣の地方切捨て政策により決定した郵政公社の民営化に伴う過疎地域高齢者の生活基盤を根底から脅かす事態が発

生していることについて、今後の対応についてお伺いしたいと思います。平成１１年、自治体、郵便局、警察署は相互理解による

高い信頼と協力体制を基本とし、地域の安全を確保するため、支援活動について地域安全協定を締結したところであります。その

ことは、郵便業務を通じた地域における密着性を生かして、地域の安全活動に積極的に貢献することを目的としております。地域

における交通事故防止対策等の推進、非常事態等の通報、年少者等保護活動の推進、道路情報等の提供、以上４点であります。こ

れらの協定書についての現状の扱いについてはどのようになっているのかお尋ねします。来年１０月の郵政公社民営化の実施に向

け、郵政公社においては大胆な統廃合を行い、仲南局、美合局の郵便集配、貯金･保健の集金・募集業務が９月１１日に琴平局に

移管されました。現状の協定サービスがどのような事態になっておるのか、公社、警察署との関係についてお尋ねします。また、

ひまわりサービスというのがあるようでありますが、これはなくてはならないサービスのように思われます。現状はどのようにな

っておるのか、どのように対応するのかお尋ねしたいと思います。郵政公社については、平成１１年末の提携時と民営化に向けた

申し入れをどのように受け止め、現状の対応をするのかお尋ねしたいと思います。最後に琴平警察署及び各駐在所との相互連絡体

制はどのようになっているのかお尋ねします。郵政公社については、来年１０月の民営化に向け取り組んでいるようであります。

まんのう町においても協定の趣旨を鑑み、なお一層の三者協議を重ね、地域住民の安全確保を図れることを願うものであります。

ましてや美合地区における現状はたいへん悲惨な叫びであります。現状を的確に捉え、切実な住民の声に応える答弁をお願いし、

私の質問を終わりたいと思います。

町長 栗田隆義君。

藤田議員さんの質問にお答えをいたします。地域防災組織の現状と今後の対策についてのご質問でございます。地域の組織体制

でありますが、仲南地区は１７自治会で組織化され、細分化されております。琴南地区は１６年度から、満濃地区は１７年度から

組織化を図っております。組織表の提出は、まんのう地区で１４地区と少ないのでありますが、各地区とも自治会を中心に土嚢袋

の保管などを行っており、ある程度組織化が進んでおると思われます。今後も行政ができることはごく一部であり、自助・共助の
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立場で災害対策を進めてまいりたいと考えております。職員については、警報発令があれば旧町職員は各支所、本町勤務の体制を

整えております。避難場所の周知等では、旧町で防災マップ等を配布いたしておりましたが、現在地域防災計画の策定と防災マッ

プ作成のための準備を進めており、地域での聞き取り調査を行い、マニュアル作成やマップ作成をし、住民周知を図ってまいりま

す。土石流の危険地域の対応でありますが、マップを作成し、危険であることの認識をもって常に注意をしていただくように周知

していく考えであります。土石流の危険地域は広範囲にわたっており、危険箇所対策の工事等は現地的には不可能な状態もあり、

そのことを踏まえて、マップ等で周知してまいりたいと考えております。

次に、郵政公社民営化移行に伴う質問でございます。地域安全協定の効力でありますが、旧町で締結いたしておりましたが、新

町では締結いたしておりませんが、その精神は引き継がれておると確信をいたしておりますので、今後、締結に向けて協議を行っ

ていきたいとこのように考えております。郵政公社の現状の対応でありますが、郵便の集配業務は琴平郵便局のみで行われるとい

うふうに聞いております。これまでは、地域を熟知した職員の配達であったことも考え、今後、誤配・遅配のないことを願ってお

るところでございますが、町内５郵便局が町民にとりましても、今後とも便利な郵便局であり続けることを念じております。詳細

につきましては、担当課のほうから説明をさせていただきます。

総務課長 栗田義郎君。

ただいまの藤田議員さんの各地区の避難場所の住民周知、現状についての話でございますけれど、まず避難場所、避難施設がご

ざいます。台風等の災害の場合と地震災害の場合の避難場所、避難施設の問題がございます。非常に分かりづらいところもありま

すし、たとえば今の琴南の中学校でありますと、これが地震のときにどうなのかとか、台風のときにどうなのかという問題点がご

ざいます。台風の場合は避難場所として可能でありますけれども、地震の場合には避難場所、避難施設としては非常に問題があろ

うかというふうに考えております。ただそういうのを１つ１つ改めて、防災マップ等を今年発注しまして、現地の聞き取り調査、

現地調査をしまして今年度中にそのへんをきちんと決めて、防災マップのある程度地域性を加味したような防災マップ配布を来年

度行っていきたいと考えております。ですから今、私が持っておるのも満濃町の防災計画だけでございまして、これが３町合わせ

てもう少し分かりやすくマニュアル的なものをこしらえていきたいと考えておりますので、もうしばらくお待ちを願えたらという

ふうに考えております。以上でございます。

藤田昌大君。

自席で失礼します。まず地域防災組織の部分でですね、いちばん肝心なのはですね、総務課長が答えていただいた災害に伴うで

すね、避難の部分ですよね、たとえば耐震工事が済んでないとこへ避難されたら困るんで、そういった細かい、災害に対する避難
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だいたいと思います。洪水土砂災害ハザードマップといったのが、８月２３日の四国新聞だろうと思いますが、市町村の６割が未

制作であるということが出てます。作っていないこと、いちばん問題はですね、省きますが、市町村は災害の専門知識を持つ人材

が少ないし、ハザードマップの作成普及は難しいとこういうのです。多くの自治体がマップの製作を負担に感じている、こういっ

た結びがあります。そういった部分ではですね、今、本屋敷議員が言った部分と関連するかと思いますけれども、やはり上部との

緊密な連絡をとりながら、早急に昨日もオフトークで言ってましたけれども、大地震は想定されるという部分であります。明日の

ことかも分からないいうんがありますので、危機感を持って災害対策については、これ命に関わる部分ですから、ぜひやっていた

だきたいと、そしてまた耐震補強工事も、空き教室であろうが、体育館については早急にぜひ取り組んでいただきたいと思います。

郵政公社の部分は１７年ですから、現職の佐野助役さんも琴南のときはあまり関わってなかったんでないかなと思います。平成

１７年にですね、これは作られた地域安全協定でありまして、その中身は非常に細かくなっております。これが地域安全協定書で

ありますけれど、この中身は今言いましたように交通事故の防止対策、そしてまた非常事態については、痴呆性高齢者の徘徊、行

方不明事案、独居老人等のですね、法に関する部分をですね、郵便局の仕事上知り得た部分について、警察なり自治体に通報して

ほしい、そういう大きな部分でありますし、年少者保護等の推進部分についてはですね、児童・生徒の母親、そしてまた女性に対

する部分、いろんな危害が加えられる部分についてはですね、特に４３８が開通して以降ですね、僕らも美合地区へよく行きます

と、機械がそっくり盗まれる事態もあるようであります。そういったことを考えるとですね、非常にそういった日常的な住民の目

が必要だろうということで提携していることだろうと思います。そしてまた、これから大事にしていきたいのが道路情報の提供だ

ろうと思うんです。特に、中通から奥の美合地区については、夜間の部分、またこれから想定される冬季の日陰の凍結事情は、非

常に厳しい状況があると思います。郵便配達の人が下り坂で曲がった途端に凍結した道ですべって大怪我をした事例があります。

そういったことはやはり日常的な郵便局で仕入れた情報をですね、即建設課へ通報していただいて現状を知る、これはたいへん重

要なことだろうと思いますので、ぜひそういった立場ではですね、郵便局からの申し入れはですね、たぶんもうきておると思いま

す。集配局再編に伴う自治体説明資料いうことでですね、琴平郵便局が集配拠点局再編の基本的な考えを説明しなさいということ

で、郵政公社から降りてますので、たぶんこの地域とともに歩む郵便局いうことで、たぶんこの説明資料で来てるか来てないかお

聞きしたいんですが、そういうことでですね、四国郵政公社のほうから指導がきてますので、琴平郵便局としてはまんのう町役場、

琴平町役場へ来ないかん義務があるんですよ。ですからそれを聞いてます。その中で現状どうなっているのか、そしてまたこの中

身を町長がどこまで知っているのかちょっとご答弁願いたいと思います。以上です。
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確かに、郵政民営化ということで、状況が変わりますということで、琴平局の方から説明に来ていただいて、資料もいただいて

おったように思います。

藤田昌大君。

たぶんその程度だろうと思います。郵政民営化についてはですね、非常に大きな住民の、地域の方の住民生活が根底から脅かさ

れるような事態でありますし、美合、琴南地区については非常にたいへんな状況だろうと思ってます。そして郵便局がですね、公

社化とか民営化される前にいろいろ地域貢献しようということで、労働組合とですね、当局側が話し合いをしてできる範囲をなる

べくしようということで作ったのがですね、１８年度版 地域をともに歩む郵便局です。やっぱりこの中でいちばん重要なことが

ですね、さっき言った道路情報なりそういうことがあろうかと思いますけれども、僕らが重要視したいのはですね、郵便局の特徴

を生かしていただいたこの地域社会への貢献ということであります。地域の負担において事業を行う部分でですね、ひまわりサー

ビスというのが予定されております。平成１８年３月末には全国で１５５市町村が提携しているようであります。地域における

７０歳以上の一人暮らしの高齢者及び高齢者夫婦世帯を対象にした在宅福祉サービスであります。１つには励ましのメッセージの

お届け、生活用品等の宅配サービス、そして外務員による励ましの声かけ、郵便の集荷サービス、これはあたりまえのことであり

ますけれども、このことがさっきの協定書にありましたような部分でですね、この地域をよく知っている職員が、地域のお年寄り

や地域の環境を守る、そのことをぜひ生かしていただいて警察署や自治体との連携を特に深めていただきたい。そして、そのこと

によって職員が補完しきれないカバーができる部分にあるだろうと思ってます。小泉内閣の地方切捨てによって、農協もなくなり

ました。郵便局もなくなります。そしてまた今度は自治体がなくなるようであります。しかしながら琴南地区の支所についてはで

すね、この重要性から鑑みたら５年１０年ではとても統廃合できる実態ではないと思いますし、地域の特性、立地条件であります。

立地条件の中にはやはり山の上に家がありますし、そういった特性をいかした農産物の生産も行われております。こういったこと

も踏まえたら、ぜひこの３者協定を有効に活用しながら締結されるようにお願いし、そのことを職員、住民周知をされてですね、

ぜひ３者が有機的な連携をして地域の国民生活を守る、そしてまた安い費用でですね、そういったことがカバーできるようにして

いきたいと思います。また後で資料をお見せしてですね、もっともっと具体的な部分がありますので、私あのとりあえずひまわり

サービスと道路情報の提供、これぐらいはぜひ早急に話し合いをして情報提供をするようにお願いしたいと思いまして、再質問を

終わりたいと思います。答弁は結構です。以上です。

藤田昌大君の一般質問は終わりました。
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日程第７

議   長 

三好議員

議   長 

以上で一般質問をおわります。

日程第７ 付託案件及び所管事務調査の委員長報告の件を議題といたします。

総務常任委員会の付託案件及び所管事務調査について、委員長の報告を求めます。

総務常任委員長 三好勝利君。

例により報告いたします。総務常任委員会の委員長報告を行います。さる８月２２日、午前９時３０分より第１委員会室におき

まして委員６名、議長同席のもと執行部より町長、総務課長、企画情報課長、まちづくり政策課長、税務課長、会計室長、琴南支

所長、仲南支所長出席により総務常任委員会を開催いたしました。議題につきましては付託案件について、所管事務調査について、

その他であります。栗田町長の挨拶の後、６月定例において継続審査となっております、意見書第２号 出資法の上限金利の引き

下げ等、「出資の受入れ、預かり金及び金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制に関する法律」の改正を求める意見書

（案）についてでありますが、慎重に審議をいたしました結果、全会一致で継続審査と決定いたしました。その後所管事務調査に

入り、栗田総務課長より９月定例会提出予定議案、例規集について報告がありました。次に齋部企画情報課長より、新町町勢要覧

策定、総合計画策定の事務委託及び三豊市、高松市における交通網整備計画の調査内容、その他行事等の報告を受けました。次に

竹林まちづくり政策課長より、フェスティバル等行事報告、自治会組織再編成助成、行政改革、男女共同参画計画の立案などにつ

いて報告を受けました。次に吉原税務課長より、各税金の納税通知発送及び調停額については固定資産税の調定額は昨年度より減

額したが、他の税については増額であることの報告を受けました。次に宮地琴南支所長より、連合自治会の組織、連絡会の状況、

琴南地区のサマーフェスタ等行事報告と９月開催の敬老会、運動会について、また支所における証明書発行件数などについて報告

を受けました。次に藤保仲南支所長より、バレーボール大会などの行事報告、また落雷による支所施設の被害の状況を受けました。

各担当課長の報告に対し、各委員より質疑を行い、１１時１５分委員会を閉会いたしました。以上で総務常任委員会の報告を終わ

ります。

これをもって、総務常任委員長の報告を終わります。

これをもって、総務常任委員会の付託案件及び所管事務調査に関する委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

（「なし。」）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。
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日程第８ 議   長 

藤田議員

議   長 

日程第８ 所管事務調査の委員長報告の件を議題といたします。

教育民生常任委員会の所管事務調査について、委員長の報告を求めます。

教育民生常任委員長 藤田昌大君。

教育民生常任委員会の委員長報告を行います。教育民生常任委員会については、８月２８日月曜日９時３０分より第１委員会室

におきまして、執行部より町長、助役、教育長、住民課長、環境保全課長、福祉保健課長、地域包括支援センター長、健康増進室

長、教育次長、教育課長、水道課長、琴南支所長、議会事務局同席のもと議会より長期欠席の久元議員を除く委員６名が参加し開

催されました。町長のあいさつの後、委員会の運営について提案を行いました。今後の運営についてそれぞれ委員会の委員の了承

を求め、日程の確認の後、本日の議題については、５月の定例会以後の所管事務調査その他であったことであります。その結果を

報告いたします。岡澤住民課長より、夜間受付業務内容等の報告があり、委員より現状の考え方、葬祭業務等に質問がありました。

宮下環境保全課長より９月補正予算の説明、日程等の報告があり、委員より分別収集の現状、環境美化推進会議及び汲み取りの支

払い方法、不燃ごみの現状等質問し、回答をいただきました。宮路琴南支所長より歯科診療所と内科診療所の現状について説明を

受け、内科診療所については運営良好であるが、歯科診療所については改善の努力をしているとの報告があり、委員より今後も健

全運営について努力してほしいとの要望を伝えたところであります。細川地域包括支援センター室長より、９月補正予算、新予防

給付、要支援１・２の対応についての説明、委員より支援センターの内容、特定高齢者に対する周知を十分に行うように要望いた

しました。米田健康増進室長より、健康増進計画、食育推進計画の策定の委託をしている、そしてまた各事業の現状は旧町の事業

を継承して行っているとの報告でありました。委員より各種事業の有効的な連携で実施をしてほしいとの要望を行いました。寳智

福祉保健課長より、日程の報告と障害者自立支援、子育てボランティア、敬老会の報告がありました。委員より後期高齢者の後期

高齢者広域連合、障害者自立支援のスケジュール、敬老会の内容について質疑を行ったところであります。加見教育次長より９月

補正の内容、中学生海外派遣事業の報告、大西教育課長より成人式、仲南地区バレーボール大会の報告及び補正予算の内容を説明

を受けました。委員より成人式、公民館、地域文化活動、人権問題等の意見が出され、それぞれ回答をいただきました。和泉水道

課長より、会計決算の報告、満濃池取水問題等の現状、石綿セメント管の改修予定等の説明があり、委員より満濃池取水問題の補

助金の返還、アスベスト関係等の質問を行い、それぞれ回答をいただきました。栗田総務課長より８月２５日、落雷で仲南におけ

る火災について防災ヘリの出動があったと。知事選投票率の報告がありました。その質疑を行い、執行部の日程もあり、委員会を

１４時３５分、閉会いたしました。以上教育民生常任委員会の委員長報告を終わります。

 これをもって、教育民生常任委員長の報告を終わります。
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議   長 

議   長 

谷森議員 

議   長 

谷森議員 

議   長 

谷森議員

議   長 

これをもって、教育民生常任委員会の所管事務調査に関する委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

谷森議員。

委員長にお尋ねいたしますが、障害者の自立支援法案ですが、これは１割負担が導入され、まして収入のない障害者にこういう、

たとえば支援をしていただく、そしたらその分に対してあなたはそれを受けるのやから、いわゆる一般的にいう受益者負担ですか、

そういうなんをしてくださいよと、こういうようになっておるわけでございますが、このことに対してする委員長の見解、そして

また委員会での質疑の内容等についてのお答えをお願いいたします。

藤田昌大君。

委員長の見解ゆうたらちょっと難しいんでありますが、私は完全に反対でありますが、上部指導の措置からこういう方向に変わ

って、介護保険と同様の扱いになるようであります。ですから、国会を取り巻いた彼らの運動のとおり、この障害者自立支援につ

いては非常に障害者が求めない方向に行ってることは事実であります。ですからそういった部分ではですね、やはりあの町の措置

として低所得者に対する措置はやっぱり特にですね、この障害者自立支援法については、非常に危険さを伴っておると思います。

生まれつきの障害者についての部分がですね、非常に途中障害者と生まれついての障害者とは内容が違うんですよね、それを１つ

にしてやってるいうことに、非常に問題があろうかと思いますので、そういった部分では町の方では委員会を通じてですね、やは

り高齢者の部分と同様にですね、大きな問題として考えていかなければならないと思います。委員長見解出せ言われたら、委員長

見解についてはですね、私も兄貴が障害者でありますので、これは絶対許される部分ではありません。ただ法律で決まった部分に

ついては粛々と受けながら、やはりあの障害者の生きる権利をなくするような状況にあると私は判断しております。そういった部

分ではですね、今後の推移をしながら、私も策定委員会の一員でありますので、教育民生常任委員会で報告しながら、皆さんの件

を反映していきたい、そういうふうに答えるのが今の現状ではこういう答えしかできませんので、谷森議員にお答えしときます。

以上です。

谷森議員さん、ご了解いただけますか。

はい。

これをもって、教育民生常任委員会の所管事務調査に関する委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。
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日程第９

日程第 10

議   長 

高尾議員 

議   長 

質疑はありませんか。

（「なし。」）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

日程第９ 所管事務調査の委員長報告の件を議題といたします。

建設経済常任委員会の所管事務調査について、委員長の報告を求めます。

建設経済常任委員長 高尾幸男君。

それでは、議会閉会中における建設経済常任委員会の委員長報告を行います。さる８月２４日、午前９時３０分より、第１委員

会室におきまして、委員７名、議長同席のもと、執行部より町長、助役、総務課長、産業経済課長、建設課長、土地改良課長出席

により、建設経済常任委員会を開催いたしました。議題につきましては、所管事務調査について、その他であります。栗田町長あ

いさつの後、所管事務調査に入り、久保田産業経済課長より、農業委員の改選があり、委員２７名となり、会長に曽我部氏、副会

長に山下氏が選任されたこと。農業団体の設立状況、松くい虫の防除、地籍調査、ニュージーランド村跡地利用、ひまわり祭り等

について報告がありました。次に小野建設課長より、草刈等委託について、見積もり入札による委託していること、琴南現業作業

班については、満濃、仲南地区についても作業を実施していること。町道江畑線工事の契約については、９月議会で承認をお願い

することになる。その他工事は順調に発注しているとの報告、また県道の町道認定、国営公園に関する町道認定の説明を受けまし

た。次に栗田土地改良課長より、長雨による災害申請、単県事業の採択状況、県営事業、農地防災事業、土地改良地区による団体

営事業の採択、発注状況の報告、また焼尾地区共同施工地区についての経過報告と今後の対応等について報告を受けました。午後

より琴南支所にて焼尾地区の状況、仲南支所にて中山住宅団地、ニュージーランド村の状況等について現地調査を行いました。各

担当課長の報告に対し、各委員より質疑を行い、午後３時３０分委員会を閉会いたしました。以上で議会閉会中における所管事務

調査の委員長報告を終わります。

これをもって、建設経済常任委員会の所管事務調査に関する委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

（「なし。」）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

日程第１０ 交通対策特別委員会の委員長報告の件を議題といたします。
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日程第1１

議   長

谷森議員 

議   長

川原議員 

交通対策特別委員会委員長の報告を求めます。

交通対策特別委員会委員長 谷森哲雄君。

交通対策特別委員会の委員長報告を行います。交通対策特別委員会はさる７月１３日午前１０時より第１委員会室におきまし

て、委員６名議長同席のもと執行部より助役、教育長、総務課長、教育次長、教育課長、福祉保健課長、企画情報課長の出席によ

り開催いたしました。佐野助役挨拶のあと議題に入り、執行部より運行計画策定協議用資料、巡回バス等補助額予想に基づき説明

を受け、現在の路線バス、巡回バス、福祉タクシー等の状況、問題点について、各委員より様々な意見や他県の優良事例が紹介さ

れました。交通対策については町長の公約でもあります。先進の町、福島県小高町の事例、デマンド方式、高齢者の足の確保、生

活交通対策については乗り合いタクシーの制度が取り組まれています。ドアｔｏドア、この制度は予約制で前もって予約すれば、

家もしくは家の近くまで迎えに来てくれて目的地まで、そしてまた帰りも迎えに来てくれて家まで送ってくれるという、たいへん

よい制度であります。なおかつ巡回バスよりも安くつき、財政支出が少なくてすむという実績が報告されております。１つ、遠い

バス停まで歩いていかなければならない。高齢者にとっては困難であるという山間部の実態を考慮し、足の確保についてどういう

方策がよいか。２ 幅広く広範囲ということも大切ですが、より実情を把握し、適切に対処すべきである。３ 中学校統合も考慮

して、生活交通対策、旧３町の方向性と融和で進めるべきである等々意見が出されました。まとめといたしまして、旧３町では地

理的条件、格差等による施策の違いがあり、今後新町としての住民の足となるよりより交通施策を考えていく必要がある。２ 先

進地の視察研修を含め、今後も継続して特別委員会で調査・研究していくこととし、午前１１時３０分委員会を閉会いたしました。

以上で交通対策特別委員会の委員長報告を終わります。

これをもって、交通対策特別委員会の委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

（「なし。」）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

日程第１１ 水資源対策特別委員会の委員長報告の件を議題といたします。

水資源対策特別委員会委員長の報告を求めます。

水資源対策特別委員会委員長 川原茂行君。

水資源対策特別委員会の委員長報告を行います。さる９月８日午後１時３０分より第１委員会室におきまして、委員４名、議長
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日程第1２

川原議員 

議   長

議   長

町   長

同席のもと、執行部より町長、総務課長、産業経済課長、建設課長、土地改良課長、水道課長の出席により、水資源対策特別委員

会を開催いたしました。議題につきましては、水資源の確保について、その他等であります。栗田町長ご挨拶の後議題に入り、執

行部より水道上水道の位置、能力等について説明を受けました。また満濃池からの取水問題として、農業用水と水道用水の関係に

ついて、現在の状況報告と、今後の対応等について説明を受けました。委員からは、過去の渇水を教訓に自己水源の確保が重要で

あり、その対策を検討しなければならない。また新町面積の７０％を占める森林も水源林として大きな役割を持っていることから、

森林整備にも努める必要がある、そのためには森林保護への助成と水源税等、その確保対策も検討する必要があると意見がありま

した。町民の生活用水、農業用水確保に万全を期すため、今後も特別委員会で調査・研究していくこととし、午後４時３０分委員

会を閉会いたしました。以上で水資源対策特別委員会の委員長報告を終わります。

これをもって、水資源対策特別委員会の委員長報告を終わります。

ただいまの委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

（「なし。」）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

お諮りいたします。本日の会議は２４時まで時間延長をいたしたいと思います。

これにご異議ありませんか。

（「なし。」）

異議なしと認めます。よって本日の会議は２４時まで延長することに決しました。

議場の時計で４時半まで休憩をさせていただきます。                     休憩 １６時２０分

議会を再開いたします。                                  再開 １６時３０分 

日程第１２ 議案第１号 人権尊重の町宣言についての件を議題といたします。提出者から提案理由の説明を求めます。

町長 栗田隆義君。

ただいま上程されました議案第１号 人権尊重の町宣言についてをご説明申し上げます。平成５年に世界人権宣言４５周年を迎

えたことにより、旧３町においては「人権尊重の町」とすることを宣言しておりました。しかしながら残念なことに、１３年が経

過した今なお差別の実態が現存する時、行政のみならずまんのう町民一人一人がお互いを理解し人権意識の高揚に努め、差別され
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町   長

議   長

白川美智子

議員

議   長

藤田議員

議   長

ない、また差別しない社会の実現を目指していかなければならないと考える次第であります。このことから改めて、本町はここに

人権尊重の町宣言を行い、あらゆる差別の撤廃と人権の確立に努めるものであります。ご審議のうえ、ご議決賜りますようお願い

申し上げます。

これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

（「なし。」）

これをもって、質疑を終了いたします。

お諮りいたします。ただいま議題になっております議案第１号は、会議規則第３９条第２項の規定により委員会付託を省略いた

したいと思います。これにご異議ありませんか。

（「なし。」）

異議なしと認めます。よって議案第１号は委員会の付託を省略することに決定しました。

これより討論にはいります。討論はありませんか。

白川美智子さん。

この宣言の中に、部落差別をはじめとありますが、これを強調しております。基本的に同和行政は終結しております。この同和

行政、部落差別をはじめという文章を削減してほしい。よってこれにより反対といたします。

藤田昌大議員。

部落差別がないという認識だそうでございますけれど、私は部落差別はまだなくなっているとは実感しておりません。と申しま

すのはある地区へ行きますと、１０年、２０年の付き合いをしておりました。そういった中で、デイサービスに行ってずっと話し

ていたおばあちゃんが３人いなくなりました。「どうしたこと。」と聞きますと、死ぬ時に自分の生まれたところで死ねないとい

う実態が未だに存在していることであります。そういったことを考えますと、法律的には同和行政のあれは切れたようであります

けれども、ある点まだまだ私は部落差別は存在していると思いますし、現に結婚調査も行われているのが事実であります。そうい

った部分からではですね、部落差別は現存している実態があることを認識していきながら、そのことについては人権尊重の町宣言

については、全会一致で採択してですね、宣言していただきたいと思います。以上であります。賛成の討論にかえます。

これをもって討論を終了いたします。

これより議案第１号 人権尊重の町宣言についてを起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。



63

日程第1３
日程第1４

議   長

町   長

議   長

藤田議員

起立多数であります。よって原案は本案のとおり可決されました。

日程第１３ 議案第２号 まんのう町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）

日程第１４ 議案第３号 まんのう町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案）

以上、議案第２号 第３号の２議案を会議規則第３７条により一括議題といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「なし。」）

よって議案第２号 第３号の２議案を一括議題といたします。

提出者から提案理由の説明を求めます。

町長 栗田隆義君。

ただいま上程されました議案第２号 まんのう町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）、議案第３号 まんのう

町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案）についてご説明申し上げます。

今回の改正は平成１７年に人事院勧告による改正であります。昨年の人事院勧告は抜本的な給与体制の改正であり、合併を控え

た時点での改正は、前職員の調整を行うことから、県自治振興課とも協議を行いながら６ヶ月、実施を延伸したものであります。

またこの改正の未実施は、まんのう町、綾川町、三豊市、高松市、丸亀市、坂出市が未実施でありますが、合併した綾川町と同一

歩調をとり、今回改正するものであります。議案第２号の改正内容は、給料表の級構成及び号級構成を改めるとともに給与月額を

改める、また昇給制度の改正であります。これまで職務の級は８級制で行っておりましたが、改正後は６級制になります。またこ

れまでは毎年１回、全員１号昇給していたものを１号を４分割して全職員が年１回１月に昇給するように割り振りすることになり

ます。また毎年の昇給も良好な成績で勤務した職員の号級数を４号級昇級し、級１号を昇給すること等の改正であります。

議案第４号の改正は、育児休業をした職員の復職時調整等の育児休業期間の取り扱いの改正であり、給与構造改革による新昇給

制度の導入に伴い、復職する職員の号級を調整するものであります。ご審議のうえご議決賜りますようお願い申し上げます。

すいません、今の説明の中で議案第４号の改正はとありましたのは、議案第３号に訂正させていただきます。

これをもって提案理由及びその内容の説明を終わります。

これより議案第２号及び第３号の２議案に対しての質疑に入ります。質疑はありませんか。

藤田昌大議員。

人事院勧告ですので、口出しするのはちょっと何でかと思いますけど、ただ１点だけ、第４条の５項に職員の昇給は規則で定め

る日、同日前１年間における勤務成績に応じてという項があります。勤務成績に応じてとはどういうことか、そしてそれは誰が評



64

日程第1５
日程第1６

藤田議員

議   長

総務課長 

議   長

価するのかがですね、自治体職員の業務内容からいいますと、成績をどういう判定でするのか分かりにくい部分がありますので、

その辺の具体的な事例が、基準があればですね、ちょっとお教え願えたらと思います。

総務課長 栗田義郎君。

ただいまの藤田議員さんのご質問にお答えしたいと思います。今回、１つの１号級を４分割にしてそれぞれ割り当てるように、

今準備をしております。勤務成績でございますけれども、国からは勤務成績を評価しなさいという通達がきております。ある程度

率的なものも示されておりますが、これについては近隣市町まだそこまでの細かいことはされておりません。そういうのをふまえ

まして、各近隣の町とも連携をとりながら、どういう形でやっていくのかいうのを改めて示していきたいなと。内部的には職員と

の協議を重ねてまいっていきたいというふうに考えております。以上でございます。

 外に質疑はありませんか。

（「なし。」）

これをもって質疑を終了いたします。

お諮りいたします。議案第２号については、会議規則第３９条の規定により、総務常任委員会に付託いたしたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。

（「なし。」）

 異議なしと認めます。よって議案第２号については、総務常任委員会に付託することに決しました。

 お諮りいたします。議案第３号については、会議規則第３９条の規定により、総務常任委員会に付託いたしたいと思います。

これにご異議ありませんか。

（「なし。」）

 異議なしと認めます。よって議案第３号については、総務常任委員会に付託することに決しました。

 日程第１５ 議案第４号 字の区域の変更について

 日程第１６ 議案第５号 字の区域の変更について

以上、議案第４号、議案第５号の２議案を会議規則第３７条により一括議題といたしたいと思います。これにご異議ありません

か。

（「なし。」）

 異議なしと認めます。よって議案第４号、議案第５号の２議案を一括議題といたします。
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日程第 17

議   長

町   長

議   長

提出者から提案理由の説明を求めます、

町長 栗田隆義君。

ただいま上程されました議案第４号及び議案第５号の字の区域の変更についてのご説明を申し上げます。

２議案ともに、地方自治法第２６０条第１項の規定により、議会の議決を求めるものであります。

まず議案第４号は本町の字の区域の一部を別紙変更のとおり変更するものであります。仲多度郡まんのう町吉野字鐘場に編入す

る区域としまして、字下大宮のものを鐘場に編入するものでございます。これは平成１７年度地籍調査の筆致調査をしたものであ

り従来より字界は道路水路等で定められておりましたが、道路水路等の拡幅等により現状と字界が一致しなくなっておるため、今

回調査によって道路の形状、」水路の形状に合わせて新字界をさだめようとするものであります。なお、この新字界の効力の発生

はこの調査の結果表示に変更を生ずべき土地につき、行われる土地調査法第１９条第２項の認証の日となります。次に議案第５号

は本町の字の区域の一部を別紙変更調書のとおり変更するものであります。仲多度郡まんのう町吉野下字杉上上所は地籍調査が完

了し、県より認証を受けております。まんのう町吉野字下大宮の５７２の２、他４筆を吉野下字杉上上所に編入するものでござい

ます。なおこの新字界の効力の発生は議決後字の区域の変更を県知事に提出し香川県報の登載した日となります。ご審議のうえご

決定賜りますようお願い申し上げます。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより議案第４号、議案第５号の２議案にたいしての質疑に入りま

す。質疑はありませんか。

 （なし）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。議案第４号については、会議規則第３９条の規

定により建設経済常任委員会に付託いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（なし）

異議なしと認めます。よって、議案第４号については建設経済常任委員会に付託することに決しました。

お諮りいたします。議案第５号については、会議規則第３９条の規定により建設経済常任委員会に付託いたしたいと思います。

これに御異議ありませんか。

（なし）

異議なしと認めます。よって、議案第５号については建設経済常任委員会に付託することに決しました。

日程第１７ 議案第６号 まんのう町道路線の認定についての件を議題といたします。提出者から提案理由の説明を求めます。
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日程第 18

議   長

町   長

議  長

議  長

町  長

町長、栗田隆義君。

ただ今上程されました、議案第６号まんのう町路線の認定についてをご説明申し上げます。次のとおり町道を認定することにつ

いて道路法第８条第２項の規定により議会の議決をもとめるものでございます。この平林線の認定につきましては、道路拡幅工事

のために、旧まんのう町の平成１３年９月議会において、一旦町道を廃止したものであり、今回拡幅工事も完了し、用地について

も、所有権移転登記が完了したので、再度町道として認定するものであります。ご審議の上ご決定たまわりますようお願い申しあ

げます。

これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑に入ります。質疑はありませんか。

（なし、なし）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

お諮りいたします。議案第６号については、会議規則３９条の規定により建設経済常任委員会に付託いたしたいと思います。こ

れに御異議ありませんか。

（なし）

異議なしと認めます。よって、議案第６号については建設経済常任委員会に付託することに決しました。

日程第１８ 議案第７号 まんのう町道路線の変更についての件を議題といたします。

提出者から提案理由の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

ただ今上程されました議案第７号、まんのう町道路線の変更についてをご説明申し上げます。

次のとおり、町道を変更することについて、道路法第１０条第２項及び第３項の規定により議会の議決をもとめるものでござい

ます。これにつきましては、全て旧満濃町に該当するものであり、路線番号１の１１７、古池線及び２の１４１中所１号線につい

ては、今年度から土地改良事業により拡幅計画をしている路線であり、工事区域を一旦町道廃止をし、拡幅工事を実施するもので

あります。また路線番号２－１３７中所上分線、２－２１８野津郷周回線につきましては、平成１２年１２つき議会において、土

地改良事業による工事施工のため道路拡幅期間を廃止したものを今回工事や完了したため再度町道として認定するものでありま

す。なお、２－２４７上真野線、２－２５３大貝線については、平成１３年９月に路線の一部変更をしたものであり、公共土木事

業によって、一部拡幅工事を実施し、今回工事等が完了したため、路線の変更するものであります。ご審議のうえ、ご決定賜りま

すようお願い申しあげます。
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日程第 19

日程第 20

議  長

議  長

町  長

議  長

議  長

これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

（なし）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

お諮りいたします。議案第７号については、会議規則第３９条規定により建設経済常任委員会に付託いたしたいと思います。こ

れに御異議ありませんか。

（なし）

異議なしと認めます。よって、議案第７号については建設経済常任委員会に付託することに決しました。

 日程第１９ 議案第８号 まんのう町土地開発公社定款変更についての件を議題といたします。

 提出者から提案理由の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

 ただ今上程されました、議案第８号、まんのう町土地開発公社定款の変更についてをご説明申しあげます。まんのう町土地開発

公社定款の一部を改正するため、公有地の拡大の推進に関する法律第１４条第２項の規定により議会の議決を求めるものでござい

ます。開発公社は旧琴南町、旧満濃町の開発公社を解散し、基本財産を旧三町を持ち寄りとすることによりまんのう町土地開発公

社の基本財産額を５００万円から１５００万円にするものであります。また公社の公国をまんのう町公告式条例の例によるものに

するものであります。この定款は知事の認可のあった日から施行すると、いたしております。ご審議の上ご決定たまわりますよう

お願い申し上げます。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

 （なし、なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。

お諮りいたします。議案第８号については会議規則３９条の規定により総務常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご

異議ありませんか。

（なし、なし）

異議なしと認めます。よって、議案第８号については総務常任委員会に付託することに決しました。

日程第２０ 議案第９号 平成１８年度まんのう町一般会計補正予算（案）の件を議題といたします。

提出者から提案理由の説明を求めます。町長、栗田隆義君。
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町  長

議  長

谷森議員

議  長

総務課長

ただ今上程されました、議案第９号平成１８年度まんのう町一般会計補正予算案について、ご説明申しあげます。１ｐをお開き

ください。第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７６８５万４千円を追加し、歳入歳出の総額をそれぞれ９０億とび６

２３万７千円と定めるものでございます。第２条で地方債の補正を定めております。３ｐをお開きください。歳入につきましては、

第１２款から第２１款まで９月補正までの変更調整を行ったもので第１９款、繰越金は歳出に伴い６７６７万１千円を補正するも

のであります。４ｐをお開きください。第２款、総務費の１６０４万２千円の補正は第１項総務管理費で仲南支所が落雷の被害に

合い、その修繕費、１５４０万円、第２項受託統計調査費で５５万２千円等であります。第３款民生費の１３８８万３千円の補正

は、第１項社会福祉費１２９４万５千円、第３目障害者福祉費で１２４３万５千円、地域生活支援事業費等であります。第２項児

童福祉費で第２目、保育所費、第４目児童館費として９３万８千円、修繕料賃金であります。第４款衛生費５５４万円の補正は第

２項清掃費、第１目し尿処理費、２４０万円、第２目塵芥処理費１８８２千円、第３目分別収集事業費、１２０万円で委託料生ご

み処理機補助金、空き缶圧縮機の修繕費等であります。第６款、農林水産業費６７１万８千円の減額補正は第１項農業費９７１万

８千円の減額は地域水田農業ビジョン実現総合支援事業の減額、第２項林業費３００万円の増は保安林解除、林道台帳整備等の委

託料であります。第７款商工費、２４万５千円の補正は観光看板改修委託料であります。第８款土木費、４０４２万８千円の補正

は第２項３７４２万８千円は、維持補修費として、１４５８万８千円、県営工事負担金１１３４万円、児童の交通安全対策として

単独県費補助事業、町道新生間線改良工事１０５０万円等第３項年計画費３００万円は都市公園事業として委託料であります。第

９款消防費、２００万円の補正は市町村国民保護モデル計画策定業務にようする委託料であります。第１０款教育費、２１３万４

千円は、各小学校安全ボランティア活動に対する県費補助など精査による補正であります。第１１款災害復旧費、３３０万円は１

８年度災害の仲南地区における農林災害復旧費であります。５ｐをお開きください。地方債の補正であります。減税補填債、臨時

財政対策債の決定に伴う補正であります。なお、詳細につきましては、７ｐ以降の事項別明細をご覧いただきますようお願いを申

しあげます。ご審議の上ご決定賜りますようお願い申し上げます。

これをもって提案理由及びその内容の説明を終ります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

谷森議員。

1点だけお尋ねいたしますが、１７ｐでし尿貯留槽概要設計委託料、これは２０万これは分かるんですが、いわゆるシルバー委
託料で２２０万、これはどのようなことをシルバーに委託するのですか。

総務課長、栗田義郎君。

谷森議員さんのご質問にお答えしたいと思います。このシルバーの委託料につきましては、職員が臨時職員でございましたけれ
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総務課長

議  長

谷森議員

議  長

総務課長

議  長

谷森議員

議  長

建設課長

議  長

川原議員

議  長

総務課長

議  長

ども一人退職しまして、それに対する保管的な要因がございまして、シルバーの職員を臨時的に採用するということでの委託料で

ございます。以上でございます。

谷森哲雄議員。

あということは、あの、し尿貯留槽を新たにつくるとか、それとは一切関係がないと、こういうことですか。

総務課長。栗田義郎君。

まったくそのとおりでございまして、あの、シルバー委託いうのはあくまでも現場サイドでございまして、別途委託料につきま

しては、新たな老朽化しとる分についての今後どういうようにするかという委託料でございます。以上でございます。

谷森哲雄議員。

都市計画、２０ｐですが都市計画総務費ということで、先般都市計画についての今年度の事業の入札があったかと思いますが、

あらたに整備事業費３００万と建設工事関連委託料３００万、この分の説明をお願いいたします。

建設課長、小野隆君。

 今の谷森議員さんのご質問でございますが、先般もお話したように、総合公園の一部計画の見直しに伴います臨地開発等々のこ

れから調査をしていけなければならない、ということで概算ですが３００万の委託費を組まさしていただいております。以上です。

他に質疑はありませんか。川原茂行議員。

あのー、おそらく仲南支所の落雷の件なんですが、保険は入っておられるとは思いますので、あとからその金は還ってくるとは

思いますが、これ公共施設保険会社はこれ予算とは別なんですが、どのような形で入っとんですかね。保険会社。公共施設の保険

会社は。

総務課長。栗田義郎君。

ご質問にお答えしたいと思います。あの、歳入にも同じ金額の歳入を組まさしていただいておりますけど、市町村共済のほうで

一括かけております。ですから支所もそうですし、全ての公共財産については、市町村共済のほうで掛け金をかけておるというこ

とでございます。

他に質疑はありませんか。

（なし）

これをもって質疑を終了します。お諮りいたします。議案第９号については、会議規則３９条の規定により総務常任委員会に付

託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
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日程第 21

町  長

谷森議員

議  長

福祉保健課長

議   長

（なし）

異議なしと認めます。よって、議案第９号にいては総務常任委員会に付託することに決しました。

日程第２１ 議案第１０号 平成１８年度まんのう町国民健康保険特別会計補正予算（案）の件を議題といたします。提出者か

ら提案理由の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

ただ今上程されました議案第１０号、平成１８年度まんのう町国民健康保険特別補正予算案についてご説明申し上げます。２５

pをお開きください。
第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億２９２万５千円を追加し、歳入歳出の総額をそれぞれ２０億と

び３７８３万８千円とするものでございます。２７ｐをお開きください。歳入で共同事業交付金として１億２９２万５千円をうけ

て同額を共同事業拠出金として支出するものであります。今回の補正は従来行ってまいりました、高額医療費協同事業に加えてあ

らたに保険財政共同安定化事業として香川県下全市町が国保連合会に財源を共同でプールして、市町拠出金として市町への交付金

で実際に発生した医療費に応じて交付するものであります。市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化をはかるために行う事

業でございます。よろしくご審議のほどをお願いいたします。これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより

質疑に入ります。質疑はありませんか。谷森哲雄議員。

町長の説明によりますと、新たにと、ま、こういうような説明であったんですが、私も十分こうわかりませんが、保険財政安定

化事業拠出金とか、こういうのが、予算に計上されておったと少しは文言とかが違うかもわかりませんが、そういう記憶がありま

すので、たとえば従来の安定化基金とそれから今回あらたに全県的にこういう制度が出来たというのがあればその違い等について

の説明をお願いいたします。

福祉保健課長、寶智俊史君。

ただ今の谷森議員さんのご質問でございますけれども、従来は高額医療費については、８０万をこえるものについては共同事業

で実施をしておりました、で、今回これ新設については３０万から８０万までの高額の療養についての共同事業でございます。以

上でございます。

 他に質疑はありませんか。

 （なし）

 これをもって、質疑を終了いたします。お諮りいたします。議案第１０号については会議規則第３９条の規定により教育民生常

任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
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日程第 22

日程第 23

町   長

議   長

町   長

議   長

 （なし）

 異議なしと認めます。よって、議案第１０号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 日程第２２ 議案第１１号 平成１８年度まんのう町老人保健特別会計補正予算（案）の件を議題といたします。提出者から提

案理由の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

 ただ今、上程されました議案第１１号、平成１８年度まんのう町老人保健特別会計補正予算案につきまして、ご説明申し上げま

す。３３ｐをお開きください。第１条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９３１万８千円を追加し、歳入歳出の総額をそれぞ

れ３０億３４５５万１千円と定めるものでございます。３５ｐをお開きください。歳入につきましては、第三者行為による収入が

多額になるため９３１万８千円歳入とし、それに伴い歳出をそれぞれ予算化したものでございます。ご審議のうえご決定賜ります

ようお願い申し上げます。

これをもって提案理由、その内容の説明を終わります。これより質疑に入ります。質疑はありませんか。

 （なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。議案第１１号については、会議規則第３９条の

規定により、教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし）

 異議なしと認めます。よって、議案第１１号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 日程第２３ 議案第１２号 平成１８年度まんのう町介護保険特別会計補正予算（案）の件を議題といたします。提出者から提

案理由の説明を求めます。町長、栗田隆義君。

 議案第１２号 介護保険特別会計補正予算案について、提案理由を申しあげます。歳入歳出にそれぞれ、８６２６万４千円を追

加し歳入歳出の総額をそれぞれ１８億７３５９万４千円と定めるものであります。内容について、ご説明申し上げます。平成１７

年度介護保険給付費の清算に伴い国庫負担金、県負担金、支払基金交付金の額が決定しましたので、超過交付額について返還する

ものであります。国庫負担金については、旧琴南町、旧満濃町、旧仲南町の合計で５７９９万７７３５円、県負担金が２４８８万

４９６０円、支払基金交付金が３３８万１０１４円となっております。歳入については、繰越金をよろしくご審議ご決定たまわり

ますようお願いいたします。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑に入ります。質疑はありませんか。

 （なし）
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日程第 25

議   長

町   長

議   長

町   長

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。議案第１２号については、会議規則第３９条の

規定により教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし）

異議なしと認めます。よって、議案第１２号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 日程第２４ 議案第１３号 まんのう町国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）の件を議題といたします。提出者から提

案理由の説明を求めます。町長、栗田隆義君。

 ただ今上程されました、議案第１３号 まんのう町国民健康保険条例の一部を改正する条例案につきまして、ご説明申し上げま

す。今回の条例改正は国民健康保険法及び健康保険法の改正に伴う町条例改正であります。第４条では被保険者の療養給付金一部

負担金の変更、第５条では出産育児一時金の増額に関しての改正であります。施行日を平成１８年１０月１日と定めております。

ご審議のうえ、ご決定たまわりますようお願い申しあげます。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑に入ります。質疑はありませんか。

 （なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。議案第１３号については、会議規則第３９条の

規定により教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか

 （なし）

 異議なしと認めます。よって、議案第１３号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 日程第２５号 議案第１４号 工事請負契約の締結について（平成１８年度地方道路整備臨時交付金事業町道江畑線災害防除工

事）の件を議題といたします。提出者から提案理由の説明を求めます。町長、栗田隆義君。

 ただ今上程されました議案第１４号 工事請負契約の締結についてをご説明申しあげます。平成１８年度地方道路整備臨時交付

金事業町道江畑線災害防除工事につきまして、地方自治法第９６条第１項第５号及びまんのう町議会の議決に付すべき契約事項及

び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるものでございます。

 契約の目的 平成１８年度地方道路整備臨時交付金事業町道江畑線災害防除工事

 契約の方法 指名競争入札による契約

 契約金額は５７７５万円、うち取引に係る消費税及び地方消費税の額が２７５万円でございます。

 契約の相手方 香川県仲多度郡まんのう町東高篠１５３１番地
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日程第 26

町   長

議   長

町   長

        株式会社 澤村組

        代表取締役 澤村克芳

 なお指名業者は１１社であります。指名業者一覧、予定価格、入札回数は総務課において公表いたしております。ご審議の上ご

決定たまわりますようお願い申しあげます。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

 （なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。ただ今議題となっております議案第１４号は会

議規則第３９条第２項の規定により委員会付託を省略いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし）

 異議なしと認めます。よって、議案第１４号は委員会の付託を省略することに決定しました。

 これより討論に入ります。討論はありませんか。

 （なし）

 討論なしと認めます。これをもって討論を終了いたします。これより議案第１４号 工事請負契約の締結について（平成１８年

度地方道路整備臨時交付金事業 町道江畑線災害防除工事）を採決いたします。本案は原案の通り決することにご異議ありません

か。

 （なし、なし）

 異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されました。

 日程第２６ 認定第１号 平成１７年度満濃町水道事業会計の決算認定についての件を議題といたします。提出者から提案理由

の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

 認定第１号 平成１７年度満濃町水道事業会計の決算の認定についてをご説明申しあげます。公営企業法第３０条第４項の規定

により議会の議決を求めるものでございます。この決算書は合併前３月１９日までを区切りとして旧満濃町上水道会計として決算

したものでございます。１ｐには水道料金使用料を主とする収益的収入、ならびに維持管理に要する費用支出の総額をお示しして

おります。2ｐ目には施設の整備に伴う資本的収入、及び支出の総額を明記しております。
 ３ｐ目には損益決算書を行い実質１７年度、単年度利益として、３２４８万３３９９円の利益を計上いたしております。以下詳

細について、課長よりご説明申し上げます。よろしく認定いただきますようお願いいたします。
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議  長

水道課長

 水道課長、和泉仁志君。

 それでは、引き続きまして、詳細の説明をさしていただいたらと思います。

 ７ｐをお開きいただいたらと思います。

 ７pにおきまして、平成１７年度満濃町水道事業会計報告書といたしまして、総括的事項を明記してございます。１番総括事項、
その中の営業費目、建設改良工事、財政状況等を明記してございますので、お読みいただいたらと思います。８ｐをお開きいただ

いたらと思います。８ｐに業務の量でございますけれども 17年度年度末給水人口は１１，１３６人、７人の増となってございま
す。年間の配水量でございますが、１２７万２８３６トン、年間の有収量１１２万４１０８トンそういたしまして、有収率が８８．

３パーセントとなってございます。

 続きまして、９ｐをお開きいただいたらと思います。この pにおきましては、事業収入に関する事項ということで、消費税を抜
いて表記いたしております。営業収益、２億３７８８万４０９６円、営業外収益１１６４万６４５４円、合計いたしまして、事業

収入といたしまして、２億４９５３万５５０円となってございます。それに対します事業の支出といたしまして、営業費用、１億

７６０１万５９３円、営業外費用といたしまして、３９６７万８７８６円、ここで特別損失といたしまして、１３５万７７７２円

を計上いたしてございます。これが不能欠損処分でございます。

 １０ｐにおきまして、工事の建設改良工事の概況ということで、平成１７年度羽間地区水路改修工事の伴う水道管移転工事等他

４件を明記してございます。続きまして、１１pをお開きいただいたらと思います。その中の主要契約の事項でございますけれど
も、先ほどの建設改良事業に伴います委託工事を明記してございます。企業債、２番の企業債及び一時借入金に関する事項といた

しまして、右の端本年度末の残高、企業債の残高でございますが、１２億２４７１万１０５０円となってございます。その最後の

下の欄でございますけれども、貯蔵品の購入状況でございますが３８７万８５２０円となってございます。１２ｐ以降はですね、

資本的収益的収入の明細ならびに資本的収入の収入ならびに支出を明記してございますので、お目通しをいただいたらというふう

に思います。それで３ｐにもどっていただいたらと思います。１７年度満濃町水道事業、損益の計算書でございますけれども、営

業収益、から２番営業費用、３番営業外収益、４番営業外費用、それから６番特別損失等を最終的に計算いたしましたら、３２４

８万３３９９円です。これが単年度の黒字となってございます。続きまして、４ｐ目５p目がバランスシートとなってございます。
４ｐにおきましては、資産のほうでございますけれども、固定資産、有形固定遺産、ならびに無形固定資産、流動資産といたしま

して、現金、預貯金、未収金貯蔵品等を合計いたしまして、資産の合計が３３億７４９４万５４８９円となってございます。

次のｐにつきまして、５ｐが負債の部でございまして、流動負債資本金、譲与金等を合計いたしまして負債資本合計が３３億７
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黒木議員

議   長

谷森議員

４９４万５４８９円ということで、一応資産と負債のバランスがとれておると言うことでございます。続きまして、６ｐでござい

ますけれども、平成１７年度満濃町水道事業会計の剰余金の計算書ということで、３番のところを見ていただいたらと思います。

未処理分利益剰余金といたしまして、１番前年度未処理分利益剰余金といたしまして、１番前年度未処理分利益剰余金、前年度の

繰越金でございますが、４３１５万６４９６円となってございます。それをですね、２番この部分を１番減債積立金、ならびに建

設改良積立金に合計いたしまして、３０００万を計上いたしてございます。で繰越利益譲与金といたしまして、合計いたしまして、

前年度の繰越金が１３１５万６４９６円となってございます。それに先ほど申しました、当該年度の純利益３２４８万３３９９円

を合計をいたしまして、本年度末ですね、利益剰余金として、４５６３万９８９５円を翌年度に繰り越すこととなってございます。

以上走り走りでございますけれども、説明に代えさせていただきます。よろしくお願いいたします。

これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。質疑に入るまえに平成１８年８月８日付けで監査委員より決算審査の

結果報告が参っております。監査委員が議場におられますので、監査の報告をお願いいたします。監査委員、黒木保君。

ただ今上程されました、認定第１平成１７年度満濃町水道会計の監査の報告を申しあげます。地方公営企業法第３０条第２項の

規定により、審査に付された平成１７年度満濃町水道事業会計平成１７年４月１日から平成１８年３月１９日までの決算審査をし

た結果をご報告申し上げます。さる８月８日まんのう町水道課におきまして、平井会計室長、和泉水道課長、長田課長補佐、久留

嶋事務局長の出席のもとに、造田一二代表監査委員と私で決算の審査を行いました。審査は平成１７年度満濃町水道事業会計平成

１７年 4月１日から平成１８年３月１９日までの決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、利益処分計算書、貸借対照表、関係諸
帳簿、及び証拠書類により行いました。審査に付された決算関係書類は関係法令に準拠して作成されており、関係諸帳簿と照合し

た結果係数は正確であることを認めました。以上で認定第 1号平成１７年度満濃町水道会計の監査の報告を終わります。
これをもって監査報告をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

谷森哲雄議員。

水道会計、公営企業、このことについては、先般の６月議会にも質問いたしましたが、その時にまあ、非常にこう複雑な答えに

なる場合もあるようなことで、本会議での質疑のやりとりについてはなじまないようなこう、課長からお答えがあったかと思うん

ですが、そういうことがありますので、ひとつだけ質問いたします。公営企業会計ということで、貸借対照表、あるいは損益計算

書、そしてまた剰余金明細書とか、資本的収支明細書とか所謂企業会計の書類がずらっと出ておるわけでございます。そしてまた

監査も終わったわけでありますが、ひとつだけお尋ねいたしたいと申しますのは、所謂営業外収益の中で新設加入金、５００万円

ということですが、いわゆる材料費とかそういうなんについては、営業費用とかそういう中にはいっとる訳で、当然これは営業外
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水道課長

収益とか言うんでなくして、基本的ないわゆる新設の加入金でありますので、基本的な収入になるのではなかろうかと、まして当

然それから工事とか、派生いたしまして、工事関係については、営業費用とかそういう中に経常的な項目にのっとるわけでござい

ますので、この点だけ 1点お尋ねいたします。
水道課長、和泉仁志君。

それではあの、谷森議員さんのご質問にお答えしたいと思います。まず営業外収益ということでですね、行っております５００

万円の明細についてということでございますが、これにつきましては、先ほども申しました本年度中７６件の新規加入がございま

す。それで、単純にしますと一戸あたりの新設加入料は６万３千円というふうに記憶しとんですが、それかける７６です。ただ口

径によりまして、その金額については、６万３千円であったり、８万円であったりというふうなところでございます。たまたま合

計いたしましたら、５００万円というのが新規加入の加入料の収益でございます。それをその営業外ということでございますけれ

ども、これにつきましては、目的的に水道料金は基本的な営業収入としてございます。ただし、この営業外収益と言うものにつき

ましては、これは、こちらの計算上で収入を得るという目的達成にはいたってございません。たまたまですけども、７６戸、たと

えば年によりますと新設加入はゼロであると、こういうようなことがございますので、そういったとこの区分けをしておるところ

でございます。よろしくお願いいたしたいと思います。

他に質疑はありませんか。大西豊議員。

先ほど一般質問をしたわけでございますが、答弁漏れがありましたので、より詳しく質問させていただきます。

未収金について、先ほど監査委員のほうから適正であるとの報告でありましたから、未収金について、監査委員から指摘があっ

たのかどうか、それと４ｐの未収金見てみますと４６５７万８６８０円となっております。この中に国、県等の補助金また町の債

務保証を受け施設を建てた法人が含まれているかどうか、２点について、お伺いいたします。

水道課長。和泉仁志君。

再度失礼いたします。４ｐ未収金の４６００万の件でございますけれども、これは、一応未収金の残高の合計でございます。で、

一番過去さかのぼって最大過去のものはちょっと記憶なんですが、平成６年か７年の部分からございます。ま、それがそういった

数字でつみあがってきておる数字でございます。先ほど一般質問の中でご説明さしていただきましたのは１４年から１７年までの

その当該年度の未収金、を明示さしていただいております。ま、そのようなことで、ここにおきます未収金は何回も申しますけれ

ども、平成１３年以前、ですね、それを含んだもので、ございます。質問の中の監査の指摘でございますけれども、一応台帳等の

チェックまではしてございませんけれども、監査委員のほうからこの収入金についての支持はございました。ま、先ほどの御答弁
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大西豊議員

と同じように、ま、徴収向上に向けて行うということの口頭での答弁をさしていただいております。以上です。

他に質疑はありませんか。大西豊議員。

私がさきほども私一般質問して、３回までといわれました。今私の質問した趣旨は今したと思いますので、記憶にあると思いま

す。質問に対して明快に答弁をいただきたいと思います。

それは水道課長からですか。

（僕が質問したことにたいしての忠実の答弁を議長から指示して下さい。）

水道課長。和泉仁志君。

大変失礼をいたしました。質問の内容は、そういった未収金の部分の中に補助金等でたてたそういった公益的な施設が含まれて

おるかとこういうふうな、質問でご答弁さしていただいて、よろしいでございましょうか。反対の質問で申し訳ないんですが、質

問内容の方を確認したいと思います。

ええと、その通りであります。あの、国、県からの補助金、また町の債務保証を受けて施設を建てた法人が含まれているかどう

かということです。

失礼いたしました。まあ、守秘義務とか個人情報とか、そういうことにもございますので、なるべくは大雑把に説明させていた

だいたらと思います。なるほど、この４６００万の中には確かにそういった公益的な補助事業で建設されたもの等も含まれてござ

います。数字的にはやはり個人情報の部分があるので御了解いただいたらというふうに思います。失礼します。

大西豊君。

その件について、監査委員は承知であるかどうかをお伺いをいたします。それとその関係する法人は未収金を１００パーセント

回収できる見込みがあるのかどうか、２件について再度お伺いします。

水道課長。和泉仁志君。

それでは、再度の回答をさしていただきます。監査委員さんの明細の中には説明はさしていただいてございません。ただそこの

水道使用料分の改修につきましては、今現在は、経営内容も回復してございます。ま、そういうことで、やはり理事長さんとお話

をいたしまして、毎月の使用料プラス過去の使用料を回収していくと、言う約束をいただきまして、今現在も改修中でございます。

以上でございます。

他に質疑はありませんか。

監査委員に対しても、それ承知をしておったかどうか、あの、質問しておったと思いますので、よろしくお願いいたします。



78

日程第 27

議   長

大西豊議員

議   長

黒 木 議 員

議   長

議   長
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大西議員さん。今あの課長の答弁でご了解できんのですか。

私は、監査委員が適正であるといったので、それに対して質問しております。

監査委員、黒木保君。

ただ今大西議員からの質問にお答えいたします。和泉水道課長より未収金につきましては、縷々説明はございましたけれども、

ひとつからでもその未収金について、努力していくということで細かい未収金に個々につきましては、説明はもらっておりません

けれども、監査につきましては、認めております。以上です。

他に質疑はありませんか。

（議長、先ほどの未収金につきましてですけど、・・・・）

大西豊君。もう、質疑については、この程度でお願いします。

（だから一般質問の時も回数制限されましたけど・・・）

これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。認定第１号については、会議規則第３９条の規定により教育民生常任

委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（なし、なし）

異議なしと認めます。よって、認定第１号については、教育民生常任委員会に付託することに決しました。

日程第２７ 認定第２号 平成１７年度満濃町炭所地区簡易水道事業特別会計の決算認定についての件を議題といたします。

提出者から提案理由の説明を求めます。町長 栗田隆義君。

それでは、認定第２号、平成１７年度満濃町炭所地区簡易水道事業特別会計、決算の認定についてご説明申し上げます。公営企

業法第３０条第４項の規定により、議会の認定を求めるものでございます。この決算書も同様に合併以前３月１９日までを区切り

とし旧満濃町炭所地区簡易水道事業の決算でございます。１ｐをお開きください。水道使用料金を主とする収益的収入、ならびに

維持管理に要する費用支出の総額を示しております。２ｐをお開きください。施設の整備に伴う資本的収入及び支出の総額を明記

しております。３ｐをお開きください。損益決算を行い、実質１７年度単年度利益として１４４８万１２５１円の利益を計上いた

しております。以下詳細につきましては、課長より説明申しあげます。よろしく認定いただきますようお願いいたします。

水道課長 和泉仁志君。

それでは、あの平成１７年度満濃町炭所地区簡易水道事業特別会計の決算について、詳細を説明さしていただきます。先ほども

同じ要領でさしていただきますけれども、７ｐをお開きください。７ｐにつきまして、総括的事項ということでご報告を書を作成
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黒木監査委

員

しておりますので、お目通しをいただいたらと思います。８ｐでございますけれども、業務といたしまして、年度末給水人口１０

５６人となってございます。年度末の給水世帯として、３軒増えまして、３１８戸、配水量が９１６７５トンに対しまして、有収

量が８０４０４トンということで、有収率といたしまして、８７．７パーセントとなってございます。９ｐの方をお開きいただい

たらと思います。事業収入といたしまして、収益的収入、ならびに営業外収益として、７２８９万７９０６円の収入としてござい

ます。事業支出に関する事項といたしまして、営業の費用でございます。営業費用ならびに、営業外費用を含めまして、５８４１

万６６５５円となってございます。１０ｐのほうをお開きいただいたらと思います。１０ｐにつきましては、平成１７年度県営基

幹水利施設補修工事江畑地区に伴う水道管移設工事と明記してございます。水道の配管替え工事が 4件、ならびに成政浄水場大井
手総帥ポンプの工事取替え工事一式、ならびに成政浄水場の薬品注入設備改良工事等を行ってございます。それから、その次に委

託事業を明記してございます。その下の企業債及び 1時借入金の関する事業でございますが、企業債本年度末残高が３億９千８９
万２３４６円となってございます。１１ｐ以降につきましては、収益的収入ならびに建設、資本的支出の明細を明記してございま

すので、お目通しをいただいたらと思います。つづきまして、４ｐ目でございますけれども満濃町の炭所地区簡易水道事業の貸借

対照表ということで、資産の部、固定資産、ならびに流動資産、合計いたしまして、９億８２４６万４６１９円となります。負債

のほうでございますが、流動負債、資本金剰余金と合計いたしまして、９億８２４６万４６１９円となっておりバランス的にとれ

ておるということになってございます。それで、６ｐ目でございますけれども、第３項目ですが、未処理分利益剰余金が前年度分

が５２万５８８５円となってございます。で、本年度の剰余金単年度剰余金が１４４８万１２５０円となってございまして、合計

いたしまして、１千５百７１３６円を翌年度繰越という会計処理を行ってございます。以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。

質疑に入る前に平成１８年８月８日付けで監査委員より決算審査の結果報告が参っております。監査委員が議場におられますの

で、監査の報告をお願いいたします。監査委員、黒木保君。

ただ今上程されました、認定第２号平成１７年度炭所地区簡易水道事業特別会計の監査の報告を申しあげます。地方公営企業法

 第３０条第２項の規定により審査に付された平成１７年度炭所地区簡易水道事業特別会計平成１７年４月１日から平成１８年

３月１９日までの決算審査をした結果をご報告申しあげます。さる８月８日まんのう町水道課におきまして、平井会計室長、和泉

水道課長、大串主事、久留嶋事務局長、の出席のもとに造田一二代表監査委員と私で決算の審査を行いました。審査は平成１７年

度炭所地区簡易水道事業特別会計平成１７年４月１日から平成１８年３月１９日までの決算報告書損益計算書、剰余金計算書、利
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日程第 28

黒木監査委

員

議   長

議   長

町   長

益処分計算書、貸借対照表関係諸帳簿、及び証拠書類より行いました。審査に付された決算関係書類は関係法令に準拠して作成さ

れており、関係諸帳簿と照合した結果、係数は正確であることを認めました。以上で認定第２号、平成１７年度炭所地区、簡易水

道事業特別会計の監査の報告を終わります。

 これより、質疑に入ります。質疑はありませんか。

 （なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。認定第２号については、会議規則第３９条の規

定により、教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし）

 異議なしと認めます。よって、認定第２号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 議場の時計で６時１５分まで休憩をいたします。

                   休  憩    午後６時

                   再  開    午後６時１５分

 休憩を戻しまして、会議を再開をいたします。

 日程第２８ 認定第３号 平成１７年度満濃町水道事業会計の決算認定についての件を議題といたします。

 提出者から提案理由の説明を求めます。町長、栗田隆義君。

 日程第３ 平成１７年度満濃町水道事業会計決算認定についてご説明を申しあげます。

 ３月２０日をもって合併にいたりましたことによりまして、１２日間の決算書となっております。よって収入についての決算額

は計上致しておらず施設の管理に要する費用２０２万６０８２円の支出について認定いただくものでございます。歳出の主な内容

は浄水施設維持のための薬品代電気電話代ならびに宿日直手当等であります。１ｐには維持管理にようする費用支出の総額を示し

ております。３ｐ目には損益決算を行い当期損益として、１９３万９３５１円の赤字決算となってございます。よって先ほど報告

させていただきました認定第１号、平成１７年度満濃町水道事業会計の決算でご報告申し上げました利益３２４８万３３９９円と

当期損益１９３万９３５１円を差し引きますと１７年度当該年度の純利益は３０５４万４０４８円の黒字決算となってございま

す。以下詳細につきまして、課長よりご説明申しあげます。よろしく認定いただきますようお願い申しあげます。
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日程第 29

議   長

議   長

黒木監査委員

議   長

水道課長、和泉仁志君。

再度説明をさしていただきます。３ｐをお開きいただいたらと思います。さきほど町長がご説明申し上げたものでほとんどでご

ざいます。私のほうからは、３ｐの１７年度の満濃町水道事業損益計算書についてご説明をさしていただきます。先ほども説明の

とおりですね。１２日間ということでございますので、その間の収入はございません。でそれに対します、通常の維持管理費の費

用でございますけれども、２番として、営業費用がこれは税抜きでございますけれども、１９３万９３５１円発生してございます。

そういうことで、営業外収益、営業外費用とも含めまして、計上の利益が△の１９３万９３５１円となってございます。そのため

下段にうつりますけれども、前年度繰越利益譲与金が４５６３万９８９５円でございます。それを差し引きますと４３７０万５４

４円となってございます。これをですね、一応翌年度繰越金として計上させていただくこととなってございます。以上簡単でござ

いますけれども、説明とさしていただきます。

これをもって、提案理由およびその内容の説明を終わります。質疑に入る前に平成１８年８月８日付けで監査委員より決算審査

の結果の報告がまいっております。監査委員が議場におられますので、監査の報告をお願いいたします。監査委員、黒木保君。

ただ今上程されております、認定第３号平成１７年度満濃町水道課会計の監査の報告を申しあげます。地方公営企業法第３０条第

２項の規定により審査に付された平成１７年度満濃町水道事業会計平成１８年3月２０日から平成１８年３月３1日までの決算審
査をした結果をご報告申し上げます。去る８月８日まんのう町水道課におきまして平井会計室長、泉水道課長、長田課長補佐久留

嶋事務局長の出席のもとに造田一二代表監査委員と私で決算の審査を行いました。審査は平成１７年度満濃町水道事業会計 平成

１８年３月２０日から平成１８年３月３１日までの決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、利益処分計算書、貸借対照表関係諸

帳簿、及び証拠書類により行いました。審査に付された決算関係書類は関係法令に準拠して作成されており、関係諸帳簿と照合し

た結果、係数は正確であることを認めました。以上で認定第３号 平成１７年度満濃町水道会計の監査の報告を終わります。

 これをもって監査報告をおわります。これより、質疑に入ります。質疑はありませんか。

 （なし）

 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。お諮りいたします。認定第３号については、会議規則第３９条の規

定により、教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし）

異議なしと認めます。よって、認定第３号については教育民生常任委員会に付託することに決しました。

日程第２９ 決議第１号 交通事故防止に関する決議（案）についての件を議題といたします。提出者から提案理由の説明を求
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議   長

三 好 議 員

議   長

めます。まんのう町議会議員、三好勝利君。

決議第１号 交通事故防止に関する決議（案） 上記の議案を別紙のとおりまんのう町議会会議規則第１４条の規定により提出

します。

平成１８年９月１５日

まんのう町議会議長 山西 毅 殿

提出者 まんのう町議会議員  三好勝利

賛成者 まんのう町議会議員  藤田昌大

賛成者 まんのう町議会議員  高尾幸男

交通事故防止に関する決議（案）

交通事故のない安全で安心して暮らせる社会の実現は、町民すべての切実な願いである。

 しかしながら、本県における交通死亡事故は、昨年までの減少傾向から、一転して増加傾向に転じ、人口 10万人あたりの交
通事故死者数は、県民各位及び関係機関・団体の真摯な努力にもかかわらず、全国ワースト第 1位になるなど、極めて厳しい状態
が続いている。

本町においても、今年に入り３件の交通死亡事故が発生し、また本町を管轄する琴平警察署管内では、すでに５人の方が亡くな

るという非常事態となっている。

一日も早く、このような事態を打開し、悲惨な交通事故を根絶するためには、町民一人ひとりの交通安全意識の高揚と交通マナ

ーの向上が重要である。

よって、本町議会は、関係機関・団体はもとより、家庭、学校、職域、地域など、町民総ぐるみで展開される交通安全を支援し、

全国に誇れる安全で快適なまんのう町の実現に向けて、全力を尽くしことを表明する。

以上、決議する。

平成１８年９月１５日

まんのう町議会

これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

（なし）

質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。おはかりいたします。ただ今議題となっております、決議第 1号は
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議   長

髙 木 議 員

会議規則第３９条第２項の規定により委員会付託を省略いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（なし）

異議なしと認めます。よって、決議第１号は委員会の付託を省略することに決定しました。これより討論にはいります。討論は

ありませんか。

（なし）

討論なしと認めます。これをもって討論を終了いたします。

これより、決議第１号、交通事故防止に関する決議（案）を採決いたします。本案は原案の通り決することにご異議ありません

か。

（なし）

異議なしと認めます。よって本案は原案の通り可決されました。

日程第３０ 請願第１号 産業廃棄物中間処理場建設計画反対の請願書の件を議題といたします。

提出者から提案理由の説明を求めます。まんのう町議会議員 髙木堅君。

それでは、あの請願について今から朗読さしていただきます。

産業廃棄物中間処理場建設計画反対の請願書

 請願者は香川県仲多度郡まんのう町長尾３６７番地

 上田忠夫外７名

 紹介議員は、私と松下一美議員さん、白川年男議員さん。なおこの趣意書には１６６９名の署名を添えて請願にお願いしており

ます。

 それでは、これに対する趣意書を今から朗読さしていただきます。

 日本は、戦後の荒廃した社会から立ち上がり、勤勉な国民性によって、高度経済成長期を経て、現在では経済の調整局面を迎え

ております。このような中で過去の経済発展により生活文化は著しく向上しました。しかしマイナス面も数多く発生するようにな

り、大きな社会問題・政治課題となってきております。

 最近、まんのう町長尾の中央部の町代地区に坂出市川津町３６３４番地１、株式会社香川環境設備による巨大な産業廃棄物中間

処理場の建設計画が持ち上がり、手続きの具体化が進んでいます。この施設は、産業廃棄物の中間処理能力、一日あたり４００ト

ンと言う莫大なものであります。
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髙 木 議 員  以下に危険性や問題点を検討してみます。

１、中間処理のために持ち込まれる品目は次のとおりです。

「廃プラスチック類、紙くず、木屑、繊維くず、金属くず、ガラス屑、コンクリート屑、及び陶磁器屑、石膏ボード」となっ

ております。しかしながら、現在話題のアスベストが混入されることは不可避であります。

２、アスベストと言う物質は、耐熱性、耐火性、耐久性に優れた特性を備えた物質で多くの生活用品や建築資材に用いられ過去何

十年も前から利用されてきました。しかしながらこの物質は発ガン性や、中皮種という病気を発病する、恐ろしい物質であり

ます。最近になって、人体に有害物質であることが判明し、そして、その被害状況が頻繁に報道されるようになり、大きな社

会問題、政治課題となってきました。

３、その被害状況は全国で９００人近くのものが、ガンや中皮種を発病し、そのうち６００人を超える者が死亡しているとも報道

されています。国・県の行政は企業者に対しアスベスト取り扱いに指導助言を行っています。

   問題は、アスベスト取り扱い企業だけでなく、一般の住宅地や住民への被害が広まっていることであります。一般住民の被

害者は４０数名でありそのうち３０数名が死亡しているとも報じられています。この数字は、日が経つにつれて増加している

現状であります。

４、この病気におかされると、胸痛や呼吸困難などが起きて決めてとなる治療法はなく、切除手術や放射線療法、抗ガン剤投与な

どが行われているが体力は衰え体の自由が利かなくなり死を待つのみと言う恐ろしい病気であります。しかもアスベストが暴

露されて、３０－４０年も経て発病するため、今後患者の急増が懸念されています。

５、国・県・市町においても、公共用建物について調査や飛散防止対策や除去、改修などの工事に真剣に取り組むようになりまし

た。国においては、アスベスト新法を検討しているようでありますが、その中身は被害者救済が中心のようです。被害が出て

からでは遅いのです、被害が及ぶ前にあらゆる対策を講じるよう切望するものであります。

６、産業廃棄物中間処理場企業者が示す、協定書の中身には維持管理には、香川県みどりの条例、香川県産業廃棄物処理等指導要

綱、環境影響等関係法令を遵守する。そして公害を起こさないよう適切な措置を講ずるとなっております。そしてアスベスト

は法律で禁止されているので、搬入はしませんと言われています。

７、しかしながら、現実問題としては、耐用年数を迎えた建築物や、解体修理が今後大量に発生が予測される中で、細かく砕かれ

た産業廃棄物からアスベストを取り除いたものを中間処理場に搬入することは不可能である。と言うことが NHKテレビの全
国放送で平成 17年１０月８日に放映されていました。
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髙 木 議 員 ８、この事業の建設予定地は、周辺に一般住宅と農地が混在する平坦な純農村地帯であります。このような土地に、１０００分の

１ミリと言う微粒子のアスベストが飛散するのは明白であります。少子高齢化時代の今日、３０年も４０年も後になって中皮

種を発病すれば、一家は絶滅の危機にさらされます。なお、尼崎市の「クボタ」周辺では、１ｋｍ～それ以上離れた一般住宅

地でもアスベストによる中皮種患者が出ております。

９、また、この地域は、平坦な土地で、米・麦・野菜の穀倉地帯でもありますが、農作物に付着したり、土壌蓄積などの農作物汚

染を生ずる危険は重大であります。特に農作物は消費者心理やマスコミ報道による「風評」で不買、排除のターゲットになる

ことは必至の産物です。風評被害の恐ろしさは皆さんご存知のことと思います。汚染地区、汚染懸念地区の農産物と言うだけ

で、市場、消費者の信頼は一瞬にして崩壊します。風評被害は事実の問題として先行し、後で無害証明が出たとしても後の祭

りです。さらに、永い年月操業する間には有害物質が工場の屋根や宅地に飛散したものが蓄積して雨水でながされて、土壌や

地下水が汚染され下流域への影響は計り知れません。

１０、 本件計画地は人家と遠く離れた、山間地ではなく、多数の人家がある地域です。「産廃地区」として人々が嫌悪し、嫁の

来ない地域となることは明白です。地区の民度評価と地価は地に落ち、良好な地域環境は保持できません。

   長期広範囲に、直接は目に見えない複雑で重大な事実上の被害が生ずると言わざるを得ません。この被害は重大です。

   今の世代である私たちは、子々孫々に責任を、持たなければなりません。

   以上、その他にも問題点はいろいろありますが、私たちはここで問題にする事項などを総合的に考えて、いま問題の産業廃

棄物中間処理場の建設に絶対反対をします。私たちの、私心なき本意をご理解・ご賢察をいただき、共に本件の反対運動に参

加と応援ならびに目的実現へのご協力をお願いいたします。

 産業廃棄物中間処理場建設に反対する会

 まんのう町大字長尾３６７ 会長 上田忠夫

 まんのう町長尾３６０の２    寺嶋一三

 まんのう町長尾３７５の５    増田 隆

 まんのう町長尾２０６の１    高尾行雄

 まんのう町長尾３８２の１    増田 務

 まんのう町長尾４７６番地    上里年子

 まんのう町長尾１８３７番地   大西文明
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髙 木 議 員

議   長

黒木議員

議   長

事 務 局 長

議   長

黒木議員

議   長

髙 木 議 員

 まんのう町長尾１８７０     山本照雄

 以上の請願の願意でございます。なお、この請願をお願いするに当たって昨日までと今日の本会議の日において検討、いろんな

行政との変化が生じてきております。なお、我がまんのう町の議会に議員各位におかれまして又執行者の栗田町長、いろいろとご

配慮いただきまして、この請願は本位であれば、我々が今の現状と違った時点での紹介議員として、私、松下議員さん、白川議員

さん 3名が紹介議員となっておったわけでございます。なお、住民に対する願望を皆様方ご理解いただき、町長はじめ担当行政課
長、等は十分今後の対応を考えていただきたい。なお、町としてこれからやるべきことは従来いろんな形で旧満濃町議会において

の担当課の、やはり活動としては住民に対して、大変不親切な点もあったかと思います。なお新町になってこれから住民の身にな

って十弐分に考えていただきたい。とくにこの新町になりまして、環境課長、また小野建設課長これに伴うやはり執行部は出来う

る限り県、住民との間にたって協力を絶え間ない協力をお願いし、我々紹介議員の３名の議員ともどもに頑張りたいと思いますの

で、なおかつ、この住民の願意を趣旨等をご認識いただきまして、どうかこの紹介議員またこの請願書に署名された皆さん方の願

意をおくみとり頂今後の対応をお願いしたらと思います。大変貴重な時間またいろいろな面で議会の議員の各位の皆さん方に協力

いただいたことをこの場で厚くお礼を申し上げます。ありがとうございます。それでは請願を一応代表いたしまして、ここで終わ

らせていただきます。

 これをもって提案理由及びその内容の説明をおわります。これより質疑にはいります。質疑はありませんか。

 黒木保議員。

 ええこれあの請願書ということで非常にまあ重大な請願書です。会長さんの上田忠夫さんの住所等にまちがいはないか、ちょっ

と確認をしておきたいと思います。

 局長より報告をいたします。

 自席で失礼します。まんのう町大字長尾３６７番地大字という表示につきましては、合併で表示がなくなっております。この表

示上なくなっておるということでございます。

 黒木保議員、これで了解できますか。

 これでよろしいんでしたら、かまいません。

 （議長）

 髙木堅議員。

 ええ、あの、上田忠夫氏のまんのう町大字となっておりますが、これ大字は、申し訳ないんですが、なくして、まんのう町長尾
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髙 木 議 員

議   長

３６７であろうかと思いますので、よろしくその点お願い申しあげます。

 それでは今、髙木議員から訂正の話が出ました。それで了解することに、大字をのけるということでご理解をお願いいたします。

 これより質疑にはいります。質疑はありませんか。質疑なしと認めます。これをもって質疑を終了いたします。おはかりいたし

ます。請願第 1号については、会議規則９２条の規定により教育民生常任委員会に付託いたしたいと思います。これにご異議あり
ませんか。

 （なし、なし）

 異議なしと認めます。よって請願第１号については、教育民生常任委員会に付託することに決しました。

 お諮りいたします。本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

 （なし、なし）

 異議なしと認めます。よって本日の会議はこれにて延会いたします。９月２６日午前９時３０分に本議場にご参集を願います。

                              延会時刻  １８時５５分
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 地方自治法第１２３条第３項の規定により署名する。

  平成１８年９月１５日

           まんのう町議会議長

           まんのう町議会議員

           まんのう町議会議員
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